
大塚グループの役員・従業員（正社員・契約社員）・顧問のみなさまへ
商品内容のご説明

＜「障がい」の表記＞　当パンフレットでは、法律、政令、規則等の法令で用いられている用語を含め、「障害」を「障がい」と表記しています。

ご相談窓口等

●お手続きや当制度の内容に関するご照会・要望・苦情につきましては、下記に記載のニッセイ団体保険コールセンターまでお問合せくださ
い。
　<日本生命お問合せ先>　ニッセイ団体保険コールセンター　　TEL　0120-339-744
　　　　　　　　　　　　　※お問合せの際には、団体名「MSD株式会社」をお申し出ください。
　　　　　　　　　　　　　【受付時間】月曜日～金曜日　9：00～17：00
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（祝日・12/31～1/3はお取扱いしておりません。）

※ご家族からいただくご照会内容によっては、個人情報保護の観点からご回答を制限させていただくことがござ
います。

〈団体お問合せ先〉　MSD株式会社  HRオペレーショングループ　TEL 03-6272-００１６
●この商品に係る指定紛争解決機関は一般社団法人生命保険協会です。
●一般社団法人生命保険協会の「生命保険相談所」では、電話・文書（電子メール・FAXは不可）・来訪により生命保険に関するさまざまなご
相談・照会・苦情をお受けしております。また、全国各地に「連絡所」を設置し、電話にてお受けしております。
（「生命保険相談所」・「連絡所」の連絡先は、ホームページアドレス http://www.seiho.or.jp/ をご覧ください。）
なお、生命保険相談所が苦情の申出を受けたことを生命保険会社に連絡し、解決を依頼した後、原則として1カ月を経過しても、保険契約者
等と生命保険会社との間で解決がつかない場合については、指定紛争解決機関として、生命保険相談所内に裁定審査会を設け、保険契約者等
の正当な利益の保護を図っております。

生命保険契約者保護機構

●引受保険会社各社は、生命保険契約者保護機構に加入しています。引受保険会社各社の業務もしくは財産の状況の変化により、保険金額・
給付金額・年金額・一時金額等が削減されることがあります。なお、生命保険契約者保護機構の会員である生命保険会社各社が経営破綻に
陥った場合には、生命保険契約者保護機構により、保険契約者保護の措置が図られることとなります。ただし、この場合にも、保険金額・給付
金額・年金額・一時金額等が削減されることがあります。
●保険契約者保護の措置の詳細については、生命保険契約者保護機構までお問合せください。
（お問合せ先）　生命保険契約者保護機構 TEL  03-3286-2820
 月曜日～金曜日（祝日、年末年始を除く）　午前9時～正午、午後1時～午後5時　
 ホームページアドレス http://www.seihohogo.jp/

制度内容の変更

●MSD株式会社の福利厚生制度の変更等により、制度内容が変更される場合があります。また、これに伴い、保険料率や付保特約、給付内容、
加入資格等が変更される場合があります。

大塚ホールディングス株式会社

団体定期保険

ル ー 保険プグＢ

総合医療保険（団体型）

保険医 療合総

【 個人情報の取扱いに関するMSD株式会社と引受保険会社からのお知らせ 】

●この保険契約は、MSD株式会社（以下、団体といいます。）を保険契約者とし、団体および団体の子会社（以下、子会社といいます。）の所属
員を加入対象とする企業保険です。そのため、この保険契約の運営にあたっては、団体および子会社（株式会社ペイロールを含みます。以下
同じ。）は加入対象者の個人情報（氏名・性別・生年月日・健康状態等）を取扱い、団体がこの保険契約を締結した引受保険会社（共同引受
会社を含みます。以下同じ。）へ提出します。
　団体および子会社は、この保険契約の運営において入手する個人情報（個人番号を除く）を、この保険契約の事務手続きのために使用します。
●引受保険会社は受領した個人情報（個人番号を除く）を各種保険の引受け・継続・維持管理、保険金等のお支払い、その他保険に関連・付
随する業務のために利用し、また、団体および子会社、他の引受保険会社等へその目的の範囲内で提供します。
●また、今後、個人情報に変更等が発生した際にも、引続き団体・子会社および引受保険会社においてそれぞれ上記に準じ個人情報が取扱わ
れます。
　なお、記載の引受保険会社は、今後、変更する場合がありますが、その場合、個人情報は変更後の引受保険会社へ提供されます。
（注）保健医療等の機微（センシティブ）情報については、保険業法施行規則により、業務の適切な運営の確保その他必要と認められる目的に

利用目的が限定されています。
個人番号については、保険取引に関する支払調書作成事務のみに使用します。

～死亡保険金受取人の個人情報の取扱いについて～
指定された死亡保険金受取人(以下、受取人といいます。)の個人情報については、上記の加入対象者(被保険者)の個人情報と同様に取扱わ
れますので、お申込みにあたっては、受取人にその旨をご説明いただき、個人情報の取扱いについての同意を取得してください。

〔グループ保険について〕
当件について同意いただくことができない場合は、HRオペレーショングループ宛に、6月30日までにお申し出ください。

3大疾病保障保険（団体型）

保険疾 病大 障保３

お申込みは年1回です。
ぜひこの機会に新規加入・増額をご検討ください。

平成30年4月1日

平成30年2月19日（月）

効力発生日

申込締切日

平成30年4月1日から 
「退職後継続加入制度」が導入されます！
Ｂ　グ　ル　ー　プ　保　険：退職後、年齢70歳6カ月まで継続加入できます。 
　　　　　　　　　（ただし、退職後は保障額500万円を上限とします。） 
総　合　医　療　保　険：退職後、年齢70歳6カ月まで継続加入できます。
３大疾病保障保険：退職後、満71歳まで継続加入できます。

3大疾病保障保険

平成30
「退職後継続加入制度

CHECK!

グ
ル
ー
プ
保
険

Ｂ
グ
ル
ー
プ
保
険

総
合
医
療
保
険

３
大
疾
病
保
障
保
険

「
申
込
書
兼
告
知
書
」
記
入
要
領

当パンフレットには大塚ホールディングス株式会社と保険会社からお知らせする「契約概要」・「注
意喚起情報」・「ご加入のみなさまへ」・「正しく告知いただくために」等の重要
事項が含まれております。お申込み前に必ずお読みください。ウェブでお手続き対象の方は、
配偶者・こどもについては、プリントアウトしたうえでご確認ください。
なお、当パンフレットは、（ウェブでお手続き対象の方は、プリントアウトのうえ）
お申込みいただいた後も大切に保管ください。

!
ご注意
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Bグループ保険 団体定期保険

 

1年ごとに保障額の
見直しができます！！

●「葬儀費用」だけでも
こんなにかかります。
葬儀一式費用 122.2万円
寺院の費用 44.6万円

33.9万円
188.9 万円葬儀費用の合計

通夜からの飲食接待費用

（注）各項目の金額は各項目の平均額であり、
これらの合計と葬儀費用の合計は一致
しません。

一般財団法人日本消費者協会
「第10回葬儀についてのアンケート調査報告書」
（平成26年1月）

結婚・お子さま誕生・お子さま独立…
といった、ライフサイクルに合わせ
1年ごとに保障額の見直しが
できるのもうれしいポイントです！
（ただし、健康状態等によっては保障額を
増額できない場合があります。）

※「世帯主に万一のことがあった場合に、残された家族のために必要とされる生活資金・年数は
どのくらいか」という質問に対する回答（年間必要額×必要年数）の平均値です。

（公財）生命保険文化センター  「平成2７年度  生命保険に関する全国実態調査」

万一の場合の家族の必要生活資金総額（世帯主年齢別）〈アンケートによる希望値〉
（万円）

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

29以下 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70以上（歳）

8,666

5,154

3,583

6,393

5,1165,629

8,112
7,578

7,623

6,496

こども独立期

こども誕生

こども成長期

老後生活期

結 婚

平均
5,653万円

文部科学省 「平成26年度  子供の学習費調査」
「平成27年度  学生納付金調査結果」
「平成26年度  私立大学入学者に係る

（定員1人当たり）の調査結果について」
　初年度学生納付金平均額

 
をもとに試算

＊施設設備（整備）費は含まれていません。

（単位：万円）こどもの教育資金は？
幼稚園
（3年間）

小学校
（6年間）

中学校
（3年間）

高等学校
（全日制）
（3年間）

大学昼間部
　（4年間）＊
文系

国公立

私 立

理系

67 194 145 123 255

150 922 402 299 323 446

こどもへの結婚援助資金は

約162.4万円
ゼクシィ  結婚トレンド調査2015  調べ

こどもへの結婚援助資金は？
（単位：万円）

親・親族からの援助総額

全国平均

162.4

352.7挙式、披露宴・
披露パーティ総額参考

こどもの教育資金は　約1,151万円
 （■を選択の場合）

一旦加入すれば、その後病気になられても、加入資格を満たす
かぎり同額もしくはそれ以下の保障額で継続加入できます。

団体保険としての割引が適用された加入しやすい保険料です。

■Bグループ保険の特徴

１年ごとに収支計算を行い、剰余金が生じた場合は、配当金をお受取りになれます。
※脱退され、保険期間の中途で保障終了となられた方は配当金をお受取りになれません。
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チェック欄

◆死亡保障・高度障がい保障

この保険は、以下のニーズをお持ちの方に適した保険期間１年の商品です。加入資格を満たすかぎり、
更新により一定期間継続してご加入いただくことができます。

意向確認書
ご自身のニーズ（ご意向）に合致した商品内容であるか、お申込み前に必ずご確認ください。

当パンフレット（「契約概要」・「注意喚起情報」を含みます。）により、この商品が
ご自身のニーズに合致しているかご確認ください。

□保障内容はニーズに合致していますか。
□ご自身が選択された保障額・保険料、および、その他の商品内容はニーズに合
致していますか。

  この 保 険の 特 徴    • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •

 ●この保険は、団体を契約者とし、その所属員等のうち希望される方にご加入いただく団体保険です。
●保険期間１年の定期保険で、原則として、加入資格を満たすかぎり、更新により継続してご加入いただくことができます。
●ご加入者（被保険者）の死亡・高度障がいに対する保障を確保できます。
●保険料は毎年算出し、更新日から適用します。                
●受取人の希望により、保険金を一時金として受取るだけではなく、年金として受取ることもできます。詳しくは 10ページの「保
険金の年金受取り」の項目をご確認ください。

 主な 保 障 内 容    • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •

 以下の場合に、保険金をお支払いします。 

 【主契約】 

死亡保険金 保険期間中に、死亡された場合

高度障がい保険金 保険期間中に、加入日（＊）以後の病気やケガによって、所定の高度障がい状態になられた場合
 （＊）保障額を増額する場合、増額部分については、加入日を増額日と読替えます。 

しくみ図（イメージ）

原則として、加入資格を
満たすかぎり、更新によ
り継続してご加入いただ
くことができます。

加入日 更新日 更新日 更新日

保険期間1年 保険期間1年保険期間1年

更新 更新主契約

この「契約概要」は、ご加入の内容等に関する重要な事項のうち、特にご確認いただきたい事項を記載しております。お
申込み前に必ずお読みいただき、内容をご確認・ご了解のうえ、お申込みいただきますようお願いいたします。また、「契
約概要」に記載の保障内容等は、概要を示しています。その他詳細につきましては、「注意喚起情報」等、当パンフレッ
トの該当箇所、ならびに「正しく告知いただくために」をご参照ください。

  【契約概要】  団体定期保険  

 

1年ごとに保障額の
見直しができます！！

●「葬儀費用」だけでも
こんなにかかります。
葬儀一式費用 122.2万円
寺院の費用 44.6万円

33.9万円
188.9 万円葬儀費用の合計

通夜からの飲食接待費用

（注）各項目の金額は各項目の平均額であり、
これらの合計と葬儀費用の合計は一致
しません。

一般財団法人日本消費者協会
「第10回葬儀についてのアンケート調査報告書」
（平成26年1月）

結婚・お子さま誕生・お子さま独立…
といった、ライフサイクルに合わせ
1年ごとに保障額の見直しが
できるのもうれしいポイントです！
（ただし、健康状態等によっては保障額を
増額できない場合があります。）

※「世帯主に万一のことがあった場合に、残された家族のために必要とされる生活資金・年数は
どのくらいか」という質問に対する回答（年間必要額×必要年数）の平均値です。

（公財）生命保険文化センター  「平成2７年度  生命保険に関する全国実態調査」

万一の場合の家族の必要生活資金総額（世帯主年齢別）〈アンケートによる希望値〉
（万円）
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こども誕生
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結 婚

平均
5,653万円

文部科学省 「平成26年度  子供の学習費調査」
「平成27年度  学生納付金調査結果」
「平成26年度  私立大学入学者に係る

（定員1人当たり）の調査結果について」
　初年度学生納付金平均額

 
をもとに試算

＊施設設備（整備）費は含まれていません。

（単位：万円）こどもの教育資金は？
幼稚園
（3年間）

小学校
（6年間）

中学校
（3年間）

高等学校
（全日制）
（3年間）

大学昼間部
　（4年間）＊
文系

国公立

私 立

理系

67 194 145 123 255

150 922 402 299 323 446

こどもへの結婚援助資金は

約162.4万円
ゼクシィ  結婚トレンド調査2015  調べ

こどもへの結婚援助資金は？
（単位：万円）

親・親族からの援助総額

全国平均

162.4

352.7挙式、披露宴・
披露パーティ総額参考

こどもの教育資金は　約1,151万円
 （■を選択の場合）

一旦加入すれば、その後病気になられても、加入資格を満たす
かぎり同額もしくはそれ以下の保障額で継続加入できます。

団体保険としての割引が適用された加入しやすい保険料です。

■Bグループ保険の特徴

１年ごとに収支計算を行い、剰余金が生じた場合は、配当金をお受取りになれます。
※脱退され、保険期間の中途で保障終了となられた方は配当金をお受取りになれません。

 ※保障内容に関する詳細や制限事項については、【注意喚起情報】「保険金をお支払いしない場合等」（7ページ）、
　【制度の詳細とその他取扱い】（9～ 10ページ）を必ずご確認ください。   
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        ※記載の保険料は、性別・年齢群団ごとの保険料です。
※当制度は、1つの契約で「平均保険料率」と「年齢群団別保険料率」を併用した制度となっております。

●当パンフレットにおける年齢は原則として満年齢で記載しており、保険年齢の場合は保険年齢○○歳と記載しております。 
 ※「保険年齢」とは、被保険者の年齢を満年齢で計算し、１年未満の端数については６カ月以下は切捨て、６カ月超は切上げて
計算した年齢をいいます。（例：19歳７カ月の方の保険年齢は 20歳となります。）  

 ●在職者の保険料は毎月の給与から控除します。（第１回目は 4月給与から）    
 ●退職者の保険料は 1年ごとに所定の口座から振替えます。
●《本人・配偶者》の保険料は概算保険料です。正規保険料は申込締切後に算出し、更新日（今回は平成 30年 4月１日）から適
用します。保険料は、毎年の更新日に再計算し適用します。年齢が上がり、次の年齢群団へ移る方が同額で更新された場合、通常、
更新後の保険料は更新前より高くなります。 
 ●《こども》の保険料は１人あたりの確定保険料です。年齢・性別にかかわらず、同一の保険料です。 
 ●記載の保険料は、確定保険料を含め、平成 29年 11月 15日（計算基準日）現在のものであり、保険料率等が改定される場合には、
変動することがあります。        

 保 障 額と保 険 料    • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •   

  【契約概要】  団体定期保険  
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 保 障 額と保 険 料    • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •   

  【契約概要】  団体定期保険  
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  加 入 資 格    • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •

● 以下の加入資格の他、「申込書兼告知書」に記載の内容（ウェ
ブお手続き対象の方は、専用ウェブサイトに記載の内容）を
十分ご確認のうえ、お申込みください。  
 　以下の年齢は効力発生日現在の年齢です。  
 《本　人》　役員・従業員（正社員・契約社員）・顧問の方で
　　　　　新規加入・増額は、年齢 14 歳６カ月超 60 歳６カ

月以下の方。
　　　　　継続加入は、年齢 65歳６カ月以下の方。
《配偶者》　役員・従業員（正社員・契約社員）・顧問の配偶者

の方で
　　　　　新規加入・増額は、年齢満 16 歳以上 60 歳６カ月

以下の方。
　　　　　継続加入は、年齢 65歳６カ月以下の方。   
 《こども》　役員・従業員（正社員・契約社員）・顧問の扶養す

るこども（＊）で年齢 2歳６カ月超 22歳６カ月以
下の方。

　　　　　ただし、加入資格のあるこどもが２名以上いる場合
は、全員ご加入ください。 
 （＊）健康保険法に定める被扶養者の範囲のうち子に

関する規定を準用します。  

（ご注意）
（1）一旦加入すれば、その後病気になられても、加入資格を

満たすかぎり同額もしくはそれ以下の保障額で継続加
入できます。

（2）本人としての加入資格を有する配偶者は、本人としてご
加入ください。

　　（同一人が本人、配偶者の二つの資格で二重に加入する
ことはできません。）
ご夫婦とも本人としての加入資格がある場合は、本人・
配偶者として重複加入はできません。それぞれ本人と
してご加入ください。

（3）配偶者・こどものみで加入することはできません。
（4）配偶者・こどもは、本人と同額もしくはそれ以下の保障

額でお申込みください。
（5）保険期間中に本人が死亡または脱退された場合は、配偶

者・こどもも自動的に脱退となります。

 ※ご加入者が上記加入資格を失われた場合には、年齢によらず
この保険契約からの脱退手続きが必要です。
　ただし、所定の条件のもとお手続きいただいた場合、次のと
おり継続加入いただくことができます。    

【退職後の継続加入について】
●本人は、保障額 500 万円を限度として、退職時に加入し
ていた保障額と同額もしくはそれ以下の保障額で、退職後
も年齢 70歳 6カ月まで継続加入することができます。
●配偶者は、本人が退職後も継続して加入する場合には、保
障額 500 万円を限度として、それまでと同額もしくはそ
れ以下の保障額で、年齢 70歳 6カ月まで継続加入するこ
とができます。
●こどもは、本人が退職後も継続して加入する場合には、年
齢 22歳 6カ月まで継続加入することができます。
※本人が退職後、本人・配偶者・こどもの新規加入・増額は
できません。

 保 険 期 間    • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •

 ●保険期間は効力発生日～平成 31年 3月 31日までです。
　以降は毎年 4月１日を更新日とし、保険期間１年で更新します。 
 　ただし、募集等の結果、被保険者の数が引受保険会社の定め
る数に満たない場合は、保険契約は効力を発生しません。（更
新できません。） 

 受 取 人    • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  
● 本人の死亡保険金受取人は、本人の配偶者・こども・孫・父
母・祖父母・兄弟姉妹から選択できます。
●配偶者の死亡保険金受取人は本人（主たる被保険者）です。
●本人および配偶者の高度障がい保険金受取人は被保険者ご自
身、こどもの死亡保険金・高度障がい保険金受取人は本人
（主たる被保険者）です。    

 配 当 金    • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  
 ● 1 年ごとに収支計算を行い、剰余金が生じた場合は、配当金
をお受取りになれます。配当金のお受取りがある場合、実質
負担額（年間払込保険料から配当金を控除した金額）が軽減
されます。    
 ※脱退され、保険期間の中途で保障終了となられた方は配当
金をお受取りになれません。
　【平成29年度（保険期間：平成 28年 4月 1日～平成 29
年 3月 31 日）の配当金は年間払込保険料の約59.4％で
した。ただし、これは平成 29年度の配当実績に基づくも
のであり、将来のお受取りをお約束するものではありませ
ん。】  

 脱 退による払 戻 金    • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •

● この保険契約には、被保険者が脱退された場合の払戻金はあ
りません。  

 制 度 運 営および 引 受 保 険 会 社    • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •

 ●当制度は大塚ホールディングス株式会社が生命保険会社と更
新時点の約款に基づき締結したこども特約付年金払特約付団
体定期保険契約に基づいて運営します。  
● この団体定期保険契約は下記の引受保険会社による共同取扱
契約であり、事務幹事会社が他の引受保険会社から委任を受
けて事務を行いますが、各ご加入者の加入保険金額について、
引受保険会社はそれぞれの引受割合（平成 29年 9月 5日現
在）に応じて保険契約上の権利を有し義務を負い、相互に連
帯して責任を負うものではありません。なお、将来引受保険
会社および引受割合は変更することがあります。 

 　≪引受保険会社≫
　　日本生命保険相互会社（32％）（事務幹事会社）
　　住友生命保険相互会社（28％）
　　明治安田生命保険相互会社（22％）
　　第一生命保険株式会社（13％）
　　三井生命保険株式会社（5％）  

 「ご相談窓口等」につきましては、裏表紙をご確認ください。 

  【契約概要】  団体定期保険  
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  【契約概要】  団体定期保険    特にご注意いただきたい事項【注意喚起情報】  団体定期保険  

 この「注意喚起情報」は、ご加入（＊）のお申込みに際して特にご注意いただきたい事項を記載しております。お申込み
前に必ずお読みいただき、内容をご確認・ご了解のうえ、お申込みいただきますようお願いいたします。また、お支払事由
等および制限事項の詳細やご契約の内容に関する事項その他詳細につきましては、「契約概要」等、当パンフレットの
該当箇所、ならびに「正しく告知いただくために」をご参照ください。
なお、保険金等をお支払いする場合、お支払いしない場合の詳細は、「制度の詳細とその他取扱い」に記載しておりま
すのでご確認ください。 
 （＊）保障額を増額する場合、増額部分については、ご加入を増額と読替えます。
ウェブお手続きの方は、専用ウェブサイトにて告知およびお申込み手続きをしてください。 

  クーリング・オフ   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •

 ●この保険契約は、団体を契約者とする保険契約であり、ご加入
（＊）のお申込みにはクーリング・オフの適用はありません。 
 （＊）保障額を増額する場合、増額部分については、ご加入

を増額と読替えます。  

 告 知に関 する重 要 事 項    • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  
● 健康状態等について、被保険者となられる方ご本人が事実の
ありのままを、正確にもれなく告知してください。（これを
告知義務といいます。）傷病歴等があった場合でも、全ての
ご加入（＊）のお申込みをお断りするものではありません。
●引受保険会社の職員（営業職員・コールセンター担当者等）、
団体事務担当者等に口頭でお伝えまたは資料提示されただけ
では告知いただいたことになりません。必ず指定された書面
（「申込書兼告知書」等）にて告知してください。
●告知義務に違反された場合は、ご加入（＊）を解除させてい
ただき、保険金をお支払いできないことがあります。
●後日、保険金をご請求の際に、告知内容等を確認させていた
だくことがあります。 
 ※告知に関しては、「正しく告知いただくために」にて必ず
詳細をご確認ください。 

 （＊）保障額を増額する場合、増額部分については、ご加入
を増額と読替えます。  

 責 任 開 始 期    • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  
 ●引受保険会社（＊1）がご加入（＊2）を承諾した場合、平成30
年 4月１日（加入日（＊２））から保険契約上の責任を負います。
　ただし、被保険者の数が引受保険会社の定める数に満たない
場合は、保険契約は効力を発生しません。（更新できません。）
●引受保険会社（＊ 1）の職員（営業職員・コールセンター担
当者等）には、ご加入（＊ 2）を承諾する権限がありません。 
 （＊ 1）共同取扱契約の場合、事務幹事会社を指します。
（＊ 2）保障額を増額する場合、増額部分については、ご加入

を増額、加入日を増額日と読替えます。  

 保 険 金をお支 払いしない場 合 等    • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  
● 次のような場合、保険金をお支払いしないことがあります。
　例えば、 
 （1）次のいずれかにより保険金の支払事由に該当した場合 
 ・加入日（＊ 1）からその日を含めて１年以内の被保険者
の自殺によるとき
・保険契約者、被保険者、保険金受取人の故意によるとき
・戦争その他の変乱によるとき 
 （2）高度障がい状態の原因となる傷病が加入日（＊ 1）前に
生じている場合 
 ・高度障がい保険金のお支払いは、その原因となる傷病が
加入日（＊ 1）以後に生じた場合に限ります 

 （3）告知義務違反による解除（＊ 2）の場合 
 ・引受保険会社が告知を求めた事項について保険契約者ま
たは被保険者から告知していただいた内容が、故意また
は重大な過失によって事実と相違し、この保険契約の全
部またはその被保険者に対する部分が告知義務違反によ
り解除されたとき 

 （4）詐欺による取消（＊２）の場合 
 ・保険契約者または被保険者の詐欺により、この保険契約
の締結・被保険者の加入等が行われたために、この保険
契約の全部またはその被保険者に対する部分が取消され
たとき（この場合、すでに払込まれた保険料は払戻しま
せん。） 

 （5）不法取得目的による無効（＊２）の場合 
 ・保険契約者または被保険者に保険金の不法取得目的が
あって、この保険契約の締結・被保険者の加入等が行わ
れたために、この保険契約の全部またはその被保険者に
対する部分が無効とされたとき（この場合、すでに払込
まれた保険料は払戻しません。） 

 （6）保険契約が失効（＊２）した場合 
 ・保険契約者から保険料の払込みがなく、この保険契約が
効力を失ったとき 

 （7）重大事由による解除（＊２）の場合 
 次のような事由に該当し、この保険契約の全部またはその
被保険者に対する部分が解除されたとき
ただし、以下の③の事由にのみ保険金受取人だけが該当し
た場合で、複数の保険金受取人のうちの一部の保険金受取
人が以下の③の事由に該当したときに限り、保険金のうち、
その保険金受取人にお支払いすることとなっていた保険金
を除いた額を、他の保険金受取人にお支払いします。 
 ①保険契約者、被保険者（死亡保険金の場合は被保険者を
除きます。）または保険金受取人が保険金（死亡保険金
の場合は、他の保険契約の死亡保険金を含み、保険種類
および給付の名称の如何を問いません。）を詐取する目
的または他人に詐取させる目的で事故招致（未遂を含み
ます。）をしたとき 
 ②この保険契約の保険金の請求に関し、保険金受取人に詐
欺行為（未遂を含みます。）があったとき 
 ③保険契約者、被保険者または保険金受取人が、次の（ア）
～（オ）のいずれかに該当するとき 
 （ア）暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から

５年を経過しない者を含みます。）、暴力団準構成
員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以下
「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認め
られること

（イ）反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜
を供与する等の関与をしていると認められること

（ウ）反社会的勢力を不当に利用していると認められる
こと

（エ）反社会的勢力により団体の全部もしくは一部の経
営を支配され、またはその経営に反社会的勢力に
よる実質的な関与を受けていると認められること

（オ）その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関
係を有していると認められること 

 ④上記①②③の他、引受保険会社の保険契約者、被保険者
または保険金受取人に対する信頼を損ない、この保険契
約の存続を困難とする上記①②③の事由と同等の重大な
事由があるとき 

 （＊１）保障額を増額する場合、増額部分については、加入
日を増額日と読替えます。

（＊２）解除、取消、無効または失効の場合、ご加入を継続
できません。          
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 この 保 険 契 約から脱 退いただく場 合    • • • • • • • • • • • • • •  
● 本人（主たる被保険者）が加入資格を失われた場合には、保
険期間の途中であってもその日にこの保険契約から脱退とな
ります。
●配偶者・こどもが加入されている場合、配偶者は次の①また
は②に定める日、こどもは次の①または③に定める日にこの
保険契約から脱退となります。 
 ①本人の脱退日・死亡日、本人について高度障がい保険金が
支払われた場合には、本人が高度障がい状態に該当された
日
②加入資格を失われた日
③更新日にこどもが加入資格を失われている場合はその更新
日の前日 

 ●この保険契約の保障終了日は、脱退となった日の属する月の
末日です。ただし、退職者の方は保障終了日翌日以降の保険
料をお払込みいただいている場合、その保険料を返金いたし
ます。
　（例えば、在職者が5月24日に脱退された場合、5月分保険料を
お払込みいただき、5月31日が保障終了日となります。退職者が
5月24日に脱退された場合も5月31日が保障終了日となります
が、お払込みいただいた一括払保険料のうち、6月1日以降分の
保険料は返金いたします。）
●この保険契約には、被保険者が脱退された場合の払戻金はあ
りません。   
● 退職等の事由により脱退される場合、2年を超えて継続して
被保険者であった方は、所定の条件のもと新たな告知や診査
等を省略して個人保険に加入できます。詳細は当パンフレッ
トに記載の団体窓口までお問合せください。   

 制 度 内 容 の 変 更    • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •

● 大塚ホールディングス株式会社の福利厚生制度の変更等によ
り、制度内容が変更される場合があります。また、これに伴い、
保険料率や付保特約、給付内容、加入資格等が変更される場
合があります。   

 共 同 取 扱 契 約   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •

● この団体定期保険契約は複数の引受保険会社による共同取扱
契約であり、事務幹事会社が他の引受保険会社から委任を受
けて事務を行いますが、引受保険会社はそれぞれの引受割合
に応じて保険契約上の権利を有し義務を負い、相互に連帯し
て責任を負うものではありません。 なお、将来引受保険会社
および引受割合は変更することがあります。  

 生 命 保 険 契 約 者 保 護 機 構    • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  
● 引受保険会社各社は、生命保険契約者保護機構に加入してい
ます。引受保険会社各社の業務もしくは財産の状況の変化に
より、保険金額等が削減されることがあります。なお、生命
保険契約者保護機構の会員である生命保険会社各社が経営破
綻に陥った場合には、生命保険契約者保護機構により、保険
契約者保護の措置が図られることとなります。ただし、この
場合にも、保険金額等が削減されることがあります。
●保険契約者保護の措置の詳細については、生命保険契約者保
護機構までお問合せください。 
 （お問合せ先）生命保険契約者保護機構　

　TEL　03-3286-2820
　月曜日～金曜日（祝日、年末年始を除く）
　午前 9時～正午、午後 1時～午後 5時
　ホームページアドレス　http://www.seihohogo.jp/   

 保 険 金のお支 払いに関 する留 意 事 項    • • • • • • • • • • • • •

● お支払事由が発生する事象、保険金をお支払いする場合また
はお支払いしない場合等については、当パンフレットに記載
しておりますので、ご確認ください。なお、保険金のご請求は、
大塚ホールディングス株式会社経由で行っていただく必要が
あります。
　ご請求に応じて、保険金をお支払いする必要がありますので、
保険金のお支払事由が生じた場合だけでなく、保険金のお支
払いの可能性があると思われる場合や、お支払いに関してご
不明な点が生じた場合等についても、すみやかに大塚ホール
ディングス株式会社のご相談窓口にご連絡ください。
●保険金のお支払事由が生じた場合、ご加入の契約内容によっ
ては、他の保険金等のお支払事由に該当することがあります
ので、十分にご確認ください。
●保険金をお支払いする場合またはお支払いしない場合等の事
例については、以下のニッセイのホームページをご参照くだ
さい。 
   （http://www.nissay.co.jp/hojin/oshirase/hokinuketori/）      

 「ご相談窓口等」につきましては、裏表紙をご確認ください。 

  特にご注意いただきたい事項【注意喚起情報】  団体定期保険  
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  特にご注意いただきたい事項【注意喚起情報】  団体定期保険  

この「制度の詳細とその他取扱い」は、「契約概要」・「注意喚起情報」にてご説明した重要な事項の詳細説明や税務上
のお取扱い等を記載しております。お申込み前に必ずお読みいただき、内容をご確認・ご了解のうえ、お申込みいただきま
すようお願いいたします。また、「契約概要」・「注意喚起情報」・「正しく告知いただくために」は、お申込みにあたっての重
要な事項を記載しておりますので、あわせて必ずご確認ください。

 保 険 金の支 払 事 由    • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •    

 ［死亡保険金］ 
 　引受保険会社は、被保険者が保険期間中に死亡された場合、死亡保
険金をお支払いします。 
 ［高度障がい保険金］ 
 　引受保険会社は、被保険者がこの保険契約への加入日（＊１）以後
の傷害または疾病によって、保険期間中に、別表（＊２）に定める
高度障がい状態のいずれかになられた場合、高度障がい保険金をお
支払いします。
　なお、上記によって高度障がい保険金が支払われた場合には、この
保険契約のその被保険者に対する部分は、高度障がい状態になられ
た時に消滅したものとして取扱います。
　したがって、高度障がい保険金と死亡保険金は重複してはお支払い
しません。 
 （＊１）その被保険者についてこの保険契約上の責任が開始した日を

いい、増額部分については加入日を増額日と読替えます。
（＊２）対象となる「高度障がい状態」とは 
１．両眼の視力を全く永久に失ったもの
２．言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの
３．中枢神経系または精神に著しい障がいを残し、終身常に介護を

要するもの
４．胸腹部臓器に著しい障がいを残し、終身常に介護を要するもの
５．両上肢とも、手関節以上で失ったかまたはその用を全く永久に

失ったもの
６．両下肢とも、足関節以上で失ったかまたはその用を全く永久に

失ったもの
７．1上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失っ

たかまたはその用を全く永久に失ったもの
８．1上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失っ

たもの
 　～高度障がい状態に関する補足説明～ 
 １．常に介護を要するもの 
 　「常に介護を要するもの」とは食物の摂取、排便・排尿・その後
始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが自分で
はできず、常に他人の介護を要する状態をいいます。 

 ２．眼の障がい（視力障がい） 
 （1）視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう

正視力について測定します。
（2）「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が０．０２以下

になって回復の見込のない場合をいいます。
（3）視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障がいは視力を失っ

たものとはみなしません。 
 ３．言語またはそしゃくの障がい 

 （1）「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場
合をいいます。 
 ①語音構成機能障がいで、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう
頭音の４種のうち、３種以上の発音が不能となり、その
回復の見込のない場合
②脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意志
の疎通が不可能となり、その回復の見込のない場合
③声帯全部のてき出により発音が不能の場合 

 （2）「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以
外のものは摂取できない状態で、その回復の見込のない場
合をいいます。 

 ４．上・下肢の障がい 
 　「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動
機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、または上・
下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ
関節および手関節、下肢においてはまた関節、ひざ関節および
足関節）の完全強直で、回復の見込のない場合をいいます。                          

 保 険 金をお支 払いしない場 合 等（ 詳 細 ）   • • • • • • • • •    

 ●ご加入（＊１）のお申込みの際に保険契約者または被保険者が、故
意または重大な過失によって告知事項について事実を告げずまたは
事実でないことを告げ、保険契約の全部またはその被保険者のご加
入（＊１）部分が解除されたときには保険金をお支払いしません。
ただし、支払事由の発生が解除の原因となった事実によらないこと
が証明された場合には、保険金をお支払いします。
　また、次のような場合においても保険金をお支払いしませんので、
ご加入（＊１）のお申込みに際し特にご注意ください。 

 ○引受保険会社は、死亡保険金のお支払事由が次の項目のいずれか
によって生じた場合には、死亡保険金をお支払いしません。 
 ・被保険者の自殺。ただし、その被保険者がそのご加入（＊１）
日から起算して１年を超えて継続して被保険者であった場合に
は、死亡保険金をお支払いします。
・保険契約者の故意。
・死亡保険金受取人の故意。ただし、その死亡保険金受取人が死
亡保険金の一部の受取人である場合には、その残額をその他の
死亡保険金受取人にお支払いします。
・戦争その他の変乱。（＊２） 
 ○引受保険会社は、高度障がい保険金のお支払事由が次の項目のい
ずれかによって生じた場合には、高度障がい保険金をお支払いし
ません。 
 ・被保険者の故意。
・保険契約者の故意。
・高度障がい保険金の受取人の故意。ただし、その高度障がい保
険金受取人が高度障がい保険金の一部の受取人である場合には、
その残額をその他の高度障がい保険金受取人にお支払いします。
・戦争その他の変乱。（＊２） 

 （＊１）保障額を増額する場合、増額部分については、ご加入を増額
と読替えます。

（＊２）ただし、戦争その他の変乱によって支払事由に該当された被
保険者の数の増加がこの保険の計算基礎に及ぼす影響が少な
いと引受保険会社が認めた場合には、その程度に応じ、死亡
保険金・高度障がい保険金の全額をお支払いし、または死亡
保険金・高度障がい保険金を削減してお支払いします。     

 ○高度障がい保険金のお支払いは、その原因となる傷病がご加入
（＊ 1）時以後に生じた場合に限ります。（原因となる傷病がご加入
（＊ 1）時前に生じていた場合には、お支払事由に該当しません。）
　したがって、原因となる傷病がご加入（＊ 1）時前に生じていた場
合には、過去の傷病歴（傷病名、治療期間等）、おからだの状態等
について告知いただいているかどうかにかかわらず、高度障がい
保険金はお支払対象となりません。 
 ○次のような事由に該当した場合には、この保険契約の全部または
その被保険者に対する部分を解除することがあります。
　この場合、保険金をお支払いしません。
　（以下の③の事由にのみ保険金受取人だけが該当した場合で、複数
の保険金受取人のうちの一部の保険金受取人が以下の③の事由に
該当したときに限り、保険金のうち、その保険金受取人にお支払
いすることとなっていた保険金を除いた額を、他の保険金受取人
にお支払いします。） 
 ①保険契約者、被保険者（死亡保険金の場合は被保険者を除きま
す。）または保険金受取人が、保険金（死亡保険金の場合は、他
の保険契約の死亡保険金を含み、保険種類および給付の名称の
如何を問いません。）を詐取する目的または他人に詐取させる目
的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき。 
 ②この保険契約の保険金の請求に関し、保険金受取人に詐欺行為
（未遂を含みます。）があったとき。 
 ③保険契約者、被保険者または保険金受取人が、次の（ア）～（オ）
のいずれかに該当するとき。 
 （ア）暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経

過しない者を含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企
業その他の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」といいま
す。）に該当すると認められること

（イ）反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与
する等の関与をしていると認められること

（ウ）反社会的勢力を不当に利用していると認められること
（エ）反社会的勢力により団体の全部もしくは一部の経営を支配

され、またはその経営に反社会的勢力による実質的な関与
を受けていると認められること

（オ）その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有し
ていると認められること 

 ④上記①②③の他、引受保険会社の保険契約者、被保険者または
保険金受取人に対する信頼を損ない、この保険契約の存続を困
難とする上記①②③の事由と同等の重大な事由があるとき。 

 ○保険契約者または被保険者の詐欺により、この保険契約の締結・
被保険者の加入等が行われたために、この保険契約の全部または
その被保険者に対する部分が取消となることがあります。この場
合、すでに払込まれた保険料は払戻しません。 
 ○保険契約者または被保険者が保険金を不法に取得する目的もしく
は他人に保険金を不法に取得させる目的をもってこの保険契約の
締結・被保険者の加入等を行った場合には、この保険契約の全部
またはその被保険者に対する部分を無効とし、すでに払込まれた
保険料は払戻しません。                

 制度の詳細とその他取扱い　団体定期保険 
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 税 務 上のお取 扱い   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •  

 〔保険料〕     
 ●主契約およびこども特約の実質保険料（保険料から配当金を控除し
た金額）は、一般の生命保険料控除の対象です。 
 ※生命保険料控除に関する税制改正を受け、平成 24年１月１日以降
に締結・更新する契約から新生命保険料控除制度が適用されます。
生命保険料控除に関する税制改正の詳細は、以下のニッセイのホー
ムページをご参照ください。
　（http://www.nissay.co.jp/keiyaku/oshirase/hokenryokojo/) 
 ※一般の生命保険料控除の対象となる実質保険料については、年末
調整・確定申告時に控除証明書等にて必ずご確認ください。 
 ※当Ｂグループ保険以外に一般の生命保険料控除の対象となる保険
等にご加入の場合、控除額は控除の対象となる保険等の保険料を
それぞれ合計した保険料に基づき計算されます。当Ｂグループ保
険のみの保険料に基づき計算されるわけではありません。   

 〔保険金〕 
 ●死亡保険金 
 ＜本人＞
　相続税の課税対象となりますが、法定相続人が受取人の場合、本人
死亡時の保険金（法定相続人が受取った他の生命保険等の受取金が
ある場合には、これと合算した金額について）に対して相続税法上
一定の金額が非課税となる場合があります。   
 ＜配偶者・こども＞
　本人（主たる被保険者）が受取人の場合、死亡保険金は一時所得と
して所得税の課税対象となります。       
 ●高度障がい保険金
　被保険者が受取人の場合、非課税です。 
 ※被保険者が死亡された場合は、相続財産として相続税の課税対象
となります。         

 〔年金〕 
 ●年金
　（公的年金等以外の）雑所得として所得税および住民税の課税対象で
す。 
 課税対象額　＝（年金年額＋年金開始後配当金）－年金年額
　　　　　　　　×年金基金充当金÷年金支給総額           

 税務の取扱い等について、平成 29年 9月現在の税制・関係法令等に基
づき記載しております。
今後、税務の取扱い等が変わる場合がありますので、記載の内容・数
値等は将来にわたって保証されるものではありません。
個別の税務取扱い等については、顧問税理士や所轄の国税局・税務署
等にご確認ください。  

 個 人 情 報 の 取 扱 いに 関 する大 塚 ホ ー ルディング
ス株 式 会 社と引 受 保 険 会 社 からのお 知らせ    • • • •  
 ●この保険契約は、大塚ホールディングス株式会社（以下、団体とい
います。）を保険契約者とし、団体および団体の子会社（以下、子会
社といいます。）の所属員を加入対象とする企業保険です。
　そのため、この保険契約の運営にあたっては、団体および子会社（大
塚倉庫株式会社を含みます。以下同じ。）は加入対象者の個人情報
（氏名・性別・生年月日・健康状態等）を取扱い、団体がこの保険契
約を締結した引受保険会社（共同引受会社を含みます。以下同じ。）
へ提出します。
　団体および子会社は、この保険契約の運営において入手する個人情
報（個人番号を除く）を、この保険契約の事務手続きのために使用
します。
●引受保険会社は受領した個人情報（個人番号を除く）を各種保険の
引受け・継続・維持管理・保険金等のお支払い、その他保険に関連・
付随する業務のために利用し、また、団体および子会社、他の引受
保険会社等へその目的の範囲内で提供します。
●また、今後、個人情報に変更等が発生した際にも、引続き団体・子
会社および引受保険会社においてそれぞれ上記に準じ個人情報が取
扱われます。なお、記載の引受保険会社は、今後、変更する場合が
ありますが、その場合、個人情報は変更後の引受保険会社へ提供さ
れます    。 
 （注）保健医療等の機微（センシティブ）情報については、保険業法施

行規則により、業務の適切な運営の確保その他必要と認められる
目的に利用目的が限定されています。
個人番号については、保険取引に関する支払調書作成事務のみに
使用します。 

 ～死亡保険金受取人の個人情報の取扱いについて～ 
 　指定された死亡保険金受取人（以下、受取人といいます。）の個人情
報については、上記の加入対象者（被保険者）の個人情報と同様に
取扱われますので、お申込みにあたっては、受取人にその旨をご説
明いただき、個人情報の取扱いについての同意を取得してください。                   

 保 険 金の 年 金 受 取り   • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •
 受取人の希望により、保険金の全部または一部を受取人の方が年金と
して受取ることができます。
（ただし、こども特約の保険金は除きます。また、年金として受取るこ
とができる保険金には制限があります。）
保険金請求の際に、いずれかを選択していただきます。 
年金の種類 年金

の型 年金受取り 年金受取
開始日

一括受取
請求

年金受取人
が死亡され
た場合種類 受取

期間

確定
年金

5年

定額型

以下のいずれか
を選択
①年１回受取り
②年２回受取り
　（６カ月ごと）
③年４回受取り
　（３カ月ごと）

基金設定
日から１
年以内の
２月１日
５月１日
８月１日
11月１日
のいずれ
かを選択

一時金が
必要なとき
は年金受
取人の請
求によっ
て年金受
取りにかえ
て、一括
受取りを
請求でき
ます。

残存受取期
間の未払年
金の現価を
年金受取人
の相続人に
お支払いし
ます。

10年

15年

保証
期間
付
終身
年金

終身
（保証
期間
15年）

   同上
（ただし、
一括受取
りの請求
期間は保
証期間ま
でとなり
ます。） 

保証期間中
に死亡され
た場合、残
存保証期間
に対応する
未払年金現
価を年金受
取人の相続
人にお支払
いします。

 ※年金年額が 30万円未満となる場合は、年金でのお受取りはできま
せん。
　（一時金でのお受取りとなります。）
※年金受取方法を年２回受取り、または年４回受取りとする場合、
年金年額 40万円以上での設定が必要となります。 
 ※保証期間付終身年金は、第１回年金受取時の年金受取人の方が年
齢 39歳６カ月超の場合のみ選択可能です。      

 制度の詳細とその他取扱い　団体定期保険 

直近の入院時の自己負担費用（過去5年間）
治療費・食事代・差額ベッド代に加え、交通費（見舞いに来る家族の交通費も含む）や
衣類、日用品などを含む。高額療養費制度を利用した場合は利用後の金額。

（公財）生命保険文化センター  「平成25年度  生活保障に関する調査」

( )

平均
22.7万円

5万円未満

17.9%

16.6%

13.3%
30～ 50万円未満

20～ 30万円未満
35.3%

7.0%

100万円以上 3.5%

6.5%
50～ 100万円未満

5～ 10万円未満

10～ 20万円未満

新入院患者数

入院の危険は意外に身近なものです。

※入院してその日のうちに退院した患者を含みます。

厚生労働省
「平成26年（2014）  
医療施設（静態・動態）調査・病院報告の概況」

約2.1秒
に1人

入院１日目から
給付金をお支払いします。
※1泊２日以上の継続入院の場合。

差額ベッド代をはじめとする
入院にともなう費用の確保に！

※詳細は13ページ【契約概要】に記載の「主な保障内容と保障額」をご確認ください。

手術・放射線治療給付金
をお支払いします。

日帰り手術等でも給付金をお支払いします。

※手術・放射線治療給付金のお支払回数に
ついては、限度がある場合があります。
※一部所定の手術については、お支払いの
対象外となります。

一旦加入すれば、その後病気になられても、加入資格を満たす
かぎり同額もしくはそれ以下の保障額で継続加入できます。

団体保険としての割引が適用された加入しやすい保険料です。

■総合医療保険の特徴

１年ごとに収支計算を行い、剰余金が生じた場合は、配当金をお受取りになれます。
※脱退され、保険期間の中途で保障終了となられた方は配当金をお受取りになれません。
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ついては、限度がある場合があります。
※一部所定の手術については、お支払いの
対象外となります。
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団体保険としての割引が適用された加入しやすい保険料です。
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総
合
医
療
保
険
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  【契約概要】  総合医療保険（団体型）  

しくみ図（イメージ）

原則として、加入資格を
満たすかぎり、更新によ
り継続してご加入いただ
くことができます。

加入日 更新日 更新日 更新日

保険期間1年 保険期間1年保険期間1年

更新 更新
ケガや病気等による
入院・手術等の保障

●この保険は、団体を契約者とし、その所属員等のうち希望される方にご加入いただく保険期間1年の団体保険です。
●原則として、加入資格を満たすかぎり、更新により継続してご加入いただくことができます。
●ご加入者（被保険者）の保険期間中のケガや病気等による入院・手術等の保障を確保できます。
●保険料は毎年算出し、更新日から適用します。保険料は更新時の保険年齢等により変更します。　

この保険の特徴  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

この「契約概要」は、ご加入の内容等に関する重要な事項のうち、特にご確認いただきたい事項を記載しております。お申込み前
に必ずお読みいただき、内容をご確認・ご了解のうえ、お申込みいただきますようお願いいたします。
また、「契約概要」に記載の保障内容等は、概要を示しています。その他詳細につきましては、「注意喚起情報」・「ご加入のみなさ
まへ」・「正しく告知いただくために」等、当パンフレットの該当箇所をご参照ください。

チェック欄

◆ケガや病気等による入院・手術等の保障

この保険は、以下のニーズをお持ちの方に適した保険期間１年の商品です。原則として、加入資格を
満たすかぎり、更新により一定期間継続してご加入いただくことができます。

意向確認書
ご自身のニーズ（ご意向）に合致した商品内容であるか、お申込み前に必ずご確認ください。

当パンフレット（「契約概要」・「注意喚起情報」を含みます。）により、この商品が
ご自身のニーズに合致しているかご確認ください。

□保障内容はニーズに合致していますか。
□ご自身が選択された保障額・保険料、および、その他の商品内容はニーズに
合致していますか。 ケガや病気等により1泊2日以上継続して入院をされたとき 入院給付金日額×入院日数

入院給付金日額×5

入院給付金日額×20 ー

通算30回

入院給付金日額×10

1泊2日以上継続した入院中に、公的医療保険制度の対象とな
る手術または先進医療に該当する手術等を受けられたとき

外来または日帰り入院中に、公的医療保険制度の対象となる手術
または先進医療に該当する手術等を受けられたとき

公的医療保険制度の対象となる放射線治療または先進医療に該
当する放射線照射・温熱療法を受けられたとき

給付の名称

入院給付金

放射線治療
給付金

通算なし
（60日の間に1回）

手術給付金
（20倍）※3

手術給付金
（5倍）※3

お支払事由の概要 お支払額
〔1回の入院 ※2〕

124日
〔通算〕
1,095日

お支払限度※１

主な保障内容と保障額  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●主な保障内容
保険期間中に以下のお支払事由に該当されたときにお支払いします。
給付金のお支払いにあたっては、原因となるケガや病気が加入日（＊）以後に生じることが必要となります。
（＊）その被保険者についてこの保険契約上の責任が開始した日をいい、増額部分については加入日を増額日と読替えます。

・骨髄幹細胞の採取のための入院・手術の保障は、総合医療保険（団体型）への加入日（＊）からその日を含めて1年経過後の入院・手術にかぎります。
（＊）その被保険者についてこの保険契約上の責任が開始した日をいい、増額部分については加入日を増額日と読替えます。
・ただし、医療保障保険（団体型）から総合医療保険（団体型）への継続加入者については、当該継続加入日からその日を含めて１年以内の骨髄幹細胞の採
取のための入院・手術であってもお支払い対象となります。（この場合、継続加入時における医療保障保険（団体型）または総合医療保険（団体型）の入院
給付金日額のいずれか低い金額が限度となります。）
※1  お支払限度については、更新前後のお支払日数（回数）を通算します。
※2  入院を2回以上された場合でも、最終の入院の退院日の翌日からの経過日数等によっては1回の入院とみなす場合があります。
※3  公的医療保険制度の対象手術でも、一部の所定の手術については、お支払いの対象外となります。

<対象外の手術の例>・・・「創傷処理」「皮膚切開術」等
また、同一の日に複数回の手術を受けられた場合には、1つの手術についてのみがお支払いの対象となります。
この場合、手術給付金（20倍）をお支払いするときは、手術給付金（5倍）のお支払いはいたしません。　

保障内容に関する詳細、「給付金のお受取りにあたっての日数制限」や上表の注記（※1～※3）等の制限事項の詳細について
は、【注意喚起情報】「給付金をお支払いしない場合等」（17ページ）、「法令等の改正に伴う変更」（18ページ）、【制度の詳細と
その他取扱い】「給付金のお支払事由」（19ページ）、ならびに【ご加入のみなさまへ】（21～ 23ページ）を必ずご確認ください。

本　人  本人・配偶者 対 象

入院給付金日額 5,000円 3,000円

●保障額
以下の加入コースからご希望のコースをお選びください。
配偶者・こどものみで加入することはできません。

コース A C
こども

3,000円
B
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しくみ図（イメージ）
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給付金のお支払いにあたっては、原因となるケガや病気が加入日（＊）以後に生じることが必要となります。
（＊）その被保険者についてこの保険契約上の責任が開始した日をいい、増額部分については加入日を増額日と読替えます。

・骨髄幹細胞の採取のための入院・手術の保障は、総合医療保険（団体型）への加入日（＊）からその日を含めて1年経過後の入院・手術にかぎります。
（＊）その被保険者についてこの保険契約上の責任が開始した日をいい、増額部分については加入日を増額日と読替えます。
・ただし、医療保障保険（団体型）から総合医療保険（団体型）への継続加入者については、当該継続加入日からその日を含めて１年以内の骨髄幹細胞の採
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給付金日額のいずれか低い金額が限度となります。）
※1  お支払限度については、更新前後のお支払日数（回数）を通算します。
※2  入院を2回以上された場合でも、最終の入院の退院日の翌日からの経過日数等によっては1回の入院とみなす場合があります。
※3  公的医療保険制度の対象手術でも、一部の所定の手術については、お支払いの対象外となります。

<対象外の手術の例>・・・「創傷処理」「皮膚切開術」等
また、同一の日に複数回の手術を受けられた場合には、1つの手術についてのみがお支払いの対象となります。
この場合、手術給付金（20倍）をお支払いするときは、手術給付金（5倍）のお支払いはいたしません。　

保障内容に関する詳細、「給付金のお受取りにあたっての日数制限」や上表の注記（※1～※3）等の制限事項の詳細について
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その他取扱い】「給付金のお支払事由」（19ページ）、ならびに【ご加入のみなさまへ】（21～ 23ページ）を必ずご確認ください。
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  【契約概要】  総合医療保険（団体型）  

●当パンフレットにおける年齢は原則として満年齢で記載しており、保険年齢の場合は保険年齢○○歳と記載しております。
※「保険年齢」は、被保険者の年齢を満年齢で計算し、1年未満の端数は6カ月以下は切捨て、6カ月超は切上げます。
（例：19歳7カ月の被保険者の方の保険年齢は20歳となります。）
●在職者の保険料は毎月の給与から控除します。（第1回目は4月給与から）
●退職者の保険料は1年ごとに所定の口座から振替えます。
●上記および右記は概算保険料です。確定保険料は申込締切後に加入者数等に基づき算出し、更新日（今回は平成30年4月１日）から適用します。
保険料は、毎年の更新日に再計算し適用します。
年齢が上がり、次の年齢群団へ移る方が同額で更新された場合、通常、更新後の保険料は更新前より高くなります。

●《こども》の保険料はこども1人あたりの保険料で、年齢にかかわらず、同一の保険料です。 

対 象 配偶者
本 人

月
払
保
険
料（
概
算
）

入院給付金日額
保険年齢

【在職者】

5,000円

15歳～１９歳

20歳～２４歳

25歳～２９歳

30歳～３４歳

35歳～３９歳

40歳～４４歳

45歳～４９歳

50歳～５４歳

55歳～５９歳

60歳～６４歳

65歳 

（H10.10.2生～H15.10.1生）

（H  5.10.2生～H10.10.1生）

（S63.10.2生～ Ｈ  5.10.1生）

（S58.10.2生～S63.10.1生）

（S53.10.2生～S58.10.1生）

（S48.10.2生～S53.10.1生）

（S43.10.2生～S48.10.1生）

（S38.10.2生～S43.10.1生）

（S33.10.2生～S38.10.1生）

（S28.10.2生～S33.10.1生）

（S27.10.2生～S28.10.1生）

555
845

1,185
1,295
1,280
1,315
1,555
2,010
2,725
3,630
4,925

333
507
711
777
768
789
933

1,206
1,635
2,178
2,955

（保険料の単位：円）

3,000円
コース A B

対 象 こども 

0歳～22歳（H7.10.2生～）

（保険料の単位：円）

月払保険料（概算）

3,000円

441

コース C

保険料  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

入院給付金日額
保険年齢
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  【契約概要】  総合医療保険（団体型）  

●当パンフレットにおける年齢は原則として満年齢で記載しており、保険年齢の場合は保険年齢○○歳と記載しております。
※「保険年齢」は、被保険者の年齢を満年齢で計算し、1年未満の端数は6カ月以下は切捨て、6カ月超は切上げます。
（例：19歳7カ月の被保険者の方の保険年齢は20歳となります。）
●在職者の保険料は毎月の給与から控除します。（第1回目は4月給与から）
●退職者の保険料は1年ごとに所定の口座から振替えます。
●上記および右記は概算保険料です。確定保険料は申込締切後に加入者数等に基づき算出し、更新日（今回は平成30年4月１日）から適用します。
保険料は、毎年の更新日に再計算し適用します。
年齢が上がり、次の年齢群団へ移る方が同額で更新された場合、通常、更新後の保険料は更新前より高くなります。

●《こども》の保険料はこども1人あたりの保険料で、年齢にかかわらず、同一の保険料です。 

対 象 配偶者
本 人

月
払
保
険
料（
概
算
）

入院給付金日額
保険年齢

【在職者】

5,000円

15歳～１９歳

20歳～２４歳

25歳～２９歳

30歳～３４歳

35歳～３９歳

40歳～４４歳

45歳～４９歳

50歳～５４歳

55歳～５９歳

60歳～６４歳

65歳 

（H10.10.2生～H15.10.1生）

（H  5.10.2生～H10.10.1生）

（S63.10.2生～ Ｈ  5.10.1生）

（S58.10.2生～S63.10.1生）

（S53.10.2生～S58.10.1生）

（S48.10.2生～S53.10.1生）

（S43.10.2生～S48.10.1生）

（S38.10.2生～S43.10.1生）

（S33.10.2生～S38.10.1生）

（S28.10.2生～S33.10.1生）

（S27.10.2生～S28.10.1生）

555
845

1,185
1,295
1,280
1,315
1,555
2,010
2,725
3,630
4,925

333
507
711
777
768
789
933

1,206
1,635
2,178
2,955

（保険料の単位：円）

3,000円
コース A B

対 象 こども 

0歳～22歳（H7.10.2生～）

（保険料の単位：円）

月払保険料（概算）

3,000円

441

コース C

保険料  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

入院給付金日額
保険年齢

対 象 配偶者
本 人

年一
括
払
保
険
料（
概
算
）

入院給付金日額
保険年齢

【退職者】

5,000円

15歳～１９歳

20歳～２４歳

25歳～２９歳

30歳～３４歳

35歳～３９歳

40歳～４４歳

45歳～４９歳

50歳～５４歳

55歳～５９歳

60歳～６４歳

65歳～６9歳

70歳 

（H10.10.2生～H15.10.1生）

（H  5.10.2生～H10.10.1生）

（S63.10.2生～ Ｈ  5.10.1生）

（S58.10.2生～S63.10.1生）

（S53.10.2生～S58.10.1生）

（S48.10.2生～S53.10.1生）

（S43.10.2生～S48.10.1生）

（S38.10.2生～S43.10.1生）

（S33.10.2生～S38.10.1生）

（S28.10.2生～S33.10.1生）

（S23.10.2生～S28.10.1生）

（S22.10.2生～S23.10.1生）

6,460
9,835
13,793
15,073
14,899
15,306
18,100
23,396
31,719
42,253
57,327
72,866

　3,876
5,901
8,276
9,044
8,939
9,183
10,860
14,037
19,031
25,351
34,396
43,719

（保険料の単位：円）

3,000円
コース A B

対 象 こども 

0歳～22歳（H7.10.2生～）

（保険料の単位：円）

年一括払保険料（概算）

3,000円

5,133

コース C
入院給付金日額

保険年齢
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（ご注意）
（1）一旦加入すれば、その後病気になられても、原則として、加

入資格を満たすかぎり同額もしくはそれ以下の保障額で継続
加入できます。

（2）本人としての加入資格を有する配偶者は、本人としてご加入
ください。
（同一人が本人、配偶者の二つの資格で二重に加入するこ
とはできません。）
ご夫婦とも本人としての加入資格がある場合は、本人・配偶
者として重複加入はできません。それぞれ本人としてご加入く
ださい。

（3）配偶者・こどものみで加入することはできません。
（4）保険期間中に本人が死亡または脱退された場合は、配偶

者・こどもも自動的に脱退となります。

【退職後の継続加入について】
●本人は、退職時に加入していた保障額と同額もしくはそれ以下の保
障額で、退職後も年齢70歳6カ月まで継続加入することができま
す。
●配偶者は、本人が退職後も継続して加入する場合には、年齢70
歳 6 カ月まで継続加入することができます。
●こどもは、本人が退職後も継続して加入する場合には、年齢22歳 
6 カ月まで継続加入することができます。
※本人が退職後、本人・配偶者・こどもの新規加入・増額はできま
せん。

「ご相談窓口等」につきましては、裏表紙をご確認ください。

この「注意喚起情報」は、ご加入（＊）のお申込みに際して特にご注意いただきたい事項を記載しております。
お申込み前に必ずお読みいただき、内容をご確認・ご了解のうえ、お申込みいただきますようお願いいたします。
また、お支払事由等および制限事項の詳細やご契約の内容に関する事項その他詳細につきましては、「契約概要」・「正しく告知
いただくために」・「ご加入のみなさまへ」等、当パンフレットの該当箇所をご参照ください。
（＊）保障額を増額する場合、増額部分については、ご加入を増額と読替えます。
ウェブお手続きの方は、専用ウェブサイトにて告知およびお申込み手続きをしてください。

クーリング・オフ  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●この保険契約は、団体を契約者とする保険契約であり、ご加入
（＊）のお申込みにはクーリング・オフの適用はありません。
（＊）保障額を増額する場合、増額部分については、ご加入を増額

と読替えます。

告知に関する重要事項  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●健康状態等について、被保険者となられる方ご本人が事実のあり
のままを、正確にもれなく告知してください。（これを告知義務といい
ます。）傷病歴等があった場合でも、全てのご加入（＊）のお申込み
をお断りするものではありません。
●引受保険会社の職員（営業職員・コールセンター担当者等）、団
体事務担当者等に口頭でお伝えまたは資料提示されただけでは告
知いただいたことになりません。必ず指定された書面（「申込書兼告
知書」等）にて告知してください。
●告知義務に違反された場合は、ご加入（＊）を解除させていただき、
給付金をお支払いできないことがあります。
●後日、給付金をご請求の際に、告知内容等を確認させていただくこ
とがあります。
※告知に関しては、「正しく告知いただくために」にて必ず詳細をご
確認ください。

（＊）保障額を増額する場合、増額部分については、ご加入を増額
と読替えます。

責任開始日  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●引受保険会社がご加入（＊）を承諾した場合、平成30年4月1日
（加入日（＊））から保険契約上の責任を負います。
ただし、被保険者の数が引受保険会社の定める数に満たない場合
は、保険契約は効力を発生しません。（更新できません。）
●引受保険会社の職員（営業職員・コールセンター担当者等）に
は、ご加入（＊）を承諾する権限がありません。
（＊）保障額を増額する場合、増額部分については、ご加入を増額、

加入日を増額日と読替えます。

給付金をお支払いしない場合等  ・・・・・・・・・・・・・・・・

●次のような場合、給付金をお支払いしないことがあります。
例えば、
（1）次のいずれかにより給付金のお支払事由に該当した場合

・保険契約者、被保険者または給付金受取人の故意または
重大な過失によるとき

・被保険者の犯罪行為によるとき
・被保険者の精神障がいの状態を原因とする事故によるとき
・被保険者の泥酔の状態を原因とする事故によるとき
・被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転をして
いる間に生じた事故によるとき
・被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当す
る運転をしている間に生じた事故によるとき
・被保険者の薬物依存によるとき
・頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも
他覚所見のないものによるとき（原因の如何を問いません。）

（2）原因となる疾病や不慮の事故が加入日（＊1）前に生じている
場合
※ただし、加入日（＊1）からその日を含めて２年を経過した後に
入院等を開始したとき等は、その入院等は、加入日（＊1）
以後の原因によるものとみなします。

（3）告知義務違反による解除（＊2）の場合
・引受保険会社が告知を求めた事項について保険契約者また
は被保険者から告知していただいた内容が、故意または重大
な過失によって事実と相違し、この保険契約の全部またはそ
の被保険者に対する部分が告知義務違反により解除された
とき

（4）詐欺による取消（＊2）の場合
・保険契約者または被保険者の詐欺により、この保険契約
の締結・被保険者の加入等が行われたために、この保険
契約の全部またはその被保険者に対する部分が取消された
とき（この場合、すでにお払込みいただいた保険料は払戻し
ません。）

（5）不法取得目的による無効（＊2）の場合
・保険契約者または被保険者に給付金の不法取得目的が
あって、この保険契約の締結・被保険者の加入等が行われ
たために、この保険契約の全部またはその被保険者に対す
る部分が無効とされたとき（この場合、すでにお払込みいた
だいた保険料は払戻しません。）

（6）保険契約が失効（＊2）した場合
・保険契約者から保険料のお払込みがなく、この保険契約が
効力を失ったとき

（7）重大事由による解除（＊2）の場合
次のような事由に該当し、この保険契約の全部またはその被
保険者に対する部分が解除されたとき
①保険契約者、被保険者または給付金受取人が給付金を詐
取する目的または他人に詐取させる目的で事故招致（未遂
を含みます。）をしたとき

②この保険契約の給付金の請求に関し、給付金受取人に詐
欺行為（未遂を含みます。）があったとき
③保険契約者、被保険者または給付金受取人が、次の（ア）
～（オ）のいずれかに該当するとき
（ア） 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から5年を

経過しない者を含みます。）、暴力団準構成員、暴力団
関係企業その他の反社会的勢力（以下「反社会的勢
力」といいます。）に該当すると認められること

（イ） 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を
供与する等の関与をしていると認められること

（ウ） 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
（エ） 反社会的勢力により団体の全部もしくは一部の経営を

支配され、またはその経営に反社会的勢力による実質
的な関与を受けていると認められること

（オ） その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を
有していると認められること

④上記①②③の他、引受保険会社の保険契約者、被保険者
または給付金受取人に対する信頼を損ない、この保険契約
の存続を困難とする上記①②③の事由と同等の重大な事由
があるとき

●以下のいずれかによって給付金の支払事由に該当した被保険者の
数の増加が、この保険の計算の基礎に影響を及ぼすときは、給付
金を削減してお支払いするかまたは給付金をお支払いしないことが
あります。
・地震、噴火または津波によるとき
・戦争その他の変乱によるとき

（＊1）保障額を増額する場合、増額部分については、加入日を増額日
と読替えます。

（＊2）解除、取消、無効または失効の場合、ご加入を継続できませ
ん。

加入資格  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●以下の加入資格の他、「申込書兼告知書」に記載の内容（ウェブ
お手続き対象の方は専用ウェブサイトに記載の内容）を十分ご確認
のうえ、お申込みください。
以下の年齢は効力発生日現在の年齢です。

《本　人》　公的医療保険制度に加入している役員・従業員（正
社員・契約社員）・顧問の方で
新規加入・増額は、年齢14歳6カ月超60歳6カ月以
下の方。
継続加入は、年齢65歳6カ月以下の方。

《配偶者》　役員・従業員（正社員・契約社員）・顧問と生計を一
にする配偶者の方で
新規加入は、年齢満16歳以上60歳6カ月以下の方。
継続加入は、年齢65歳6カ月以下の方。

《こども》　役員・従業員（正社員・契約社員）・顧問と生計を一
にするこどもで年齢0歳以上22歳6カ月以下の方。
ただし、加入資格のあるこどもが2名以上いる場合は、全
員ご加入ください。

※ご加入者が上記加入資格を失われた場合には、年齢によらずこの
保険契約からの脱退手続きが必要です。
　ただし、所定の条件のもとお手続きいただいた場合、次のとおり継
続加入いただくことができます。

保険期間  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●保険期間は効力発生日～平成31年3月31日までです。
以降は毎年4月1日を更新日とし、保険期間1年で更新します。
ただし、募集等の結果、被保険者の数が引受保険会社の定める数
に満たない場合は、保険契約は効力を発生しません。（更新できま
せん。）

受取人  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●本人（主たる被保険者）・配偶者・こどもの入院給付金・手術給
付金・放射線治療給付金の受取人は本人（主たる被保険者）で
す。

配当金  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●１年ごとに収支計算を行い、剰余金が生じた場合は、配当金をお受
取りになれます。
配当金のお受取りがある場合、実質負担額（年間払込保険料から
配当金を控除した金額）が軽減されます。
脱退され、保険期間の中途で保障終了となられた方は配当金をお
受取りになれません。

脱退による払戻金  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●この保険契約には、被保険者が脱退された場合の払戻金はあり
ません。

制度運営および引受保険会社  ・・・・・・・・・・・・・・・・・

●当制度は大塚ホールディングス株式会社が生命保険会社と更新時
点の約款に基づき締結した家族特約付総合医療保険（団体型）
契約に基づいて運営します。

[引受保険会社]　　日本生命保険相互会社　 

  【契約概要】  総合医療保険（団体型）  
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（ご注意）
（1）一旦加入すれば、その後病気になられても、原則として、加

入資格を満たすかぎり同額もしくはそれ以下の保障額で継続
加入できます。

（2）本人としての加入資格を有する配偶者は、本人としてご加入
ください。
（同一人が本人、配偶者の二つの資格で二重に加入するこ
とはできません。）
ご夫婦とも本人としての加入資格がある場合は、本人・配偶
者として重複加入はできません。それぞれ本人としてご加入く
ださい。

（3）配偶者・こどものみで加入することはできません。
（4）保険期間中に本人が死亡または脱退された場合は、配偶

者・こどもも自動的に脱退となります。

【退職後の継続加入について】
●本人は、退職時に加入していた保障額と同額もしくはそれ以下の保
障額で、退職後も年齢70歳6カ月まで継続加入することができま
す。
●配偶者は、本人が退職後も継続して加入する場合には、年齢70
歳 6 カ月まで継続加入することができます。
●こどもは、本人が退職後も継続して加入する場合には、年齢22歳 
6 カ月まで継続加入することができます。
※本人が退職後、本人・配偶者・こどもの新規加入・増額はできま
せん。

「ご相談窓口等」につきましては、裏表紙をご確認ください。

この「注意喚起情報」は、ご加入（＊）のお申込みに際して特にご注意いただきたい事項を記載しております。
お申込み前に必ずお読みいただき、内容をご確認・ご了解のうえ、お申込みいただきますようお願いいたします。
また、お支払事由等および制限事項の詳細やご契約の内容に関する事項その他詳細につきましては、「契約概要」・「正しく告知
いただくために」・「ご加入のみなさまへ」等、当パンフレットの該当箇所をご参照ください。
（＊）保障額を増額する場合、増額部分については、ご加入を増額と読替えます。
ウェブお手続きの方は、専用ウェブサイトにて告知およびお申込み手続きをしてください。

クーリング・オフ  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●この保険契約は、団体を契約者とする保険契約であり、ご加入
（＊）のお申込みにはクーリング・オフの適用はありません。
（＊）保障額を増額する場合、増額部分については、ご加入を増額

と読替えます。

告知に関する重要事項  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●健康状態等について、被保険者となられる方ご本人が事実のあり
のままを、正確にもれなく告知してください。（これを告知義務といい
ます。）傷病歴等があった場合でも、全てのご加入（＊）のお申込み
をお断りするものではありません。
●引受保険会社の職員（営業職員・コールセンター担当者等）、団
体事務担当者等に口頭でお伝えまたは資料提示されただけでは告
知いただいたことになりません。必ず指定された書面（「申込書兼告
知書」等）にて告知してください。
●告知義務に違反された場合は、ご加入（＊）を解除させていただき、
給付金をお支払いできないことがあります。
●後日、給付金をご請求の際に、告知内容等を確認させていただくこ
とがあります。
※告知に関しては、「正しく告知いただくために」にて必ず詳細をご
確認ください。

（＊）保障額を増額する場合、増額部分については、ご加入を増額
と読替えます。

責任開始日  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●引受保険会社がご加入（＊）を承諾した場合、平成30年4月1日
（加入日（＊））から保険契約上の責任を負います。
ただし、被保険者の数が引受保険会社の定める数に満たない場合
は、保険契約は効力を発生しません。（更新できません。）
●引受保険会社の職員（営業職員・コールセンター担当者等）に
は、ご加入（＊）を承諾する権限がありません。
（＊）保障額を増額する場合、増額部分については、ご加入を増額、

加入日を増額日と読替えます。

給付金をお支払いしない場合等  ・・・・・・・・・・・・・・・・

●次のような場合、給付金をお支払いしないことがあります。
例えば、
（1）次のいずれかにより給付金のお支払事由に該当した場合

・保険契約者、被保険者または給付金受取人の故意または
重大な過失によるとき

・被保険者の犯罪行為によるとき
・被保険者の精神障がいの状態を原因とする事故によるとき
・被保険者の泥酔の状態を原因とする事故によるとき
・被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転をして
いる間に生じた事故によるとき
・被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当す
る運転をしている間に生じた事故によるとき
・被保険者の薬物依存によるとき
・頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも
他覚所見のないものによるとき（原因の如何を問いません。）

（2）原因となる疾病や不慮の事故が加入日（＊1）前に生じている
場合
※ただし、加入日（＊1）からその日を含めて２年を経過した後に
入院等を開始したとき等は、その入院等は、加入日（＊1）
以後の原因によるものとみなします。

（3）告知義務違反による解除（＊2）の場合
・引受保険会社が告知を求めた事項について保険契約者また
は被保険者から告知していただいた内容が、故意または重大
な過失によって事実と相違し、この保険契約の全部またはそ
の被保険者に対する部分が告知義務違反により解除された
とき

（4）詐欺による取消（＊2）の場合
・保険契約者または被保険者の詐欺により、この保険契約
の締結・被保険者の加入等が行われたために、この保険
契約の全部またはその被保険者に対する部分が取消された
とき（この場合、すでにお払込みいただいた保険料は払戻し
ません。）

（5）不法取得目的による無効（＊2）の場合
・保険契約者または被保険者に給付金の不法取得目的が
あって、この保険契約の締結・被保険者の加入等が行われ
たために、この保険契約の全部またはその被保険者に対す
る部分が無効とされたとき（この場合、すでにお払込みいた
だいた保険料は払戻しません。）

（6）保険契約が失効（＊2）した場合
・保険契約者から保険料のお払込みがなく、この保険契約が
効力を失ったとき

（7）重大事由による解除（＊2）の場合
次のような事由に該当し、この保険契約の全部またはその被
保険者に対する部分が解除されたとき
①保険契約者、被保険者または給付金受取人が給付金を詐
取する目的または他人に詐取させる目的で事故招致（未遂
を含みます。）をしたとき

②この保険契約の給付金の請求に関し、給付金受取人に詐
欺行為（未遂を含みます。）があったとき
③保険契約者、被保険者または給付金受取人が、次の（ア）
～（オ）のいずれかに該当するとき
（ア） 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から5年を

経過しない者を含みます。）、暴力団準構成員、暴力団
関係企業その他の反社会的勢力（以下「反社会的勢
力」といいます。）に該当すると認められること

（イ） 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を
供与する等の関与をしていると認められること

（ウ） 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
（エ） 反社会的勢力により団体の全部もしくは一部の経営を

支配され、またはその経営に反社会的勢力による実質
的な関与を受けていると認められること

（オ） その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を
有していると認められること

④上記①②③の他、引受保険会社の保険契約者、被保険者
または給付金受取人に対する信頼を損ない、この保険契約
の存続を困難とする上記①②③の事由と同等の重大な事由
があるとき

●以下のいずれかによって給付金の支払事由に該当した被保険者の
数の増加が、この保険の計算の基礎に影響を及ぼすときは、給付
金を削減してお支払いするかまたは給付金をお支払いしないことが
あります。
・地震、噴火または津波によるとき
・戦争その他の変乱によるとき

（＊1）保障額を増額する場合、増額部分については、加入日を増額日
と読替えます。

（＊2）解除、取消、無効または失効の場合、ご加入を継続できませ
ん。

加入資格  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●以下の加入資格の他、「申込書兼告知書」に記載の内容（ウェブ
お手続き対象の方は専用ウェブサイトに記載の内容）を十分ご確認
のうえ、お申込みください。
以下の年齢は効力発生日現在の年齢です。

《本　人》　公的医療保険制度に加入している役員・従業員（正
社員・契約社員）・顧問の方で
新規加入・増額は、年齢14歳6カ月超60歳6カ月以
下の方。
継続加入は、年齢65歳6カ月以下の方。

《配偶者》　役員・従業員（正社員・契約社員）・顧問と生計を一
にする配偶者の方で
新規加入は、年齢満16歳以上60歳6カ月以下の方。
継続加入は、年齢65歳6カ月以下の方。

《こども》　役員・従業員（正社員・契約社員）・顧問と生計を一
にするこどもで年齢0歳以上22歳6カ月以下の方。
ただし、加入資格のあるこどもが2名以上いる場合は、全
員ご加入ください。

※ご加入者が上記加入資格を失われた場合には、年齢によらずこの
保険契約からの脱退手続きが必要です。
　ただし、所定の条件のもとお手続きいただいた場合、次のとおり継
続加入いただくことができます。

保険期間  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●保険期間は効力発生日～平成31年3月31日までです。
以降は毎年4月1日を更新日とし、保険期間1年で更新します。
ただし、募集等の結果、被保険者の数が引受保険会社の定める数
に満たない場合は、保険契約は効力を発生しません。（更新できま
せん。）

受取人  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●本人（主たる被保険者）・配偶者・こどもの入院給付金・手術給
付金・放射線治療給付金の受取人は本人（主たる被保険者）で
す。

配当金  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●１年ごとに収支計算を行い、剰余金が生じた場合は、配当金をお受
取りになれます。
配当金のお受取りがある場合、実質負担額（年間払込保険料から
配当金を控除した金額）が軽減されます。
脱退され、保険期間の中途で保障終了となられた方は配当金をお
受取りになれません。

脱退による払戻金  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●この保険契約には、被保険者が脱退された場合の払戻金はあり
ません。

制度運営および引受保険会社  ・・・・・・・・・・・・・・・・・

●当制度は大塚ホールディングス株式会社が生命保険会社と更新時
点の約款に基づき締結した家族特約付総合医療保険（団体型）
契約に基づいて運営します。

[引受保険会社]　　日本生命保険相互会社　 

  【契約概要】  総合医療保険（団体型）    特にご注意いただきたい事項【注意喚起情報】  総合医療保険（団体型）  
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「ご相談窓口等」につきましては、裏表紙をご確認ください。

（ご注意）
給付金をお支払いできないことがあります。お支払いに関する詳細
は【ご加入のみなさまへ】をご覧ください。

この「制度の詳細とその他取扱い」は、「契約概要」・「注意喚起情報」にてご説明した重要な事項の詳細説明や税務上のお取扱
い等を記載しております。お申込み前に必ずお読みいただき、内容をご確認・ご了解のうえ、お申込みいただきますようお願い
いたします。
また、「契約概要」・「注意喚起情報」・「正しく告知いただくために」・「ご加入のみなさまへ」は、お申込みにあたっての重要な
事項を記載しておりますので、あわせて必ずご確認ください。

給付金のお支払事由  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

【入院給付金】
・お支払いは、被保険者が保険期間中に次の①または②に定める入
院をされた場合にかぎります。
①加入日（＊）以後に生じた不慮の事故による傷害または発病した
疾病を直接の原因として、2日以上継続して入院をされた場合
※お支払いの対象となる入院は、治療を目的として医療法に定め
る日本国内の病院または診療所およびこれらと同等の日本国
外の医療施設に入院をされた場合にかぎります。

②骨髄幹細胞の採取術を直接の目的として、2日以上継続して入
院をされた場合
※総合医療保険（団体型）への加入日（＊）からその日を含めて
１年経過後の入院に限るものとし、その入院中に骨髄幹細胞
の採取術を受けられることを要します。ただし、医療保障保険
（団体型）から総合医療保険（団体型）への継続加入者につ
いては、当該継続加入日からその日を含めて１年以内の骨髄幹
細胞の採取術のための入院であってもお支払対象となります。
（この場合、継続加入時における医療保障保険（団体型）また
は総合医療保険（団体型）の入院給付金日額のいずれか低い
金額が限度となります。）
※お支払いの対象となる入院は、医療法に定める日本国内の病
院または診療所およびこれらと同等の日本国外の医療施設に
入院をされた場合にかぎります。

（＊）その被保険者についてこの保険契約上の責任が開始した日を
いい、増額部分については加入日を増額日と読替えます。以
下「加入日（＊）」については同じ内容を表しています。

・お支払いは、1回の入院について１２４日、通算して1,095日を限度
とします。
※お支払限度については、更新前後のお支払日数を通算します。

・複数回の入院をされた場合、以下のようにお取扱いいたします。
入院給付金のお支払事由に該当する入院を2回以上された場合、
それぞれの入院の原因にかかわらず、それらの入院を1回の入院と
みなし、お支払日数の限度を適用します。ただし、入院給付金をお支
払いすることとなった最終の入院の退院日の翌日からその日を含めて
180日経過後に開始した入院については新たな入院とみなします。

【手術給付金（20倍）】
・お支払いは、被保険者が保険期間中、かつ2日以上継続した入院
中に次の①または②に定める手術を受けられた場合にかぎります。
①加入日（＊）以後に生じた不慮の事故による傷害または発病した
疾病を直接の原因として、所定の手術を受けられた場合
※お支払いの対象となる手術は、治療を目的とし、医療法に定め
る日本国内の病院または診療所およびこれらと同等の日本国外
の医療施設における手術にかぎります。

②骨髄幹細胞の採取術を受けられた場合
※総合医療保険（団体型）への加入日（＊）からその日を含めて1
年経過後に受けられた骨髄幹細胞の採取術であることを要します。
ただし、医療保障保険（団体型）から総合医療保険（団体型）
への継続加入者については、当該継続加入日からその日を含め
て１年以内に受けられた骨髄幹細胞の採取術であってもお支払
対象となります。（この場合、継続加入時における医療保障保
険（団体型）または総合医療保険（団体型）の入院給付金日
額のいずれか低い金額が限度となります。）
※お支払いの対象となる手術は、医療法に定める日本国内の病
院または診療所およびこれらと同等の日本国外の医療施設に
おける手術にかぎります。

・同一の日に複数回の手術を受けられた場合には、1つの手術につ
いてのみがお支払いの対象となります。

この保険契約から脱退いただく場合  ・・・・・・・・・・・・・

●本人（主たる被保険者）が加入資格を失われた場合には、保険期
間の途中であってもその日にこの保険契約から脱退となります。
●配偶者・こどもが加入されている場合、配偶者は次の①または②に
定める日、こどもは次の①または③に定める日にこの保険契約から
脱退となります。
①本人の脱退日・死亡日
②加入資格を失われた日
③更新日にこどもが加入資格を失われている場合はその更新日の
　前日
●この保険契約の保障終了日は、脱退となった日の属する月の末日で
す。ただし、退職者の方は保障終了日翌日以降の保険料をお払込
みいただいている場合、その保険料を返金いたします。
（例えば、在職者が5月24日に脱退された場合、5月分保険料をお
払込みいただき、5月31日が保障終了日となります。退職者が5月
24日に脱退された場合も5月31日が保障終了日となりますが、お
払込みいただいた一括払保険料のうち、6月1日以降分の保険料
は返金いたします。）
●この保険契約には、被保険者が脱退された場合の払戻金はあり
ません。

制度内容の変更  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●大塚ホールディングス株式会社の福利厚生制度の変更等により、
制度内容が変更される場合があります。また、これに伴い、保険料
率や付保特約、給付内容、加入資格等が変更される場合がありま
す。

法令等の改正に伴う変更  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●この保険契約のお支払事由、保険料その他この保険契約の内容
（以下、「お支払事由等」といいます。）にかかわる法令等の改正に
よる公的医療保険制度等の改正があり、その改正がこの保険契
約のお支払事由等に影響を及ぼすと引受保険会社が認めた場合
には、主務官庁の認可を得て、この保険契約のお支払事由等を
変更することがあります。

給付金のお支払いに関する留意事項  ・・・・・・・・・・・・

●お支払事由が発生する事象、給付金をお支払いする場合またはお
支払いしない場合等については、「ご加入のみなさまへ」に記載し
ておりますので、ご確認ください。なお、給付金のご請求は、大塚
ホールディングス株式会社経由で行っていただく必要があります。
ご請求に応じて、給付金をお支払いする必要がありますので、給付
金のお支払事由が生じた場合だけでなく、給付金のお支払いの可
能性があると思われる場合や、お支払いに関してご不明な点が生じ
た場合等についても、すみやかに大塚ホールディングス株式会社
のご相談窓口にご連絡ください。
●給付金のお支払事由が生じた場合、ご加入の契約内容によって
は、他の給付金等のお支払事由に該当することがありますので、十
分にご確認ください。
●給付金をお支払いする場合またはお支払いしない場合等の事例に
ついては、以下のニッセイのホームページをご参照ください。 
（http://www.nissay.co.jp/hojin/oshirase/hokinuketori/） 

生命保険契約者保護機構  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●引受保険会社は、生命保険契約者保護機構に加入しています。引
受保険会社の業務もしくは財産の状況の変化により、給付金額等
が削減されることがあります。なお、生命保険契約者保護機構の
会員である生命保険会社が経営破綻に陥った場合には、生命保
険契約者保護機構により、保険契約者保護の措置が図られること
となります。ただし、この場合にも、給付金額等が削減されることが
あります。
●保険契約者保護の措置の詳細については、生命保険契約者保護
機構までお問合せください。
　（お問合せ先）　生命保険契約者保護機構 

TEL　０３-３２８６-２８２０
月曜日～金曜日（祝日、年末年始を除く）
午前9時～正午、午後1時～午後5時
ホームページアドレス　http://www.seihohogo.jp/ 

【手術給付金（5倍）】
・お支払いは、被保険者が保険期間中に次の①または②に定める手
術を受けられた場合にかぎります。
①加入日（＊）以後に生じた不慮の事故による傷害または発病した
疾病を直接の原因として、所定の手術を受けられた場合
※お支払いの対象となる手術は、治療を目的とし、医療法に定め
る日本国内の病院または診療所およびこれらと同等の日本国
外の医療施設における手術にかぎります。

②骨髄幹細胞の採取術を受けられた場合
※総合医療保険（団体型）への加入日（＊）からその日を含めて
1年経過後に受けられた骨髄幹細胞の採取術であることを要
します。ただし、医療保障保険（団体型）から総合医療保険
（団体型）への継続加入者については、当該継続加入日からそ
の日を含めて１年以内に受けられた骨髄幹細胞の採取術であっ
てもお支払対象となります。（この場合、継続加入時における
医療保障保険（団体型）または総合医療保険（団体型）の入
院給付金日額のいずれか低い金額が限度となります。）
※お支払いの対象となる手術は、医療法に定める日本国内の病
院または診療所およびこれらと同等の日本国外の医療施設に
おける手術にかぎります。

・同一の日に複数回の手術を受けられた場合には、1つの手術につい
てのみがお支払いの対象となります。この場合、手術給付金（20
倍）をお支払いするときは、手術給付金（5倍）のお支払いはいたし
ません。 
・お支払いは、通算30回を限度とします。
※お支払限度については、更新前後のお支払回数を通算します。

【放射線治療給付金】
・お支払いは、加入日（＊）以後に生じた不慮の事故による傷害また
は発病した疾病を直接の原因として、保険期間中に所定の施術を
受けられた場合にかぎります。

・お支払いの対象となる施術は、治療を目的とし、医療法に定める日
本国内の病院または診療所およびこれらと同等の日本国外の医療
施設における施術にかぎります。

・すでに放射線治療給付金のお支払事由に該当している場合、放射
線治療給付金をお支払いすることとなった最後の施術日からその日
を含めて60日経過後に受けられた施術がお支払いの対象となりま
す。

  特にご注意いただきたい事項【注意喚起情報】  総合医療保険（団体型）  
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「ご相談窓口等」につきましては、裏表紙をご確認ください。

（ご注意）
給付金をお支払いできないことがあります。お支払いに関する詳細
は【ご加入のみなさまへ】をご覧ください。

この「制度の詳細とその他取扱い」は、「契約概要」・「注意喚起情報」にてご説明した重要な事項の詳細説明や税務上のお取扱
い等を記載しております。お申込み前に必ずお読みいただき、内容をご確認・ご了解のうえ、お申込みいただきますようお願い
いたします。
また、「契約概要」・「注意喚起情報」・「正しく告知いただくために」・「ご加入のみなさまへ」は、お申込みにあたっての重要な
事項を記載しておりますので、あわせて必ずご確認ください。

給付金のお支払事由  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

【入院給付金】
・お支払いは、被保険者が保険期間中に次の①または②に定める入
院をされた場合にかぎります。
①加入日（＊）以後に生じた不慮の事故による傷害または発病した
疾病を直接の原因として、2日以上継続して入院をされた場合
※お支払いの対象となる入院は、治療を目的として医療法に定め
る日本国内の病院または診療所およびこれらと同等の日本国
外の医療施設に入院をされた場合にかぎります。

②骨髄幹細胞の採取術を直接の目的として、2日以上継続して入
院をされた場合
※総合医療保険（団体型）への加入日（＊）からその日を含めて
１年経過後の入院に限るものとし、その入院中に骨髄幹細胞
の採取術を受けられることを要します。ただし、医療保障保険
（団体型）から総合医療保険（団体型）への継続加入者につ
いては、当該継続加入日からその日を含めて１年以内の骨髄幹
細胞の採取術のための入院であってもお支払対象となります。
（この場合、継続加入時における医療保障保険（団体型）また
は総合医療保険（団体型）の入院給付金日額のいずれか低い
金額が限度となります。）
※お支払いの対象となる入院は、医療法に定める日本国内の病
院または診療所およびこれらと同等の日本国外の医療施設に
入院をされた場合にかぎります。

（＊）その被保険者についてこの保険契約上の責任が開始した日を
いい、増額部分については加入日を増額日と読替えます。以
下「加入日（＊）」については同じ内容を表しています。

・お支払いは、1回の入院について１２４日、通算して1,095日を限度
とします。
※お支払限度については、更新前後のお支払日数を通算します。

・複数回の入院をされた場合、以下のようにお取扱いいたします。
入院給付金のお支払事由に該当する入院を2回以上された場合、
それぞれの入院の原因にかかわらず、それらの入院を1回の入院と
みなし、お支払日数の限度を適用します。ただし、入院給付金をお支
払いすることとなった最終の入院の退院日の翌日からその日を含めて
180日経過後に開始した入院については新たな入院とみなします。

【手術給付金（20倍）】
・お支払いは、被保険者が保険期間中、かつ2日以上継続した入院
中に次の①または②に定める手術を受けられた場合にかぎります。
①加入日（＊）以後に生じた不慮の事故による傷害または発病した
疾病を直接の原因として、所定の手術を受けられた場合
※お支払いの対象となる手術は、治療を目的とし、医療法に定め
る日本国内の病院または診療所およびこれらと同等の日本国外
の医療施設における手術にかぎります。

②骨髄幹細胞の採取術を受けられた場合
※総合医療保険（団体型）への加入日（＊）からその日を含めて1
年経過後に受けられた骨髄幹細胞の採取術であることを要します。
ただし、医療保障保険（団体型）から総合医療保険（団体型）
への継続加入者については、当該継続加入日からその日を含め
て１年以内に受けられた骨髄幹細胞の採取術であってもお支払
対象となります。（この場合、継続加入時における医療保障保
険（団体型）または総合医療保険（団体型）の入院給付金日
額のいずれか低い金額が限度となります。）
※お支払いの対象となる手術は、医療法に定める日本国内の病
院または診療所およびこれらと同等の日本国外の医療施設に
おける手術にかぎります。

・同一の日に複数回の手術を受けられた場合には、1つの手術につ
いてのみがお支払いの対象となります。

この保険契約から脱退いただく場合  ・・・・・・・・・・・・・

●本人（主たる被保険者）が加入資格を失われた場合には、保険期
間の途中であってもその日にこの保険契約から脱退となります。
●配偶者・こどもが加入されている場合、配偶者は次の①または②に
定める日、こどもは次の①または③に定める日にこの保険契約から
脱退となります。
①本人の脱退日・死亡日
②加入資格を失われた日
③更新日にこどもが加入資格を失われている場合はその更新日の
　前日
●この保険契約の保障終了日は、脱退となった日の属する月の末日で
す。ただし、退職者の方は保障終了日翌日以降の保険料をお払込
みいただいている場合、その保険料を返金いたします。
（例えば、在職者が5月24日に脱退された場合、5月分保険料をお
払込みいただき、5月31日が保障終了日となります。退職者が5月
24日に脱退された場合も5月31日が保障終了日となりますが、お
払込みいただいた一括払保険料のうち、6月1日以降分の保険料
は返金いたします。）
●この保険契約には、被保険者が脱退された場合の払戻金はあり
ません。

制度内容の変更  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●大塚ホールディングス株式会社の福利厚生制度の変更等により、
制度内容が変更される場合があります。また、これに伴い、保険料
率や付保特約、給付内容、加入資格等が変更される場合がありま
す。

法令等の改正に伴う変更  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●この保険契約のお支払事由、保険料その他この保険契約の内容
（以下、「お支払事由等」といいます。）にかかわる法令等の改正に
よる公的医療保険制度等の改正があり、その改正がこの保険契
約のお支払事由等に影響を及ぼすと引受保険会社が認めた場合
には、主務官庁の認可を得て、この保険契約のお支払事由等を
変更することがあります。

給付金のお支払いに関する留意事項  ・・・・・・・・・・・・

●お支払事由が発生する事象、給付金をお支払いする場合またはお
支払いしない場合等については、「ご加入のみなさまへ」に記載し
ておりますので、ご確認ください。なお、給付金のご請求は、大塚
ホールディングス株式会社経由で行っていただく必要があります。
ご請求に応じて、給付金をお支払いする必要がありますので、給付
金のお支払事由が生じた場合だけでなく、給付金のお支払いの可
能性があると思われる場合や、お支払いに関してご不明な点が生じ
た場合等についても、すみやかに大塚ホールディングス株式会社
のご相談窓口にご連絡ください。
●給付金のお支払事由が生じた場合、ご加入の契約内容によって
は、他の給付金等のお支払事由に該当することがありますので、十
分にご確認ください。
●給付金をお支払いする場合またはお支払いしない場合等の事例に
ついては、以下のニッセイのホームページをご参照ください。 
（http://www.nissay.co.jp/hojin/oshirase/hokinuketori/） 

生命保険契約者保護機構  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●引受保険会社は、生命保険契約者保護機構に加入しています。引
受保険会社の業務もしくは財産の状況の変化により、給付金額等
が削減されることがあります。なお、生命保険契約者保護機構の
会員である生命保険会社が経営破綻に陥った場合には、生命保
険契約者保護機構により、保険契約者保護の措置が図られること
となります。ただし、この場合にも、給付金額等が削減されることが
あります。
●保険契約者保護の措置の詳細については、生命保険契約者保護
機構までお問合せください。
　（お問合せ先）　生命保険契約者保護機構 

TEL　０３-３２８６-２８２０
月曜日～金曜日（祝日、年末年始を除く）
午前9時～正午、午後1時～午後5時
ホームページアドレス　http://www.seihohogo.jp/ 

【手術給付金（5倍）】
・お支払いは、被保険者が保険期間中に次の①または②に定める手
術を受けられた場合にかぎります。
①加入日（＊）以後に生じた不慮の事故による傷害または発病した
疾病を直接の原因として、所定の手術を受けられた場合
※お支払いの対象となる手術は、治療を目的とし、医療法に定め
る日本国内の病院または診療所およびこれらと同等の日本国
外の医療施設における手術にかぎります。

②骨髄幹細胞の採取術を受けられた場合
※総合医療保険（団体型）への加入日（＊）からその日を含めて
1年経過後に受けられた骨髄幹細胞の採取術であることを要
します。ただし、医療保障保険（団体型）から総合医療保険
（団体型）への継続加入者については、当該継続加入日からそ
の日を含めて１年以内に受けられた骨髄幹細胞の採取術であっ
てもお支払対象となります。（この場合、継続加入時における
医療保障保険（団体型）または総合医療保険（団体型）の入
院給付金日額のいずれか低い金額が限度となります。）
※お支払いの対象となる手術は、医療法に定める日本国内の病
院または診療所およびこれらと同等の日本国外の医療施設に
おける手術にかぎります。

・同一の日に複数回の手術を受けられた場合には、1つの手術につい
てのみがお支払いの対象となります。この場合、手術給付金（20
倍）をお支払いするときは、手術給付金（5倍）のお支払いはいたし
ません。 
・お支払いは、通算30回を限度とします。
※お支払限度については、更新前後のお支払回数を通算します。

【放射線治療給付金】
・お支払いは、加入日（＊）以後に生じた不慮の事故による傷害また
は発病した疾病を直接の原因として、保険期間中に所定の施術を
受けられた場合にかぎります。

・お支払いの対象となる施術は、治療を目的とし、医療法に定める日
本国内の病院または診療所およびこれらと同等の日本国外の医療
施設における施術にかぎります。

・すでに放射線治療給付金のお支払事由に該当している場合、放射
線治療給付金をお支払いすることとなった最後の施術日からその日
を含めて60日経過後に受けられた施術がお支払いの対象となりま
す。

  特にご注意いただきたい事項【注意喚起情報】  総合医療保険（団体型）    【制度の詳細とその他取扱い】    



20

税務上のお取扱い  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

【保険料】
●実質保険料（保険料から配当金を控除した金額）は、 介護医療保険
料控除の対象です。
※生命保険料控除に関する税制改正を受け、平成24年1月1日以
降に締結・更新する契約から新生命保険料控除制度が適用され、
実質保険料は、介護医療保険料控除の対象となります。生命保険
料控除に関する税制改正の詳細は、以下のニッセイのホームページ
をご参照ください。
（http://www.nissay.co.jp/keiyaku/oshirase/hokenryokojo/）
※介護医療保険料控除の対象となる実質保険料については、年末調
整・確定申告時に控除証明書等にて必ずご確認ください。
※当総合医療保険以外に介護医療保険料控除の対象となる保険等
にご加入の場合、控除額は控除の対象となる保険等の保険料をそ
れぞれ合計した保険料に基づき計算されます。当総合医療保険のみ
の保険料に基づき計算されるわけではありません。

【給付金】
●入院給付金・手術給付金・放射線治療給付金は、非課税です。
※主たる被保険者が死亡された場合は、相続財産として相続税の課
税対象となります。

税務の取扱い等について、平成28年9月現在の税制・関係法令等に
基づき記載しております。今後、税務の取扱い等が変わる場合がありま
すので、記載の内容・数値等は将来にわたって保証されるものではあり
ません。
個別の税務取扱い等については、顧問税理士や所轄の国税局・税務
署等にご確認ください。

ご相談窓口等  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●引受保険会社へのご要望・苦情につきましては、以下の日本生命窓
口までご連絡ください。
　（なお、お手続きや当制度の内容に関するご照会・苦情につきまして
は、同じく以下の団体窓口までお問合せください。）
　＜日本生命お問合せ先＞　
　　日本生命保険相互会社　法人サービスセンター
　　TEL　0120-563-925
　　※お問合せの際には、記号証券番号（900－★★★）を
　　　お申し出ください。
　　　【受付時間　月曜日～金曜日　9：00～ 17：00
　　　　　　　　　　　　　　　　（祝日・12/31～ 1/3は除く。）】
　＜団体お問合せ先＞
　　大塚倉庫株式会社　東京保険事業部
　　TEL　0120-03-3754　／　E-MAIL　sonpo@otsuka.jp
　　　【営業時間　月曜日～金曜日　9：00～ 17：20
　　　　　　　　　　　　　　　　（祝日・年末年始を除きます。）】

●この商品に係る指定紛争解決機関は一般社団法人生命保険協会で
す。
●一般社団法人生命保険協会の「生命保険相談所」では、電話・文
書（電子メール・ＦＡＸは不可）・来訪により生命保険に関するさまざま
なご相談・照会・苦情をお受けしております。また、全国各地に「連絡
所」を設置し、電話にてお受けしております。
　（「生命保険相談所」・「連絡所」の連絡先は、ホームページアドレス
　http://www.seiho.or.jp/　をご覧ください。 ）
　なお、生命保険相談所が苦情の申出を受けたことを生命保険会社
に連絡し、解決を依頼した後、原則として１カ月を経過しても、保険契
約者等と生命保険会社との間で解決がつかない場合については、指
定紛争解決機関として、生命保険相談所内に裁定審査会を設け、保
険契約者等の正当な利益の保護を図っております。

「障がい」の表記
　当パンフレットでは、法律、政令、規則等の法令で用いられている用
語を含め、「障害」を「障がい」と表記しています。

【制度の詳細とその他取扱い】 【総合医療保険（団体型）ご加入のみなさまへ】

個人情報の取扱いに関する大塚ホールディングス株式
会社と引受保険会社からのお知らせ・・・・・・・・・・・・・・・

●この保険契約は、大塚ホールディングス株式会社（以下、団体といい
ます。）を保険契約者とし、団体および団体の子会社（以下、子会社
といいます。）の所属員を加入対象とする企業保険です。
　そのため、この保険契約の運営にあたっては、団体および子会社（大
塚倉庫株式会社を含みます。以下同じ。）は加入対象者の個人情報
（氏名・性別・生年月日・健康状態等）を取扱い、団体がこの保険
契約を締結した引受保険会社へ提出します。
　団体および子会社は、この保険契約の運営において入手する個人情
報を、この保険契約の事務手続きのために使用します。
●引受保険会社は受領した個人情報を各種保険の引受け・継続・維
持管理、給付金等のお支払い、その他保険に関連・付随する業務
のために利用し、また、団体および子会社等へその目的の範囲内で提
供します。
●また、今後、個人情報に変更等が発生した際にも、引続き団体・子
会社および引受保険会社においてそれぞれ上記に準じ個人情報が取
扱われます。
　なお、記載の引受保険会社は、今後、変更する場合がありますが、そ
の場合、個人情報は変更後の引受保険会社へ提供されます。

（注）保健医療等の機微（センシティブ）情報については、保険業法施
行規則により、業務の適切な運営の確保その他必要と認められる
目的に利用目的が限定されています。
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総合医療保険（団体型）ご加入のみなさまへ 〈お申込みの前に必ずお読みください｡〉

Ⅰ. ｢医療保障保険契約内容登録制度｣ について

当社[日本生命保険相互会社]は､一般社団法人生命保険協会および一般社団法人
生命保険協会加盟の他の各生命保険会社(以下｢各生命保険会社等｣といいます｡)と
ともに､医療保障保険(団体型・個人型)契約のお引受けの判断の参考とすることを目
的として ｢医療保障保険契約内容登録制度｣に基づき 当社の医療保障保険(団体

あなたのご契約内容が登録されます。
なお、以下の記載における医療保障保険(団体型）には、新医療保障保険(団体型）、お
よびこの保険契約〔総合医療保険（団体型）〕を含むものとします。

２．お支払いの対象となる入院について

被保険者が､保険期間中に次の(1)または(2)に定める入院をされたときに､給付金を
お支払いします

＊１ 給付限度については、更新前後のお支払日数（回数）を通算します。
＊２ 公的医療保険制度（別表１）（以下「公的医療保険制度」といいます。）の対象となる

ものまたは先進医療（別表６）（以下「先進医療」といいます。）に該当するものに限り
ます。

＊３ 骨髄幹細胞の採取術を含みます。

的として､｢医療保障保険契約内容登録制度｣に基づき､当社の医療保障保険(団体
型・個人型)契約に関する下記の登録事項を共同して利用しております｡

医療保障保険(団体型・個人型)契約のお申込みがあった場合､当社は､一般社団法
人生命保険協会に､医療保障保険(団体型・個人型)契約に関する下記の登録事項の全
部または一部を登録します｡ただし､医療保障保険(団体型・個人型)契約をお引受けで
きなかったときは､その登録事項は消去されます｡

一般社団法人生命保険協会に登録された情報は､同じ被保険者について医療保障
保険(団体型・個人型)契約のお申込みがあった場合､一般社団法人生命保険協会から
各生命保険会社等に提供され､各生命保険会社等において､医療保障保険(団体型・個
人型)契約のお引受けの判断の参考とさせていただくために利用されることがあります｡

なお､登録の期間およびお引受けの判断の参考とさせていただく期間は､契約日から
医療保障保険(団体型・個人型)契約の消滅時までとします｡

お支払いします｡

(1)次のすべての条件を満たす入院をしたとき
①その被保険者についての加入（増額）日以後に生じた不慮の事故による傷害また
は発病した疾病（別表２に記載する異常分娩を含みます。）を直接の原因とする入
院であること
（注）被保険者がこの保険契約の更新後に､その被保険者についての加入（増額）日

前に生じた不慮の事故による傷害または発病した疾病を直接の原因として入
院した場合でも､その被保険者についての加入（増額）日からその日を含めて２
年を経過した後に入院を開始したときは､その入院はその被保険者についての
加入（増額）日以後の原因によるものとみなします。

②傷害または疾病の治療を目的とする入院であること
医師(柔道整復師法に定める柔道整復師を含みます｡）または歯科医師による治療
(柔道整復師による施術を含みます )が必要であり かつ 自宅等（病院または診療医療保障保険(団体型 個人型)契約の消滅時まで します｡

各生命保険会社等はこの制度により知り得た内容を､医療保障保険(団体型・個人
型)契約のお引受けの判断の参考とする以外に用いることはありません｡

また､各生命保険会社等は､この制度により知り得た内容を他に公開いたしません｡
当社の医療保障保険(団体型・個人型)契約に関する登録事項については､当社が管

理責任を負います｡契約者または被保険者は､当社の定める手続きに従い､登録事項の
開示を求め､その内容が事実と相違している場合には､訂正を申し出ることができます｡
また､個人情報の保護に関する法律に違反して登録事項が取扱われている場合､当社
の定める手続きに従い､利用停止あるいは第三者への提供の停止を求めることができ
ます｡上記各手続きの詳細について､当社にお問合せいただくことができます｡

【登録事項】

①被保険者の氏名､生年月日および性別

②保険契約の種類(医療保障保険 (団体型・個人型))

(柔道整復師による施術を含みます｡)が必要であり､かつ､自宅等（病院または診療
所以外の施設を含みます。）での治療または通院による治療によっては治療の目
的を達することができないため、病院または診療所に入り､常に医師または歯科医
師の管理下において治療に専念することをいいます｡
（注）美容上の処置による入院､治療を主たる目的としない診断のための検査による

入院、介護を主たる目的とする入院等は､｢治療を目的とする入院｣に該当しま
せん｡

③１泊２日以上の継続した入院であること
④別表３に定める病院または診療所における入院であること

(2)次のすべての条件を満たす入院をしたとき
①骨髄幹細胞の採取術を直接の目的とする入院であること（ただし、その被保険者に
ついての加入（増額）日からその日を含めて１年を経過した日以後の入院に限るも
のとし その入院中に骨髄幹細胞の採取術を受けることを要します ）②保険契約の種類(医療保障保険 (団体型 個人型)) 

③治療給付率

④入院給付金日額

⑤保険契約の種類が医療保障保険(団体型)の場合､ご契約者名

⑥保険契約の種類が医療保障保険(個人型)の場合､ご契約者の住所
(市・区・郡までとします｡) 

⑦契約日
その他､正確な情報の把握のため､契約および申込みの状態に関して相互に照
会することがあります｡

※｢医療保障保険契約内容登録制度｣に参加している各生命保険会社名につきまし

ては､一般社団法人生命保険協会ホームページ（ｈｔｔp://www.seiho.or.jp/)の

｢加盟会社 をご参照くださ

のとし、その入院中に骨髄幹細胞の採取術を受けることを要します。）

②１泊２日以上の継続した入院であること
③別表３に定める病院または診療所における入院であること

３．入院給付金の支払に関するその他の事項

(1)２回以上入院をされた場合
それぞれの入院の原因の如何を問わず、１回の入院とみなします｡ただし､入院給
付金が支払われることとなった最終の入院の退院日の翌日からその日を含めて
１８０日経過後に開始した入院については新たな入院とみなします｡

(2)入院中に入院給付金日額の減額があった場合
入院中に入院給付金日額の減額があった場合には､入院給付金の支払額は入院
中の各日現在の入院給付金日額に基づいて計算します

Ⅱ. 給付金のお支払いについて

｢加盟会社｣をご参照ください｡

１．入院給付金・手術給付金・放射線治療給付金について

保険期間中､被保険者が次の支払事由に該当された場合に､入院給付金、手術給付
金（２０倍）、手術給付金（５倍）、放射線治療給付金をお支払いします｡
また、入院給付金、手術給付金（２０倍）、手術給付金（５倍）、放射線治療給付金の

受取人は本人（主たる被保険者）となります。

給付の名称 支払事由 支払額 支払限度（＊１）

１回の入院についての

中の各日現在の入院給付金日額に基づいて計算します｡

(3)入院中に保険期間が満了した場合
入院給付金の支払事由に該当する入院中に保険期間が満了し､ご契約が更新され
ない場合には､保険期間満了後のその入院については､保険期間中の入院とみな
します。この場合の入院給付金日額は、保険期間の満了した日のそれと同額とし
ます。

４．お支払いの対象となる手術について

被保険者が保険期間中に次の(1)または(2)に定める手術を受けたときに、手術給付

金をお支払いします。
(1)次のすべての条件を満たす手術をしたとき

①その被保険者についての加入（増額）日以後に生じた不慮の事故または発病した

入院給付金

ケガや病気、または骨髄
幹細胞の採取術により
１泊２日以上継続して
入院をされたとき

入院給付金日額
×入院日数

・１回の入院についての
限度日数は加入勧奨
パンフレット等にて
ご確認ください

・通算１，０９５日

手術給付金
（２０倍）

１泊２日以上継続
した入院中に手術
（＊２）（＊３）を
受けたとき

入院給付金日額
×２０

お支払限度はござい
ません

手術給付金
（５倍）

外来または日帰り
入院中に手術（＊２）
（＊３）を受けたとき

入院給付金日額
×５

通算して３０回を限度
ただし、手術給付金
（２０倍）が支払われ

疾病（異常分娩（別表２)を含みます。）を直接の原因とした手術であること
(注)被保険者がその被保険者の加入（増額）日前に生じた不慮の事故による傷害ま

たは発病した疾病を直接の原因として手術を受けた場合でも､その被保険者の
加入（増額）日からその日を含めて２年を経過した後に手術を受けたときは､その
手術は加入（増額）日以後の原因によるものとみなします｡

②治療を直接の目的とした、病院または診療所における手術であること
病院または診療所とは､別表３に該当するものをいいます｡
（注）美容整形上の手術、疾病を直接の原因としない不妊手術、診断・検査（生検、

腹腔鏡検査等）のための手術等は、「治療を直接の目的とした手術」には該当
しません。また、移植については、被保険者が受容者となる手術に限るものとし
ます。

③次の（a）（b）いずれかの手術であること（＊３）を受けたとき
る場合は除きます

放射線治療
給付金

放射線治療（＊２）を
受けたとき

入院給付金日額
×１０

お支払限度はござい
ません
ただし、６０日の間
に１回のお支払い
となります
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③次の（a）（b）いずれかの手術であること
（a）公的医療保険制度に基づく医科診療報酬点数表（別表４）（以下「医科診療報酬
点数表」といいます。）によって手術料の算定対象として列挙されている手術（公
的医療保険制度に基づく歯科診療報酬点数表（別表５）（以下「歯科診療報酬点
数表」といいます。）によって手術料の算定対象として列挙されている手術につい
ては、 医科診療報酬点数表においても手術料の算定対象として列挙されている
手術以外は含まれません。）。ただし、次に定めるものを除きます。

税務上のお取扱い  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

【保険料】
●実質保険料（保険料から配当金を控除した金額）は、 介護医療保
険料控除の対象です。
※生命保険料控除に関する税制改正を受け、平成24年1月1日
以降に締結・更新する契約から新生命保険料控除制度が適用
され、実質保険料は、介護医療保険料控除の対象となります。
生命保険料控除に関する税制改正の詳細は、以下のニッセイの
ホームページをご参照ください。
（http://www.nissay.co.jp/keiyaku/oshirase/hokenryokojo/）
※介護医療保険料控除の対象となる実質保険料については、年
末調整・確定申告時に控除証明書等にて必ずご確認ください。
※当総合医療保険以外に介護医療保険料控除の対象となる保険
等にご加入の場合、控除額は控除の対象となる保険等の保険
料をそれぞれ合計した保険料に基づき計算されます。当総合医療
保険のみの保険料に基づき計算されるわけではありません。

【給付金】
●入院給付金・手術給付金・放射線治療給付金は、非課税です。
※主たる被保険者が死亡された場合は、相続財産として相続税の
課税対象となります。

税務の取扱い等について、平成29年9月現在の税制・関係法令
等に基づき記載しております。今後、税務の取扱い等が変わる場合
がありますので、記載の内容・数値等は将来にわたって保証されるも
のではありません。
個別の税務取扱い等については、顧問税理士や所轄の国税局・税
務署等にご確認ください。

個人情報の取扱いに関する大塚ホールディングス株式
会社と引受保険会社からのお知らせ・・・・・・・・・・・・・

●この保険契約は、大塚ホールディングス株式会社（以下、団体と
いいます。）を保険契約者とし、団体および団体の子会社（以下、
子会社といいます。）の所属員を加入対象とする企業保険です。
　そのため、この保険契約の運営にあたっては、団体および子会社
（大塚倉庫株式会社を含みます。以下同じ。）は加入対象者の個
人情報（氏名・性別・生年月日・健康状態等）を取扱い、団体
がこの保険契約を締結した引受保険会社へ提出します。
　団体および子会社は、この保険契約の運営において入手する個
人情報を、この保険契約の事務手続きのために使用します。
●引受保険会社は受領した個人情報を各種保険の引受け・継続・
維持管理、給付金等のお支払い、その他保険に関連・付随する
業務のために利用し、また、団体および子会社等へその目的の範
囲内で提供します。
●また、今後、個人情報に変更等が発生した際にも、引続き団体・
子会社および引受保険会社においてそれぞれ上記に準じ個人情
報が取扱われます。
　なお、記載の引受保険会社は、今後、変更する場合がありますが、
その場合、個人情報は変更後の引受保険会社へ提供されます。

（注）保健医療等の機微（センシティブ）情報については、保険業法
施行規則により、業務の適切な運営の確保その他必要と認め
られる目的に利用目的が限定されています。

日本－医－2016－707－11984－M（H28.12.2）

［指定紛争解決機関］

大塚倉庫株式会社　東京保険事業部

TEL 0120-03-3754
E-MAIL sonpo@otsuka.jp
【営業時間　月曜日～金曜日　9:00～17:20（祝日・年末年始を除きます。）】

●この商品に係る指定紛争解決機関は一般社団法人生命保険協会
です。
●一般社団法人生命保険協会の「生命保険相談所」では、電話・
文書（電子メール・FAXは不可）・来訪により生命保険に関する
さまざまなご相談・照会・苦情をお受けしております。また、全国
各地に「連絡所」を設置し、電話にてお受けしております。
なお、生命保険相談所が苦情の申出を受けたことを生命保険会
社に連絡し、解決を依頼した後、原則として1カ月を経過しても、

保険契約者等と生命保険会社との間で解決がつかない場合に
ついては、指定紛争解決機関として、生命保険相談所内に裁定
審査会を設け、保険契約者等の正当な利益の保護を図っており
ます。

ご照会・苦情につき
ま して は、右 記 の
団 体 窓 口 ま で
お問合せください。

〈団体お問合せ先〉

日本生命保険相互会社 法人サービスセンター

TEL 0120-563-925

〈日本生命お問合せ先〉
引受保険会社への
ご要望・苦情につき
ましては、右 記 の
日本生命窓口まで
ご連絡ください。

ご相談窓口等

※お問合せの際には、記号証券番号（900-95168）をお申し出ください。
　　　　　　 月曜日～金曜日   9：00 ～17：00　（祝日・12/31～1/3を除く。）受付時間

「生命保険相談所」・「連絡所」の連絡先は、
ホームページアドレス
http://www.seiho.or.jp/　をご覧ください。

参 照

「障がい」の表記　当パンフレットでは、法律、政令、規則等の法令で用いられている用語を含め、「障害」を「障がい」と表記しています。

  【制度の詳細とその他取扱い】    
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税務上のお取扱い  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

【保険料】
●実質保険料（保険料から配当金を控除した金額）は、 介護医療保険
料控除の対象です。
※生命保険料控除に関する税制改正を受け、平成24年1月1日以
降に締結・更新する契約から新生命保険料控除制度が適用され、
実質保険料は、介護医療保険料控除の対象となります。生命保険
料控除に関する税制改正の詳細は、以下のニッセイのホームページ
をご参照ください。
（http://www.nissay.co.jp/keiyaku/oshirase/hokenryokojo/）
※介護医療保険料控除の対象となる実質保険料については、年末調
整・確定申告時に控除証明書等にて必ずご確認ください。
※当総合医療保険以外に介護医療保険料控除の対象となる保険等
にご加入の場合、控除額は控除の対象となる保険等の保険料をそ
れぞれ合計した保険料に基づき計算されます。当総合医療保険のみ
の保険料に基づき計算されるわけではありません。

【給付金】
●入院給付金・手術給付金・放射線治療給付金は、非課税です。
※主たる被保険者が死亡された場合は、相続財産として相続税の課
税対象となります。

税務の取扱い等について、平成28年9月現在の税制・関係法令等に
基づき記載しております。今後、税務の取扱い等が変わる場合がありま
すので、記載の内容・数値等は将来にわたって保証されるものではあり
ません。
個別の税務取扱い等については、顧問税理士や所轄の国税局・税務
署等にご確認ください。

ご相談窓口等  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

●引受保険会社へのご要望・苦情につきましては、以下の日本生命窓
口までご連絡ください。
　（なお、お手続きや当制度の内容に関するご照会・苦情につきまして
は、同じく以下の団体窓口までお問合せください。）
　＜日本生命お問合せ先＞　
　　日本生命保険相互会社　法人サービスセンター
　　TEL　0120-563-925
　　※お問合せの際には、記号証券番号（900－★★★）を
　　　お申し出ください。
　　　【受付時間　月曜日～金曜日　9：00～ 17：00
　　　　　　　　　　　　　　　　（祝日・12/31～ 1/3は除く。）】
　＜団体お問合せ先＞
　　大塚倉庫株式会社　東京保険事業部
　　TEL　0120-03-3754　／　E-MAIL　sonpo@otsuka.jp
　　　【営業時間　月曜日～金曜日　9：00～ 17：20
　　　　　　　　　　　　　　　　（祝日・年末年始を除きます。）】

●この商品に係る指定紛争解決機関は一般社団法人生命保険協会で
す。
●一般社団法人生命保険協会の「生命保険相談所」では、電話・文
書（電子メール・ＦＡＸは不可）・来訪により生命保険に関するさまざま
なご相談・照会・苦情をお受けしております。また、全国各地に「連絡
所」を設置し、電話にてお受けしております。
　（「生命保険相談所」・「連絡所」の連絡先は、ホームページアドレス
　http://www.seiho.or.jp/　をご覧ください。 ）
　なお、生命保険相談所が苦情の申出を受けたことを生命保険会社
に連絡し、解決を依頼した後、原則として１カ月を経過しても、保険契
約者等と生命保険会社との間で解決がつかない場合については、指
定紛争解決機関として、生命保険相談所内に裁定審査会を設け、保
険契約者等の正当な利益の保護を図っております。

「障がい」の表記
　当パンフレットでは、法律、政令、規則等の法令で用いられている用
語を含め、「障害」を「障がい」と表記しています。

【制度の詳細とその他取扱い】 【総合医療保険（団体型）ご加入のみなさまへ】

個人情報の取扱いに関する大塚ホールディングス株式
会社と引受保険会社からのお知らせ・・・・・・・・・・・・・・・

●この保険契約は、大塚ホールディングス株式会社（以下、団体といい
ます。）を保険契約者とし、団体および団体の子会社（以下、子会社
といいます。）の所属員を加入対象とする企業保険です。
　そのため、この保険契約の運営にあたっては、団体および子会社（大
塚倉庫株式会社を含みます。以下同じ。）は加入対象者の個人情報
（氏名・性別・生年月日・健康状態等）を取扱い、団体がこの保険
契約を締結した引受保険会社へ提出します。
　団体および子会社は、この保険契約の運営において入手する個人情
報を、この保険契約の事務手続きのために使用します。
●引受保険会社は受領した個人情報を各種保険の引受け・継続・維
持管理、給付金等のお支払い、その他保険に関連・付随する業務
のために利用し、また、団体および子会社等へその目的の範囲内で提
供します。
●また、今後、個人情報に変更等が発生した際にも、引続き団体・子
会社および引受保険会社においてそれぞれ上記に準じ個人情報が取
扱われます。
　なお、記載の引受保険会社は、今後、変更する場合がありますが、そ
の場合、個人情報は変更後の引受保険会社へ提供されます。

（注）保健医療等の機微（センシティブ）情報については、保険業法施
行規則により、業務の適切な運営の確保その他必要と認められる
目的に利用目的が限定されています。

日本－医－2016－707－★★－M（H★.★.★）

総合医療保険（団体型）ご加入のみなさまへ 〈お申込みの前に必ずお読みください｡〉

Ⅰ. ｢医療保障保険契約内容登録制度｣ について

当社[日本生命保険相互会社]は､一般社団法人生命保険協会および一般社団法人
生命保険協会加盟の他の各生命保険会社(以下｢各生命保険会社等｣といいます｡)と
ともに､医療保障保険(団体型・個人型)契約のお引受けの判断の参考とすることを目
的として ｢医療保障保険契約内容登録制度｣に基づき 当社の医療保障保険(団体

あなたのご契約内容が登録されます。
なお、以下の記載における医療保障保険(団体型）には、新医療保障保険(団体型）、お
よびこの保険契約〔総合医療保険（団体型）〕を含むものとします。

２．お支払いの対象となる入院について

被保険者が､保険期間中に次の(1)または(2)に定める入院をされたときに､給付金を
お支払いします

＊１ 給付限度については、更新前後のお支払日数（回数）を通算します。
＊２ 公的医療保険制度（別表１）（以下「公的医療保険制度」といいます。）の対象となる

ものまたは先進医療（別表６）（以下「先進医療」といいます。）に該当するものに限り
ます。

＊３ 骨髄幹細胞の採取術を含みます。

的として､｢医療保障保険契約内容登録制度｣に基づき､当社の医療保障保険(団体
型・個人型)契約に関する下記の登録事項を共同して利用しております｡

医療保障保険(団体型・個人型)契約のお申込みがあった場合､当社は､一般社団法
人生命保険協会に､医療保障保険(団体型・個人型)契約に関する下記の登録事項の全
部または一部を登録します｡ただし､医療保障保険(団体型・個人型)契約をお引受けで
きなかったときは､その登録事項は消去されます｡

一般社団法人生命保険協会に登録された情報は､同じ被保険者について医療保障
保険(団体型・個人型)契約のお申込みがあった場合､一般社団法人生命保険協会から
各生命保険会社等に提供され､各生命保険会社等において､医療保障保険(団体型・個
人型)契約のお引受けの判断の参考とさせていただくために利用されることがあります｡

なお､登録の期間およびお引受けの判断の参考とさせていただく期間は､契約日から
医療保障保険(団体型・個人型)契約の消滅時までとします｡

お支払いします｡

(1)次のすべての条件を満たす入院をしたとき
①その被保険者についての加入（増額）日以後に生じた不慮の事故による傷害また
は発病した疾病（別表２に記載する異常分娩を含みます。）を直接の原因とする入
院であること
（注）被保険者がこの保険契約の更新後に､その被保険者についての加入（増額）日

前に生じた不慮の事故による傷害または発病した疾病を直接の原因として入
院した場合でも､その被保険者についての加入（増額）日からその日を含めて２
年を経過した後に入院を開始したときは､その入院はその被保険者についての
加入（増額）日以後の原因によるものとみなします。

②傷害または疾病の治療を目的とする入院であること
医師(柔道整復師法に定める柔道整復師を含みます｡）または歯科医師による治療
(柔道整復師による施術を含みます )が必要であり かつ 自宅等（病院または診療医療保障保険(団体型 個人型)契約の消滅時まで します｡

各生命保険会社等はこの制度により知り得た内容を､医療保障保険(団体型・個人
型)契約のお引受けの判断の参考とする以外に用いることはありません｡

また､各生命保険会社等は､この制度により知り得た内容を他に公開いたしません｡
当社の医療保障保険(団体型・個人型)契約に関する登録事項については､当社が管

理責任を負います｡契約者または被保険者は､当社の定める手続きに従い､登録事項の
開示を求め､その内容が事実と相違している場合には､訂正を申し出ることができます｡
また､個人情報の保護に関する法律に違反して登録事項が取扱われている場合､当社
の定める手続きに従い､利用停止あるいは第三者への提供の停止を求めることができ
ます｡上記各手続きの詳細について､当社にお問合せいただくことができます｡

【登録事項】

①被保険者の氏名､生年月日および性別

②保険契約の種類(医療保障保険 (団体型・個人型))

(柔道整復師による施術を含みます｡)が必要であり､かつ､自宅等（病院または診療
所以外の施設を含みます。）での治療または通院による治療によっては治療の目
的を達することができないため、病院または診療所に入り､常に医師または歯科医
師の管理下において治療に専念することをいいます｡
（注）美容上の処置による入院､治療を主たる目的としない診断のための検査による

入院、介護を主たる目的とする入院等は､｢治療を目的とする入院｣に該当しま
せん｡

③１泊２日以上の継続した入院であること
④別表３に定める病院または診療所における入院であること

(2)次のすべての条件を満たす入院をしたとき
①骨髄幹細胞の採取術を直接の目的とする入院であること（ただし、その被保険者に
ついての加入（増額）日からその日を含めて１年を経過した日以後の入院に限るも
のとし その入院中に骨髄幹細胞の採取術を受けることを要します ）②保険契約の種類(医療保障保険 (団体型 個人型)) 

③治療給付率

④入院給付金日額

⑤保険契約の種類が医療保障保険(団体型)の場合､ご契約者名

⑥保険契約の種類が医療保障保険(個人型)の場合､ご契約者の住所
(市・区・郡までとします｡) 

⑦契約日
その他､正確な情報の把握のため､契約および申込みの状態に関して相互に照
会することがあります｡

※｢医療保障保険契約内容登録制度｣に参加している各生命保険会社名につきまし

ては､一般社団法人生命保険協会ホームページ（ｈｔｔp://www.seiho.or.jp/)の

｢加盟会社 をご参照くださ

のとし、その入院中に骨髄幹細胞の採取術を受けることを要します。）

②１泊２日以上の継続した入院であること
③別表３に定める病院または診療所における入院であること

３．入院給付金の支払に関するその他の事項

(1)２回以上入院をされた場合
それぞれの入院の原因の如何を問わず、１回の入院とみなします｡ただし､入院給
付金が支払われることとなった最終の入院の退院日の翌日からその日を含めて
１８０日経過後に開始した入院については新たな入院とみなします｡

(2)入院中に入院給付金日額の減額があった場合
入院中に入院給付金日額の減額があった場合には､入院給付金の支払額は入院
中の各日現在の入院給付金日額に基づいて計算します

Ⅱ. 給付金のお支払いについて

｢加盟会社｣をご参照ください｡

１．入院給付金・手術給付金・放射線治療給付金について

保険期間中､被保険者が次の支払事由に該当された場合に､入院給付金、手術給付
金（２０倍）、手術給付金（５倍）、放射線治療給付金をお支払いします｡
また、入院給付金、手術給付金（２０倍）、手術給付金（５倍）、放射線治療給付金の

受取人は本人（主たる被保険者）となります。

給付の名称 支払事由 支払額 支払限度（＊１）

１回の入院についての

中の各日現在の入院給付金日額に基づいて計算します｡

(3)入院中に保険期間が満了した場合
入院給付金の支払事由に該当する入院中に保険期間が満了し､ご契約が更新され
ない場合には､保険期間満了後のその入院については､保険期間中の入院とみな
します。この場合の入院給付金日額は、保険期間の満了した日のそれと同額とし
ます。

４．お支払いの対象となる手術について

被保険者が保険期間中に次の(1)または(2)に定める手術を受けたときに、手術給付

金をお支払いします。
(1)次のすべての条件を満たす手術をしたとき

①その被保険者についての加入（増額）日以後に生じた不慮の事故または発病した

入院給付金

ケガや病気、または骨髄
幹細胞の採取術により
１泊２日以上継続して
入院をされたとき

入院給付金日額
×入院日数

・１回の入院についての
限度日数は加入勧奨
パンフレット等にて
ご確認ください

・通算１，０９５日

手術給付金
（２０倍）

１泊２日以上継続
した入院中に手術
（＊２）（＊３）を
受けたとき

入院給付金日額
×２０

お支払限度はござい
ません

手術給付金
（５倍）

外来または日帰り
入院中に手術（＊２）
（＊３）を受けたとき

入院給付金日額
×５

通算して３０回を限度
ただし、手術給付金
（２０倍）が支払われ

疾病（異常分娩（別表２)を含みます。）を直接の原因とした手術であること
(注)被保険者がその被保険者の加入（増額）日前に生じた不慮の事故による傷害ま

たは発病した疾病を直接の原因として手術を受けた場合でも､その被保険者の
加入（増額）日からその日を含めて２年を経過した後に手術を受けたときは､その
手術は加入（増額）日以後の原因によるものとみなします｡

②治療を直接の目的とした、病院または診療所における手術であること
病院または診療所とは､別表３に該当するものをいいます｡
（注）美容整形上の手術、疾病を直接の原因としない不妊手術、診断・検査（生検、

腹腔鏡検査等）のための手術等は、「治療を直接の目的とした手術」には該当
しません。また、移植については、被保険者が受容者となる手術に限るものとし
ます。

③次の（a）（b）いずれかの手術であること（＊３）を受けたとき
る場合は除きます

放射線治療
給付金

放射線治療（＊２）を
受けたとき

入院給付金日額
×１０

お支払限度はござい
ません
ただし、６０日の間
に１回のお支払い
となります
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③次の（a）（b）いずれかの手術であること
（a）公的医療保険制度に基づく医科診療報酬点数表（別表４）（以下「医科診療報酬
点数表」といいます。）によって手術料の算定対象として列挙されている手術（公
的医療保険制度に基づく歯科診療報酬点数表（別表５）（以下「歯科診療報酬点
数表」といいます。）によって手術料の算定対象として列挙されている手術につい
ては、 医科診療報酬点数表においても手術料の算定対象として列挙されている
手術以外は含まれません。）。ただし、次に定めるものを除きます。

総
合
医
療
保
険

税務上のお取扱い  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

【保険料】
●実質保険料（保険料から配当金を控除した金額）は、 介護医療保
険料控除の対象です。
※生命保険料控除に関する税制改正を受け、平成24年1月1日
以降に締結・更新する契約から新生命保険料控除制度が適用
され、実質保険料は、介護医療保険料控除の対象となります。
生命保険料控除に関する税制改正の詳細は、以下のニッセイの
ホームページをご参照ください。
（http://www.nissay.co.jp/keiyaku/oshirase/hokenryokojo/）
※介護医療保険料控除の対象となる実質保険料については、年
末調整・確定申告時に控除証明書等にて必ずご確認ください。
※当総合医療保険以外に介護医療保険料控除の対象となる保険
等にご加入の場合、控除額は控除の対象となる保険等の保険
料をそれぞれ合計した保険料に基づき計算されます。当総合医療
保険のみの保険料に基づき計算されるわけではありません。

【給付金】
●入院給付金・手術給付金・放射線治療給付金は、非課税です。
※主たる被保険者が死亡された場合は、相続財産として相続税の
課税対象となります。

税務の取扱い等について、平成29年9月現在の税制・関係法令
等に基づき記載しております。今後、税務の取扱い等が変わる場合
がありますので、記載の内容・数値等は将来にわたって保証されるも
のではありません。
個別の税務取扱い等については、顧問税理士や所轄の国税局・税
務署等にご確認ください。

個人情報の取扱いに関する大塚ホールディングス株式
会社と引受保険会社からのお知らせ・・・・・・・・・・・・・

●この保険契約は、大塚ホールディングス株式会社（以下、団体と
いいます。）を保険契約者とし、団体および団体の子会社（以下、
子会社といいます。）の所属員を加入対象とする企業保険です。
　そのため、この保険契約の運営にあたっては、団体および子会社
（大塚倉庫株式会社を含みます。以下同じ。）は加入対象者の個
人情報（氏名・性別・生年月日・健康状態等）を取扱い、団体
がこの保険契約を締結した引受保険会社へ提出します。
　団体および子会社は、この保険契約の運営において入手する個
人情報を、この保険契約の事務手続きのために使用します。
●引受保険会社は受領した個人情報を各種保険の引受け・継続・
維持管理、給付金等のお支払い、その他保険に関連・付随する
業務のために利用し、また、団体および子会社等へその目的の範
囲内で提供します。
●また、今後、個人情報に変更等が発生した際にも、引続き団体・
子会社および引受保険会社においてそれぞれ上記に準じ個人情
報が取扱われます。
　なお、記載の引受保険会社は、今後、変更する場合がありますが、
その場合、個人情報は変更後の引受保険会社へ提供されます。

（注）保健医療等の機微（センシティブ）情報については、保険業法
施行規則により、業務の適切な運営の確保その他必要と認め
られる目的に利用目的が限定されています。

日本－医－2016－707－11984－M（H28.12.2）

［指定紛争解決機関］

大塚倉庫株式会社　東京保険事業部

TEL 0120-03-3754
E-MAIL sonpo@otsuka.jp
【営業時間　月曜日～金曜日　9:00～17:20（祝日・年末年始を除きます。）】

●この商品に係る指定紛争解決機関は一般社団法人生命保険協会
です。
●一般社団法人生命保険協会の「生命保険相談所」では、電話・
文書（電子メール・FAXは不可）・来訪により生命保険に関する
さまざまなご相談・照会・苦情をお受けしております。また、全国
各地に「連絡所」を設置し、電話にてお受けしております。
なお、生命保険相談所が苦情の申出を受けたことを生命保険会
社に連絡し、解決を依頼した後、原則として1カ月を経過しても、

保険契約者等と生命保険会社との間で解決がつかない場合に
ついては、指定紛争解決機関として、生命保険相談所内に裁定
審査会を設け、保険契約者等の正当な利益の保護を図っており
ます。

ご照会・苦情につき
ま して は、右 記 の
団 体 窓 口 ま で
お問合せください。

〈団体お問合せ先〉

日本生命保険相互会社 法人サービスセンター

TEL 0120-563-925

〈日本生命お問合せ先〉
引受保険会社への
ご要望・苦情につき
ましては、右 記 の
日本生命窓口まで
ご連絡ください。

ご相談窓口等

※お問合せの際には、記号証券番号（900-95168）をお申し出ください。
　　　　　　 月曜日～金曜日   9：00 ～17：00　（祝日・12/31～1/3を除く。）受付時間

「生命保険相談所」・「連絡所」の連絡先は、
ホームページアドレス
http://www.seiho.or.jp/　をご覧ください。

参 照

「障がい」の表記　当パンフレットでは、法律、政令、規則等の法令で用いられている用語を含め、「障害」を「障がい」と表記しています。
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【総合医療保険（団体型）ご加入のみなさまへ】

(ⅰ) 創傷処理
(ⅱ) 皮膚切開術
(ⅲ) デブリードマン
(ⅳ) 骨、軟骨または関節の非観血的または徒手的な整復術、整復固定術およ

び授動術
(ⅴ) 外耳道異物除去術
(ⅵ) 鼻内異物摘出術
(ⅶ) 抜歯手術

（b）先進医療に該当する診療行為のうち、器具を用い、生体に切断、摘除、修復等

の操作を加える手術。ただし、次に定めるものを除きます。
(ⅰ) 歯、義歯または歯肉の処置に伴う手術

Ⅲ. 給付金をお支払いできない場合等について

１．次のような場合には､給付金のお支払いはできません｡
(1)被保険者が次のいずれかにより支払事由に該当されたとき

・保険契約者もしくはその被保険者の故意または重大な過失によるとき(注1)

・その被保険者の犯罪行為によるとき

・その被保険者の精神障がいの状態を原因とする事故によるとき

・その被保険者の泥酔の状態を原因とする事故によるとき

・その被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転をしている間に生じた

事故によるとき
(ⅱ)（a）において、支払事由に該当する手術から除いているもの
なお、検査、診断、計画、測定、試験、解析、検出、評価および検索を主たる目的
とした診療行為ならびに輸血、注射、点滴、全身的薬剤投与、局所的薬剤投与、
放射線照射および温熱療法による診療行為は含まれません。

(2)次の①に定める骨髄移植術または②に定める骨髄幹細胞の採取術のいずれかを受
けたとき
①（1）の①および②を満たす、医科診療報酬点数表によって輸血料の算定対象として
列挙されている骨髄移植術であること

②別表３に定める病院または診療所における、その被保険者についての加入（増額）
日からその日を含めて１年を経過した日以後に受けた骨髄幹細胞の採取術である
こと

・その被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故によるとき

・その被保険者の薬物依存によるとき(注2)

・頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所見のないも

の（原因の如何を問いません。）

（注1)家族特約に加入されている配偶者・こどもが､その主契約の被保険者(給付金

受取人)の故意または重大な過失により支払事由に該当された場合にも､給付

金のお支払いはできません｡
（注2） 「薬物依存」とは、平成6年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項

目中の分類番号F11.2、F12.2、F13.2、F14.2、F15.2、F16.2、F18.2、F19.2に
規定される内容によるものとし、薬物には、モルヒネ、アヘン、コカイン、大麻、

５．手術給付金の支払に関するその他の事項
(1)同一の日に複数回手術を受けた場合（１つの手術を２日以上にわたって受けた場

合には、その手術の開始日をその手術を受けた日とみなします。）
お支払いの対象となる１つの手術についてのみ、手術給付金（２０倍）または手術
給付金（５倍）をお支払いします。
この場合、手術給付金（２０倍）と手術給付金（５倍）のお支払対象となる手術を同
一の日に受けたときには、手術給付金（２０倍）をお支払いします。

(2)一連の手術を受けた場合
お支払いの対象となる同一の手術を複数回受けた場合で、かつ、その手術が医科
診療報酬点数表において一連の治療過程に連続して受けた場合でも手術料が１回
のみ算定されるものとして定められている手術に該当するときは、それらの手術の
うち給付金額の高いいずれか１つの手術についてのみ手術給付金（２０倍）または

精神刺激薬・幻覚薬等を含みます。

(2)入院または手術の原因となる疾病や不慮の事故が加入(増額）日前に生じてい

る場合

※ただし、加入(増額）日からその日を含めて２年を経過した後に入院を開始し、
または手術を受けたときは、その入院または手術は加入(増額）日以後の原因
によるものとみなします。

(3)保険契約者または被保険者が、故意または重大な過失により、引受保険会社

が告知を求めた事項について、告知の際に事実を告げなかったか、または事実

でないことを告げたため、この保険契約の全部またはその被保険者に対する部

分が解除されたとき

(4)保険契約者または被保険者の詐欺により、この保険契約の締結・被保険者の
うち給付金額の高いいずれか１つの手術についてのみ手術給付金（２０倍）または
手術給付金（５倍）をお支払いします。

(3)入院中に保険期間が満了した場合
保険期間中の入院とみなされる場合でも、保険期間満了後の手術については、
お支払いの対象とはなりません。

６．お支払いの対象となる放射線治療について

被保険者が保険期間中に次のすべての条件を満たす放射線治療を受けたときに、放
射線治療給付金をお支払いします。

(1)その被保険者についての加入（増額）日以後に生じた不慮の事故による傷害また
は発病した疾病を直接の原因とする放射線治療であること
(注)被保険者がその被保険者の加入（増額）日前に生じた不慮の事故による傷害ま

加入等が行われたために、この保険契約の全部またはその被保険者に対する

部分が取消されたとき（この場合、すでに払込まれた保険料は払戻しません。）

(5)保険契約者または被保険者が給付金を不法に取得する目的もしくは他人に給

付金を不法に取得させる目的をもって、この保険契約の締結・被保険者の加入

等を行ったために、この保険契約の全部またはその被保険者に対する部分が

無効とされたとき（この場合、すでに払込まれた保険料は払戻しません｡）

(6)保険契約者から保険料の払込みがなくこの保険契約が失効したとき

(7)次のような事由に該当し、この保険契約の全部またはその被保険者に対する部

分が解除されたとき（この場合、その事由が生じたとき以降に発生した給付金の

支払事由については、給付金をお支払いしません。）
たは発病した疾病を直接の原因として放射線治療を受けた場合でも､その被保
険者の加入（増額）日からその日を含めて２年を経過した後に放射線治療を受
けたときは､その放射線治療は加入（増額）日以後の原因によるものとみなします｡

(2)治療を直接の目的とした、病院または診療所における放射線治療であること
病院または診療所とは､別表３に該当するものをいいます｡

(3)次のいずれかの放射線治療であること
①医科診療報酬点数表によって放射線治療料の算定対象として列挙されている施
術（歯科診療報酬点数表によって放射線治療料の算定対象として列挙されてい
る施術については、医科診療報酬点数表においても放射線治療料の算定対象
として列挙されている施術以外は含まれません。）

②先進医療に該当する放射線照射または温熱療法による施術

(4)すでに放射線治療給付金の支払事由に該当している場合

支払事 、給 を 支払 。）

①保険契約者、被保険者または給付金受取人が、給付金を詐取する目的または

他人に詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

②この保険契約の給付金の請求に関し、給付金受取人に詐欺行為（未遂を含み

ます。）があったとき

③保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、次の（ア）～（オ）のいずれか

に該当するとき

（ア）暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含み

ます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以下

「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

（イ）反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与する等の関与を

していると認められること
(4)すでに放射線治療給付金の支払事由に該当している場合

放射線治療給付金が支払われることとなった最後の施術日からその日を含めて
６０日経過後に受けた施術であること

７．放射線治療給付金の支払に関するその他の事項

入院中に保険期間が満了した場合
保険期間中の入院とみなされる場合でも、保険期間満了後の放射線治療については、

お支払いの対象とはなりません。

（ウ）反社会的勢力を不当に利用していると認められること

（エ）反社会的勢力により団体の全部もしくは一部の経営を支配され、またはその

経営に反社会的勢力による実質的な関与を受けていると認められること

（オ）その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら

れること

④上記①②③の他、引受保険会社の保険契約者、被保険者または給付金受取

人に対する信頼を損ない、この保険契約の存続を困難とする上記①②③の

事由と同等の重大な事由があるとき

(8)支払事由に該当された際に､脱退等により被保険者でなくなっているとき

２．次のような場合、給付金を削減してお支払いするかまたは給付金をお支払しない次 うな場合、給付 を削減 お支払 する ま 給付 をお支払 な

ことがあります。
以下のいずれかによって支払事由に該当した被保険者の数の増加が、この保険の
計算の基礎に影響を及ぼすとき

・地震、噴火または津波によるとき

・戦争その他の変乱によるとき

Ｋ2012 – 250

Ⅳ. 給付金のご請求について

○給付金の支払事由が生じたときは､すみやかに保険契約者へご連絡ください｡
○請求書類は､保険契約者である団体に用意してあります｡保険契約者を経由して当
社へご提出ください｡

○請求書類は､次のとおりです｡
・当社所定の『給付金請求書』
・国内の病院または診療所の場合
－ 当社所定の様式による『入院・手術・３大疾病診断書（証明書）』または所定の

要件を満たした診断書

ただし 入院給付金または手術給付金を請求する場合は 以下の条件に該当

別表２ 対象となる異常分娩
対象となる異常分娩とは、平成6年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目

別表１ 公的医療保険制度
「公的医療保険制度」とは、次のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
１．健康保険法
２．国民健康保険法
３．国家公務員共済組合法
４．地方公務員等共済組合法
５．私立学校教職員共済法
６．船員保険法
７．高齢者の医療の確保に関する法律

ただし、入院給付金または手術給付金を請求する場合は、以下の条件に該当
する場合、『入院・手術・３大疾病診断書（証明書）』に代わり、『治療内容報告書』
と『領収書のコピー』をあわせてご提出いただくことでご請求いただけます。

（１）入院給付金をご請求いただく場合
・入院日数が３０日以下、または給付金額が１０万円以下であること。
・すでに退院していること。
・病気による入院の場合、ご加入（増額）から２年経過後の入院であること。

（２）手術給付金をご請求いただく場合
・受けられた手術が１回のみであること。
・病気による手術の場合、ご加入（増額）から２年経過後の手術であること。

＜以下の場合は当社所定の『入院・手術・３大疾病診断書（証明書）』のご提出が
必要です。＞

先進医療または放射線治療を受けられた場合

対象 なる異常分娩 は、平成 年 月 総務庁告示第 号 定 られた分類項目
中下記のものを伴う分娩とし、分類項目の内容については厚生労働省大臣官房統計情
報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」によるものとし
ます。

分類項目 基本分類
コード

妊娠、分娩および産じょく＜褥＞における浮腫、たんぱく＜蛋白＞尿およ
び高血圧性障がい
主として妊娠に関連するその他の母体障がい
胎児および羊膜腔に関連する母体ケアならびに予想される分娩の諸問題
分娩の合併症
分娩（単胎自然分娩（Ｏ80）を除きます。）
主として産じょく＜褥＞に関連する合併症
その他の産科的病態 他に分類されないもの

Ｏ10～Ｏ16

Ｏ20～Ｏ29
Ｏ30～Ｏ48
Ｏ60～Ｏ75
Ｏ81～Ｏ84
Ｏ85～Ｏ92

・先進医療または放射線治療を受けられた場合。
・労災保険や自賠責保険等の対象となり領収証に手術料の記載がない
（健康保険の対象外）が、医科診療報酬点数表で手術料の算定対象とし
て列挙されている手術を受けられた場合。

※なお、ご提出いただいた『治療内容報告書』にて、お支払可否が判断でき
ない場合は、当社所定の『入院・手術・３大疾病診断書（証明書）』をご提出
いただく場合があります。

・不慮の事故を原因とする場合
－ 事故状況報告書
－ 交通事故による場合、自動車安全センター発行の交通事故証明書

（ただし、入院給付金のみのご請求で、入院日数２０日未満かつ退院後の請
求の場合は省略可）

その他の産科的病態、他に分類されないもの Ｏ94～Ｏ99 

別表３ 病院または診療所

「病院または診療所」とは､次の各号のいずれかに該当したものとします｡
(1)医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する

診療所 (患者を入院させるための施設と同等の施設を有する柔道整復師法に定め
る施術所において、四肢における骨折､脱臼､捻挫または打撲に関し施術を受ける
場合には､その施術所を含みます｡)。ただし、手術給付金および放射線治療給付
金については、患者を入院させるための施設を有しないものを含みます。
なお、介護保険法に定める介護老人保健施設および介護老人福祉施設ならびに
老人福祉法に定める老人福祉施設および有料老人ホームは含まれません。

(2)前号の場合と同等の日本国外にある医療施設求の場合は省略可）

・海外の病院または診療所の場合
－ 入院もしくは手術、放射線治療を受けられたとき、海外の医療施設が証明する

診断書 ※診断書の和訳文も添付願います。
－ 不慮の事故を原因とする場合には、不慮の事故であることを証明する書類

＜ご注意＞

○給付金の請求は、支払事由発生の時から３年間をすぎますと、その権利がなくな
ります｡

○ご請求があった場合で､当社が必要と認めたときには事実の確認を行い､また給
付金の請求について当社の指定する医師に診断を行わせることがあります。

Ⅴ 法令等の改正に伴う変更について
別表６ 対象となる先進医療
「先進医療 とは 手術または放射線治療を受けた時点において 平成18年9月12日厚

( )前号 場合 同等 本国外 ある医療施設

別表４ 医科診療報酬点数表
「医科診療報酬点数表」とは、手術または放射線治療を受けた時点において、厚生労
働省告示に基づき定められている医科診療報酬点数表をいいます。

別表５ 歯科診療報酬点数表
「歯科診療報酬点数表」とは、手術または放射線治療を受けた時点において、厚生労働
省告示に基づき定められている歯科診療報酬点数表をいいます。

Ⅵ. 当社からのお願い

この保険契約の支払事由、保険料その他この保険契約の内容（以下「支払事由等」と
いいます。）にかかわる法令等の改正による公的医療保険制度等の改正があり、その
改正がこの保険契約の支払事由等に影響を及ぼすと引受保険会社が認めた場合には、
主務官庁の認可を得て、この保険契約の支払事由等を変更することがあります。

被保険者の改姓・ご家族の異動などの場合には､すみやかに保険契約者を経由して
当社へお知らせください｡

Ⅴ. 法令等の改正に伴う変更について 「先進医療」とは、手術または放射線治療を受けた時点において、平成18年9月12日厚
生労働省告示第495号「厚生労働大臣の定める評価療養及び選定療養」の規定に基づ
き、厚生労働大臣が定める先進医療（先進医療ごとに厚生労働大臣が定める施設基準
に適合する病院または診療所において行われるものに限ります。）をいいます。

備考
１．骨髄幹細胞の採取術
「骨髄幹細胞の採取術」とは、組織の機能に障がいがある者に対して骨髄幹細胞を移

植することを目的とした骨髄からの骨髄幹細胞の採取術をいい、末梢血幹細胞移植に
おける末梢血幹細胞の採取術を含みます。ただし、骨髄幹細胞または末梢血幹細胞の
提供者と受容者が同一人となる自家移植の場合を除きます。

この保険契約の運営にあたっては､保険契約者(以下､団体といいます｡)および団体
所属の事業所等(加盟企業・子会社等を含みます｡以下同じ｡)は加入対象者の個人情
報(氏名・性別・生年月日・健康状態等)を取扱い､団体が保険契約を締結した引受保険
会社へ提出します｡団体・事業所等は､この保険契約の運営において入手する個人情報
を､この保険契約の事務手続きのため使用します｡引受保険会社は受領した個人情報
を各種保険の引受け・継続・維持管理､給付金等の支払い､その他保険に関連・付随す
る業務のため利用し､また､団体・事業所等へその目的の範囲内で提供します｡また､今
後､個人情報に変更等が発生した際にも､引続き団体・事業所等および引受保険会社に
おいてそれぞれ上記に準じ個人情報が取扱われます｡なお､引受保険会社は､今後､変

Ⅶ. 個人情報の取扱いについて
２．骨髄移植術
「骨髄移植術」とは、組織の機能に障がいがある者に対し組織の機能の回復または付

与を目的として骨髄幹細胞を輸注することをいい、末梢血幹細胞移植および臍帯血幹
細胞移植についても骨髄移植とみなします。ただし、移植はヒトからヒトへの同種移植に
限り、異種移植は含みません。

更する場合がありますが､その場合､個人情報は変更後の引受保険会社に提供されま
す｡なお､団体等がこの保険契約の事務を委託する場合には､当該事務の受託会社も団
体等と同様に個人情報を取扱います。
（注）保健医療等の機微（センシティブ）情報については、保険業法施行規則により、

業務の適切な運営の確保その他必要と認められる目的に利用目的が限定さ
れています。
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日本生命保険相互会社

企業保険サービス課

平成24年8月3日

【総合医療保険（団体型）ご加入のみなさまへ】

(ⅰ) 創傷処理
(ⅱ) 皮膚切開術
(ⅲ) デブリードマン
(ⅳ) 骨、軟骨または関節の非観血的または徒手的な整復術、整復固定術およ

び授動術
(ⅴ) 外耳道異物除去術
(ⅵ) 鼻内異物摘出術
(ⅶ) 抜歯手術

（b）先進医療に該当する診療行為のうち、器具を用い、生体に切断、摘除、修復等

の操作を加える手術。ただし、次に定めるものを除きます。
(ⅰ) 歯、義歯または歯肉の処置に伴う手術

Ⅲ. 給付金をお支払いできない場合等について

１．次のような場合には､給付金のお支払いはできません｡
(1)被保険者が次のいずれかにより支払事由に該当されたとき

・保険契約者もしくはその被保険者の故意または重大な過失によるとき(注1)

・その被保険者の犯罪行為によるとき

・その被保険者の精神障がいの状態を原因とする事故によるとき

・その被保険者の泥酔の状態を原因とする事故によるとき

・その被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転をしている間に生じた

事故によるとき
(ⅱ)（a）において、支払事由に該当する手術から除いているもの
なお、検査、診断、計画、測定、試験、解析、検出、評価および検索を主たる目的
とした診療行為ならびに輸血、注射、点滴、全身的薬剤投与、局所的薬剤投与、
放射線照射および温熱療法による診療行為は含まれません。

(2)次の①に定める骨髄移植術または②に定める骨髄幹細胞の採取術のいずれかを受
けたとき
①（1）の①および②を満たす、医科診療報酬点数表によって輸血料の算定対象として
列挙されている骨髄移植術であること

②別表３に定める病院または診療所における、その被保険者についての加入（増額）
日からその日を含めて１年を経過した日以後に受けた骨髄幹細胞の採取術である
こと

・その被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故によるとき

・その被保険者の薬物依存によるとき(注2)

・頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所見のないも

の（原因の如何を問いません。）

（注1)家族特約に加入されている配偶者・こどもが､その主契約の被保険者(給付金

受取人)の故意または重大な過失により支払事由に該当された場合にも､給付

金のお支払いはできません｡
（注2） 「薬物依存」とは、平成6年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項

目中の分類番号F11.2、F12.2、F13.2、F14.2、F15.2、F16.2、F18.2、F19.2に
規定される内容によるものとし、薬物には、モルヒネ、アヘン、コカイン、大麻、

５．手術給付金の支払に関するその他の事項
(1)同一の日に複数回手術を受けた場合（１つの手術を２日以上にわたって受けた場

合には、その手術の開始日をその手術を受けた日とみなします。）
お支払いの対象となる１つの手術についてのみ、手術給付金（２０倍）または手術
給付金（５倍）をお支払いします。
この場合、手術給付金（２０倍）と手術給付金（５倍）のお支払対象となる手術を同
一の日に受けたときには、手術給付金（２０倍）をお支払いします。

(2)一連の手術を受けた場合
お支払いの対象となる同一の手術を複数回受けた場合で、かつ、その手術が医科
診療報酬点数表において一連の治療過程に連続して受けた場合でも手術料が１回
のみ算定されるものとして定められている手術に該当するときは、それらの手術の
うち給付金額の高いいずれか１つの手術についてのみ手術給付金（２０倍）または

精神刺激薬・幻覚薬等を含みます。

(2)入院または手術の原因となる疾病や不慮の事故が加入(増額）日前に生じてい

る場合

※ただし、加入(増額）日からその日を含めて２年を経過した後に入院を開始し、
または手術を受けたときは、その入院または手術は加入(増額）日以後の原因
によるものとみなします。

(3)保険契約者または被保険者が、故意または重大な過失により、引受保険会社

が告知を求めた事項について、告知の際に事実を告げなかったか、または事実

でないことを告げたため、この保険契約の全部またはその被保険者に対する部

分が解除されたとき

(4)保険契約者または被保険者の詐欺により、この保険契約の締結・被保険者の
うち給付金額の高いいずれか１つの手術についてのみ手術給付金（２０倍）または
手術給付金（５倍）をお支払いします。

(3)入院中に保険期間が満了した場合
保険期間中の入院とみなされる場合でも、保険期間満了後の手術については、
お支払いの対象とはなりません。

６．お支払いの対象となる放射線治療について

被保険者が保険期間中に次のすべての条件を満たす放射線治療を受けたときに、放
射線治療給付金をお支払いします。

(1)その被保険者についての加入（増額）日以後に生じた不慮の事故による傷害また
は発病した疾病を直接の原因とする放射線治療であること
(注)被保険者がその被保険者の加入（増額）日前に生じた不慮の事故による傷害ま

加入等が行われたために、この保険契約の全部またはその被保険者に対する

部分が取消されたとき（この場合、すでに払込まれた保険料は払戻しません。）

(5)保険契約者または被保険者が給付金を不法に取得する目的もしくは他人に給

付金を不法に取得させる目的をもって、この保険契約の締結・被保険者の加入

等を行ったために、この保険契約の全部またはその被保険者に対する部分が

無効とされたとき（この場合、すでに払込まれた保険料は払戻しません｡）

(6)保険契約者から保険料の払込みがなくこの保険契約が失効したとき

(7)次のような事由に該当し、この保険契約の全部またはその被保険者に対する部

分が解除されたとき（この場合、その事由が生じたとき以降に発生した給付金の

支払事由については、給付金をお支払いしません。）
たは発病した疾病を直接の原因として放射線治療を受けた場合でも､その被保
険者の加入（増額）日からその日を含めて２年を経過した後に放射線治療を受
けたときは､その放射線治療は加入（増額）日以後の原因によるものとみなします｡

(2)治療を直接の目的とした、病院または診療所における放射線治療であること
病院または診療所とは､別表３に該当するものをいいます｡

(3)次のいずれかの放射線治療であること
①医科診療報酬点数表によって放射線治療料の算定対象として列挙されている施
術（歯科診療報酬点数表によって放射線治療料の算定対象として列挙されてい
る施術については、医科診療報酬点数表においても放射線治療料の算定対象
として列挙されている施術以外は含まれません。）

②先進医療に該当する放射線照射または温熱療法による施術

(4)すでに放射線治療給付金の支払事由に該当している場合

支払事 、給 を 支払 。）

①保険契約者、被保険者または給付金受取人が、給付金を詐取する目的または

他人に詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

②この保険契約の給付金の請求に関し、給付金受取人に詐欺行為（未遂を含み

ます。）があったとき

③保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、次の（ア）～（オ）のいずれか

に該当するとき

（ア）暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含み

ます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以下

「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

（イ）反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与する等の関与を

していると認められること
(4)すでに放射線治療給付金の支払事由に該当している場合

放射線治療給付金が支払われることとなった最後の施術日からその日を含めて
６０日経過後に受けた施術であること

７．放射線治療給付金の支払に関するその他の事項

入院中に保険期間が満了した場合
保険期間中の入院とみなされる場合でも、保険期間満了後の放射線治療については、

お支払いの対象とはなりません。

（ウ）反社会的勢力を不当に利用していると認められること

（エ）反社会的勢力により団体の全部もしくは一部の経営を支配され、またはその

経営に反社会的勢力による実質的な関与を受けていると認められること

（オ）その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら

れること

④上記①②③の他、引受保険会社の保険契約者、被保険者または給付金受取

人に対する信頼を損ない、この保険契約の存続を困難とする上記①②③の

事由と同等の重大な事由があるとき

(8)支払事由に該当された際に､脱退等により被保険者でなくなっているとき

２．次のような場合、給付金を削減してお支払いするかまたは給付金をお支払しない次 うな場合、給付 を削減 お支払 する ま 給付 をお支払 な

ことがあります。
以下のいずれかによって支払事由に該当した被保険者の数の増加が、この保険の
計算の基礎に影響を及ぼすとき

・地震、噴火または津波によるとき

・戦争その他の変乱によるとき
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Ⅳ. 給付金のご請求について

○給付金の支払事由が生じたときは､すみやかに保険契約者へご連絡ください｡
○請求書類は､保険契約者である団体に用意してあります｡保険契約者を経由して当
社へご提出ください｡

○請求書類は､次のとおりです｡
・当社所定の『給付金請求書』
・国内の病院または診療所の場合
－ 当社所定の様式による『入院・手術・３大疾病診断書（証明書）』または所定の

要件を満たした診断書

ただし 入院給付金または手術給付金を請求する場合は 以下の条件に該当

別表２ 対象となる異常分娩
対象となる異常分娩とは、平成6年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目

別表１ 公的医療保険制度
「公的医療保険制度」とは、次のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
１．健康保険法
２．国民健康保険法
３．国家公務員共済組合法
４．地方公務員等共済組合法
５．私立学校教職員共済法
６．船員保険法
７．高齢者の医療の確保に関する法律

ただし、入院給付金または手術給付金を請求する場合は、以下の条件に該当
する場合、『入院・手術・３大疾病診断書（証明書）』に代わり、『治療内容報告書』
と『領収書のコピー』をあわせてご提出いただくことでご請求いただけます。

（１）入院給付金をご請求いただく場合
・入院日数が３０日以下、または給付金額が１０万円以下であること。
・すでに退院していること。
・病気による入院の場合、ご加入（増額）から２年経過後の入院であること。

（２）手術給付金をご請求いただく場合
・受けられた手術が１回のみであること。
・病気による手術の場合、ご加入（増額）から２年経過後の手術であること。

＜以下の場合は当社所定の『入院・手術・３大疾病診断書（証明書）』のご提出が
必要です。＞

先進医療または放射線治療を受けられた場合

対象 なる異常分娩 は、平成 年 月 総務庁告示第 号 定 られた分類項目
中下記のものを伴う分娩とし、分類項目の内容については厚生労働省大臣官房統計情
報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」によるものとし
ます。

分類項目 基本分類
コード

妊娠、分娩および産じょく＜褥＞における浮腫、たんぱく＜蛋白＞尿およ
び高血圧性障がい
主として妊娠に関連するその他の母体障がい
胎児および羊膜腔に関連する母体ケアならびに予想される分娩の諸問題
分娩の合併症
分娩（単胎自然分娩（Ｏ80）を除きます。）
主として産じょく＜褥＞に関連する合併症
その他の産科的病態 他に分類されないもの

Ｏ10～Ｏ16

Ｏ20～Ｏ29
Ｏ30～Ｏ48
Ｏ60～Ｏ75
Ｏ81～Ｏ84
Ｏ85～Ｏ92

・先進医療または放射線治療を受けられた場合。
・労災保険や自賠責保険等の対象となり領収証に手術料の記載がない
（健康保険の対象外）が、医科診療報酬点数表で手術料の算定対象とし
て列挙されている手術を受けられた場合。

※なお、ご提出いただいた『治療内容報告書』にて、お支払可否が判断でき
ない場合は、当社所定の『入院・手術・３大疾病診断書（証明書）』をご提出
いただく場合があります。

・不慮の事故を原因とする場合
－ 事故状況報告書
－ 交通事故による場合、自動車安全センター発行の交通事故証明書

（ただし、入院給付金のみのご請求で、入院日数２０日未満かつ退院後の請
求の場合は省略可）

その他の産科的病態、他に分類されないもの Ｏ94～Ｏ99 

別表３ 病院または診療所

「病院または診療所」とは､次の各号のいずれかに該当したものとします｡
(1)医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する

診療所 (患者を入院させるための施設と同等の施設を有する柔道整復師法に定め
る施術所において、四肢における骨折､脱臼､捻挫または打撲に関し施術を受ける
場合には､その施術所を含みます｡)。ただし、手術給付金および放射線治療給付
金については、患者を入院させるための施設を有しないものを含みます。
なお、介護保険法に定める介護老人保健施設および介護老人福祉施設ならびに
老人福祉法に定める老人福祉施設および有料老人ホームは含まれません。

(2)前号の場合と同等の日本国外にある医療施設求の場合は省略可）

・海外の病院または診療所の場合
－ 入院もしくは手術、放射線治療を受けられたとき、海外の医療施設が証明する

診断書 ※診断書の和訳文も添付願います。
－ 不慮の事故を原因とする場合には、不慮の事故であることを証明する書類

＜ご注意＞

○給付金の請求は、支払事由発生の時から３年間をすぎますと、その権利がなくな
ります｡

○ご請求があった場合で､当社が必要と認めたときには事実の確認を行い､また給
付金の請求について当社の指定する医師に診断を行わせることがあります。

Ⅴ 法令等の改正に伴う変更について
別表６ 対象となる先進医療
「先進医療 とは 手術または放射線治療を受けた時点において 平成18年9月12日厚

( )前号 場合 同等 本国外 ある医療施設

別表４ 医科診療報酬点数表
「医科診療報酬点数表」とは、手術または放射線治療を受けた時点において、厚生労
働省告示に基づき定められている医科診療報酬点数表をいいます。

別表５ 歯科診療報酬点数表
「歯科診療報酬点数表」とは、手術または放射線治療を受けた時点において、厚生労働
省告示に基づき定められている歯科診療報酬点数表をいいます。

Ⅵ. 当社からのお願い

この保険契約の支払事由、保険料その他この保険契約の内容（以下「支払事由等」と
いいます。）にかかわる法令等の改正による公的医療保険制度等の改正があり、その
改正がこの保険契約の支払事由等に影響を及ぼすと引受保険会社が認めた場合には、
主務官庁の認可を得て、この保険契約の支払事由等を変更することがあります。

被保険者の改姓・ご家族の異動などの場合には､すみやかに保険契約者を経由して
当社へお知らせください｡

Ⅴ. 法令等の改正に伴う変更について 「先進医療」とは、手術または放射線治療を受けた時点において、平成18年9月12日厚
生労働省告示第495号「厚生労働大臣の定める評価療養及び選定療養」の規定に基づ
き、厚生労働大臣が定める先進医療（先進医療ごとに厚生労働大臣が定める施設基準
に適合する病院または診療所において行われるものに限ります。）をいいます。

備考
１．骨髄幹細胞の採取術
「骨髄幹細胞の採取術」とは、組織の機能に障がいがある者に対して骨髄幹細胞を移

植することを目的とした骨髄からの骨髄幹細胞の採取術をいい、末梢血幹細胞移植に
おける末梢血幹細胞の採取術を含みます。ただし、骨髄幹細胞または末梢血幹細胞の
提供者と受容者が同一人となる自家移植の場合を除きます。

この保険契約の運営にあたっては､保険契約者(以下､団体といいます｡)および団体
所属の事業所等(加盟企業・子会社等を含みます｡以下同じ｡)は加入対象者の個人情
報(氏名・性別・生年月日・健康状態等)を取扱い､団体が保険契約を締結した引受保険
会社へ提出します｡団体・事業所等は､この保険契約の運営において入手する個人情報
を､この保険契約の事務手続きのため使用します｡引受保険会社は受領した個人情報
を各種保険の引受け・継続・維持管理､給付金等の支払い､その他保険に関連・付随す
る業務のため利用し､また､団体・事業所等へその目的の範囲内で提供します｡また､今
後､個人情報に変更等が発生した際にも､引続き団体・事業所等および引受保険会社に
おいてそれぞれ上記に準じ個人情報が取扱われます｡なお､引受保険会社は､今後､変

Ⅶ. 個人情報の取扱いについて
２．骨髄移植術
「骨髄移植術」とは、組織の機能に障がいがある者に対し組織の機能の回復または付

与を目的として骨髄幹細胞を輸注することをいい、末梢血幹細胞移植および臍帯血幹
細胞移植についても骨髄移植とみなします。ただし、移植はヒトからヒトへの同種移植に
限り、異種移植は含みません。

更する場合がありますが､その場合､個人情報は変更後の引受保険会社に提供されま
す｡なお､団体等がこの保険契約の事務を委託する場合には､当該事務の受託会社も団
体等と同様に個人情報を取扱います。
（注）保健医療等の機微（センシティブ）情報については、保険業法施行規則により、

業務の適切な運営の確保その他必要と認められる目的に利用目的が限定さ
れています。
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【総合医療保険（団体型）ご加入のみなさまへ】

(ⅰ) 創傷処理
(ⅱ) 皮膚切開術
(ⅲ) デブリードマン
(ⅳ) 骨、軟骨または関節の非観血的または徒手的な整復術、整復固定術およ

び授動術
(ⅴ) 外耳道異物除去術
(ⅵ) 鼻内異物摘出術
(ⅶ) 抜歯手術

（b）先進医療に該当する診療行為のうち、器具を用い、生体に切断、摘除、修復等

の操作を加える手術。ただし、次に定めるものを除きます。
(ⅰ) 歯、義歯または歯肉の処置に伴う手術

Ⅲ. 給付金をお支払いできない場合等について

１．次のような場合には､給付金のお支払いはできません｡
(1)被保険者が次のいずれかにより支払事由に該当されたとき

・保険契約者もしくはその被保険者の故意または重大な過失によるとき(注1)

・その被保険者の犯罪行為によるとき

・その被保険者の精神障がいの状態を原因とする事故によるとき

・その被保険者の泥酔の状態を原因とする事故によるとき

・その被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転をしている間に生じた

事故によるとき
(ⅱ)（a）において、支払事由に該当する手術から除いているもの
なお、検査、診断、計画、測定、試験、解析、検出、評価および検索を主たる目的
とした診療行為ならびに輸血、注射、点滴、全身的薬剤投与、局所的薬剤投与、
放射線照射および温熱療法による診療行為は含まれません。

(2)次の①に定める骨髄移植術または②に定める骨髄幹細胞の採取術のいずれかを受
けたとき
①（1）の①および②を満たす、医科診療報酬点数表によって輸血料の算定対象として
列挙されている骨髄移植術であること

②別表３に定める病院または診療所における、その被保険者についての加入（増額）
日からその日を含めて１年を経過した日以後に受けた骨髄幹細胞の採取術である
こと

・その被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故によるとき

・その被保険者の薬物依存によるとき(注2)

・頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所見のないも

の（原因の如何を問いません。）

（注1)家族特約に加入されている配偶者・こどもが､その主契約の被保険者(給付金

受取人)の故意または重大な過失により支払事由に該当された場合にも､給付

金のお支払いはできません｡
（注2） 「薬物依存」とは、平成6年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項

目中の分類番号F11.2、F12.2、F13.2、F14.2、F15.2、F16.2、F18.2、F19.2に
規定される内容によるものとし、薬物には、モルヒネ、アヘン、コカイン、大麻、

５．手術給付金の支払に関するその他の事項
(1)同一の日に複数回手術を受けた場合（１つの手術を２日以上にわたって受けた場

合には、その手術の開始日をその手術を受けた日とみなします。）
お支払いの対象となる１つの手術についてのみ、手術給付金（２０倍）または手術
給付金（５倍）をお支払いします。
この場合、手術給付金（２０倍）と手術給付金（５倍）のお支払対象となる手術を同
一の日に受けたときには、手術給付金（２０倍）をお支払いします。

(2)一連の手術を受けた場合
お支払いの対象となる同一の手術を複数回受けた場合で、かつ、その手術が医科
診療報酬点数表において一連の治療過程に連続して受けた場合でも手術料が１回
のみ算定されるものとして定められている手術に該当するときは、それらの手術の
うち給付金額の高いいずれか１つの手術についてのみ手術給付金（２０倍）または

精神刺激薬・幻覚薬等を含みます。

(2)入院または手術の原因となる疾病や不慮の事故が加入(増額）日前に生じてい

る場合

※ただし、加入(増額）日からその日を含めて２年を経過した後に入院を開始し、
または手術を受けたときは、その入院または手術は加入(増額）日以後の原因
によるものとみなします。

(3)保険契約者または被保険者が、故意または重大な過失により、引受保険会社

が告知を求めた事項について、告知の際に事実を告げなかったか、または事実

でないことを告げたため、この保険契約の全部またはその被保険者に対する部

分が解除されたとき

(4)保険契約者または被保険者の詐欺により、この保険契約の締結・被保険者の
うち給付金額の高いいずれか１つの手術についてのみ手術給付金（２０倍）または
手術給付金（５倍）をお支払いします。

(3)入院中に保険期間が満了した場合
保険期間中の入院とみなされる場合でも、保険期間満了後の手術については、
お支払いの対象とはなりません。

６．お支払いの対象となる放射線治療について

被保険者が保険期間中に次のすべての条件を満たす放射線治療を受けたときに、放
射線治療給付金をお支払いします。

(1)その被保険者についての加入（増額）日以後に生じた不慮の事故による傷害また
は発病した疾病を直接の原因とする放射線治療であること
(注)被保険者がその被保険者の加入（増額）日前に生じた不慮の事故による傷害ま

加入等が行われたために、この保険契約の全部またはその被保険者に対する

部分が取消されたとき（この場合、すでに払込まれた保険料は払戻しません。）

(5)保険契約者または被保険者が給付金を不法に取得する目的もしくは他人に給

付金を不法に取得させる目的をもって、この保険契約の締結・被保険者の加入

等を行ったために、この保険契約の全部またはその被保険者に対する部分が

無効とされたとき（この場合、すでに払込まれた保険料は払戻しません｡）

(6)保険契約者から保険料の払込みがなくこの保険契約が失効したとき

(7)次のような事由に該当し、この保険契約の全部またはその被保険者に対する部

分が解除されたとき（この場合、その事由が生じたとき以降に発生した給付金の

支払事由については、給付金をお支払いしません。）
たは発病した疾病を直接の原因として放射線治療を受けた場合でも､その被保
険者の加入（増額）日からその日を含めて２年を経過した後に放射線治療を受
けたときは､その放射線治療は加入（増額）日以後の原因によるものとみなします｡

(2)治療を直接の目的とした、病院または診療所における放射線治療であること
病院または診療所とは､別表３に該当するものをいいます｡

(3)次のいずれかの放射線治療であること
①医科診療報酬点数表によって放射線治療料の算定対象として列挙されている施
術（歯科診療報酬点数表によって放射線治療料の算定対象として列挙されてい
る施術については、医科診療報酬点数表においても放射線治療料の算定対象
として列挙されている施術以外は含まれません。）

②先進医療に該当する放射線照射または温熱療法による施術

(4)すでに放射線治療給付金の支払事由に該当している場合

支払事 、給 を 支払 。）

①保険契約者、被保険者または給付金受取人が、給付金を詐取する目的または

他人に詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

②この保険契約の給付金の請求に関し、給付金受取人に詐欺行為（未遂を含み

ます。）があったとき

③保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、次の（ア）～（オ）のいずれか

に該当するとき

（ア）暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含み

ます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以下

「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

（イ）反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与する等の関与を

していると認められること
(4)すでに放射線治療給付金の支払事由に該当している場合

放射線治療給付金が支払われることとなった最後の施術日からその日を含めて
６０日経過後に受けた施術であること

７．放射線治療給付金の支払に関するその他の事項

入院中に保険期間が満了した場合
保険期間中の入院とみなされる場合でも、保険期間満了後の放射線治療については、

お支払いの対象とはなりません。

（ウ）反社会的勢力を不当に利用していると認められること

（エ）反社会的勢力により団体の全部もしくは一部の経営を支配され、またはその

経営に反社会的勢力による実質的な関与を受けていると認められること

（オ）その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら

れること

④上記①②③の他、引受保険会社の保険契約者、被保険者または給付金受取

人に対する信頼を損ない、この保険契約の存続を困難とする上記①②③の

事由と同等の重大な事由があるとき

(8)支払事由に該当された際に､脱退等により被保険者でなくなっているとき

２．次のような場合、給付金を削減してお支払いするかまたは給付金をお支払しない次 うな場合、給付 を削減 お支払 する ま 給付 をお支払 な

ことがあります。
以下のいずれかによって支払事由に該当した被保険者の数の増加が、この保険の
計算の基礎に影響を及ぼすとき

・地震、噴火または津波によるとき

・戦争その他の変乱によるとき
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Ⅳ. 給付金のご請求について

○給付金の支払事由が生じたときは､すみやかに保険契約者へご連絡ください｡
○請求書類は､保険契約者である団体に用意してあります｡保険契約者を経由して当
社へご提出ください｡

○請求書類は､次のとおりです｡
・当社所定の『給付金請求書』
・国内の病院または診療所の場合
－ 当社所定の様式による『入院・手術・３大疾病診断書（証明書）』または所定の

要件を満たした診断書

ただし 入院給付金または手術給付金を請求する場合は 以下の条件に該当

別表２ 対象となる異常分娩
対象となる異常分娩とは、平成6年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目

別表１ 公的医療保険制度
「公的医療保険制度」とは、次のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
１．健康保険法
２．国民健康保険法
３．国家公務員共済組合法
４．地方公務員等共済組合法
５．私立学校教職員共済法
６．船員保険法
７．高齢者の医療の確保に関する法律

ただし、入院給付金または手術給付金を請求する場合は、以下の条件に該当
する場合、『入院・手術・３大疾病診断書（証明書）』に代わり、『治療内容報告書』
と『領収書のコピー』をあわせてご提出いただくことでご請求いただけます。

（１）入院給付金をご請求いただく場合
・入院日数が３０日以下、または給付金額が１０万円以下であること。
・すでに退院していること。
・病気による入院の場合、ご加入（増額）から２年経過後の入院であること。

（２）手術給付金をご請求いただく場合
・受けられた手術が１回のみであること。
・病気による手術の場合、ご加入（増額）から２年経過後の手術であること。

＜以下の場合は当社所定の『入院・手術・３大疾病診断書（証明書）』のご提出が
必要です。＞

先進医療または放射線治療を受けられた場合

対象 なる異常分娩 は、平成 年 月 総務庁告示第 号 定 られた分類項目
中下記のものを伴う分娩とし、分類項目の内容については厚生労働省大臣官房統計情
報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」によるものとし
ます。

分類項目 基本分類
コード

妊娠、分娩および産じょく＜褥＞における浮腫、たんぱく＜蛋白＞尿およ
び高血圧性障がい
主として妊娠に関連するその他の母体障がい
胎児および羊膜腔に関連する母体ケアならびに予想される分娩の諸問題
分娩の合併症
分娩（単胎自然分娩（Ｏ80）を除きます。）
主として産じょく＜褥＞に関連する合併症
その他の産科的病態 他に分類されないもの

Ｏ10～Ｏ16

Ｏ20～Ｏ29
Ｏ30～Ｏ48
Ｏ60～Ｏ75
Ｏ81～Ｏ84
Ｏ85～Ｏ92

・先進医療または放射線治療を受けられた場合。
・労災保険や自賠責保険等の対象となり領収証に手術料の記載がない
（健康保険の対象外）が、医科診療報酬点数表で手術料の算定対象とし
て列挙されている手術を受けられた場合。

※なお、ご提出いただいた『治療内容報告書』にて、お支払可否が判断でき
ない場合は、当社所定の『入院・手術・３大疾病診断書（証明書）』をご提出
いただく場合があります。

・不慮の事故を原因とする場合
－ 事故状況報告書
－ 交通事故による場合、自動車安全センター発行の交通事故証明書

（ただし、入院給付金のみのご請求で、入院日数２０日未満かつ退院後の請
求の場合は省略可）

その他の産科的病態、他に分類されないもの Ｏ94～Ｏ99 

別表３ 病院または診療所

「病院または診療所」とは､次の各号のいずれかに該当したものとします｡
(1)医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する

診療所 (患者を入院させるための施設と同等の施設を有する柔道整復師法に定め
る施術所において、四肢における骨折､脱臼､捻挫または打撲に関し施術を受ける
場合には､その施術所を含みます｡)。ただし、手術給付金および放射線治療給付
金については、患者を入院させるための施設を有しないものを含みます。
なお、介護保険法に定める介護老人保健施設および介護老人福祉施設ならびに
老人福祉法に定める老人福祉施設および有料老人ホームは含まれません。

(2)前号の場合と同等の日本国外にある医療施設求の場合は省略可）

・海外の病院または診療所の場合
－ 入院もしくは手術、放射線治療を受けられたとき、海外の医療施設が証明する

診断書 ※診断書の和訳文も添付願います。
－ 不慮の事故を原因とする場合には、不慮の事故であることを証明する書類

＜ご注意＞

○給付金の請求は、支払事由発生の時から３年間をすぎますと、その権利がなくな
ります｡

○ご請求があった場合で､当社が必要と認めたときには事実の確認を行い､また給
付金の請求について当社の指定する医師に診断を行わせることがあります。

Ⅴ 法令等の改正に伴う変更について
別表６ 対象となる先進医療
「先進医療 とは 手術または放射線治療を受けた時点において 平成18年9月12日厚

( )前号 場合 同等 本国外 ある医療施設

別表４ 医科診療報酬点数表
「医科診療報酬点数表」とは、手術または放射線治療を受けた時点において、厚生労
働省告示に基づき定められている医科診療報酬点数表をいいます。

別表５ 歯科診療報酬点数表
「歯科診療報酬点数表」とは、手術または放射線治療を受けた時点において、厚生労働
省告示に基づき定められている歯科診療報酬点数表をいいます。

Ⅵ. 当社からのお願い

この保険契約の支払事由、保険料その他この保険契約の内容（以下「支払事由等」と
いいます。）にかかわる法令等の改正による公的医療保険制度等の改正があり、その
改正がこの保険契約の支払事由等に影響を及ぼすと引受保険会社が認めた場合には、
主務官庁の認可を得て、この保険契約の支払事由等を変更することがあります。

被保険者の改姓・ご家族の異動などの場合には､すみやかに保険契約者を経由して
当社へお知らせください｡

Ⅴ. 法令等の改正に伴う変更について 「先進医療」とは、手術または放射線治療を受けた時点において、平成18年9月12日厚
生労働省告示第495号「厚生労働大臣の定める評価療養及び選定療養」の規定に基づ
き、厚生労働大臣が定める先進医療（先進医療ごとに厚生労働大臣が定める施設基準
に適合する病院または診療所において行われるものに限ります。）をいいます。

備考
１．骨髄幹細胞の採取術
「骨髄幹細胞の採取術」とは、組織の機能に障がいがある者に対して骨髄幹細胞を移

植することを目的とした骨髄からの骨髄幹細胞の採取術をいい、末梢血幹細胞移植に
おける末梢血幹細胞の採取術を含みます。ただし、骨髄幹細胞または末梢血幹細胞の
提供者と受容者が同一人となる自家移植の場合を除きます。

この保険契約の運営にあたっては､保険契約者(以下､団体といいます｡)および団体
所属の事業所等(加盟企業・子会社等を含みます｡以下同じ｡)は加入対象者の個人情
報(氏名・性別・生年月日・健康状態等)を取扱い､団体が保険契約を締結した引受保険
会社へ提出します｡団体・事業所等は､この保険契約の運営において入手する個人情報
を､この保険契約の事務手続きのため使用します｡引受保険会社は受領した個人情報
を各種保険の引受け・継続・維持管理､給付金等の支払い､その他保険に関連・付随す
る業務のため利用し､また､団体・事業所等へその目的の範囲内で提供します｡また､今
後､個人情報に変更等が発生した際にも､引続き団体・事業所等および引受保険会社に
おいてそれぞれ上記に準じ個人情報が取扱われます｡なお､引受保険会社は､今後､変

Ⅶ. 個人情報の取扱いについて
２．骨髄移植術
「骨髄移植術」とは、組織の機能に障がいがある者に対し組織の機能の回復または付

与を目的として骨髄幹細胞を輸注することをいい、末梢血幹細胞移植および臍帯血幹
細胞移植についても骨髄移植とみなします。ただし、移植はヒトからヒトへの同種移植に
限り、異種移植は含みません。

更する場合がありますが､その場合､個人情報は変更後の引受保険会社に提供されま
す｡なお､団体等がこの保険契約の事務を委託する場合には､当該事務の受託会社も団
体等と同様に個人情報を取扱います。
（注）保健医療等の機微（センシティブ）情報については、保険業法施行規則により、

業務の適切な運営の確保その他必要と認められる目的に利用目的が限定さ
れています。
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日本生命保険相互会社

企業保険サービス課

平成24年8月3日
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【総合医療保険（団体型）ご加入のみなさまへ】

(ⅰ) 創傷処理
(ⅱ) 皮膚切開術
(ⅲ) デブリードマン
(ⅳ) 骨、軟骨または関節の非観血的または徒手的な整復術、整復固定術およ

び授動術
(ⅴ) 外耳道異物除去術
(ⅵ) 鼻内異物摘出術
(ⅶ) 抜歯手術

（b）先進医療に該当する診療行為のうち、器具を用い、生体に切断、摘除、修復等

の操作を加える手術。ただし、次に定めるものを除きます。
(ⅰ) 歯、義歯または歯肉の処置に伴う手術

Ⅲ. 給付金をお支払いできない場合等について

１．次のような場合には､給付金のお支払いはできません｡
(1)被保険者が次のいずれかにより支払事由に該当されたとき

・保険契約者もしくはその被保険者の故意または重大な過失によるとき(注1)

・その被保険者の犯罪行為によるとき

・その被保険者の精神障がいの状態を原因とする事故によるとき

・その被保険者の泥酔の状態を原因とする事故によるとき

・その被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転をしている間に生じた

事故によるとき
(ⅱ)（a）において、支払事由に該当する手術から除いているもの
なお、検査、診断、計画、測定、試験、解析、検出、評価および検索を主たる目的
とした診療行為ならびに輸血、注射、点滴、全身的薬剤投与、局所的薬剤投与、
放射線照射および温熱療法による診療行為は含まれません。

(2)次の①に定める骨髄移植術または②に定める骨髄幹細胞の採取術のいずれかを受
けたとき
①（1）の①および②を満たす、医科診療報酬点数表によって輸血料の算定対象として
列挙されている骨髄移植術であること

②別表３に定める病院または診療所における、その被保険者についての加入（増額）
日からその日を含めて１年を経過した日以後に受けた骨髄幹細胞の採取術である
こと

・その被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をして

いる間に生じた事故によるとき

・その被保険者の薬物依存によるとき(注2)

・頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所見のないも

の（原因の如何を問いません。）

（注1)家族特約に加入されている配偶者・こどもが､その主契約の被保険者(給付金

受取人)の故意または重大な過失により支払事由に該当された場合にも､給付

金のお支払いはできません｡
（注2） 「薬物依存」とは、平成6年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項

目中の分類番号F11.2、F12.2、F13.2、F14.2、F15.2、F16.2、F18.2、F19.2に
規定される内容によるものとし、薬物には、モルヒネ、アヘン、コカイン、大麻、

５．手術給付金の支払に関するその他の事項
(1)同一の日に複数回手術を受けた場合（１つの手術を２日以上にわたって受けた場

合には、その手術の開始日をその手術を受けた日とみなします。）
お支払いの対象となる１つの手術についてのみ、手術給付金（２０倍）または手術
給付金（５倍）をお支払いします。
この場合、手術給付金（２０倍）と手術給付金（５倍）のお支払対象となる手術を同
一の日に受けたときには、手術給付金（２０倍）をお支払いします。

(2)一連の手術を受けた場合
お支払いの対象となる同一の手術を複数回受けた場合で、かつ、その手術が医科
診療報酬点数表において一連の治療過程に連続して受けた場合でも手術料が１回
のみ算定されるものとして定められている手術に該当するときは、それらの手術の
うち給付金額の高いいずれか１つの手術についてのみ手術給付金（２０倍）または

精神刺激薬・幻覚薬等を含みます。

(2)入院または手術の原因となる疾病や不慮の事故が加入(増額）日前に生じてい

る場合

※ただし、加入(増額）日からその日を含めて２年を経過した後に入院を開始し、
または手術を受けたときは、その入院または手術は加入(増額）日以後の原因
によるものとみなします。

(3)保険契約者または被保険者が、故意または重大な過失により、引受保険会社

が告知を求めた事項について、告知の際に事実を告げなかったか、または事実

でないことを告げたため、この保険契約の全部またはその被保険者に対する部

分が解除されたとき

(4)保険契約者または被保険者の詐欺により、この保険契約の締結・被保険者の
うち給付金額の高いいずれか１つの手術についてのみ手術給付金（２０倍）または
手術給付金（５倍）をお支払いします。

(3)入院中に保険期間が満了した場合
保険期間中の入院とみなされる場合でも、保険期間満了後の手術については、
お支払いの対象とはなりません。

６．お支払いの対象となる放射線治療について

被保険者が保険期間中に次のすべての条件を満たす放射線治療を受けたときに、放
射線治療給付金をお支払いします。

(1)その被保険者についての加入（増額）日以後に生じた不慮の事故による傷害また
は発病した疾病を直接の原因とする放射線治療であること
(注)被保険者がその被保険者の加入（増額）日前に生じた不慮の事故による傷害ま

加入等が行われたために、この保険契約の全部またはその被保険者に対する

部分が取消されたとき（この場合、すでに払込まれた保険料は払戻しません。）

(5)保険契約者または被保険者が給付金を不法に取得する目的もしくは他人に給

付金を不法に取得させる目的をもって、この保険契約の締結・被保険者の加入

等を行ったために、この保険契約の全部またはその被保険者に対する部分が

無効とされたとき（この場合、すでに払込まれた保険料は払戻しません｡）

(6)保険契約者から保険料の払込みがなくこの保険契約が失効したとき

(7)次のような事由に該当し、この保険契約の全部またはその被保険者に対する部

分が解除されたとき（この場合、その事由が生じたとき以降に発生した給付金の

支払事由については、給付金をお支払いしません。）
たは発病した疾病を直接の原因として放射線治療を受けた場合でも､その被保
険者の加入（増額）日からその日を含めて２年を経過した後に放射線治療を受
けたときは､その放射線治療は加入（増額）日以後の原因によるものとみなします｡

(2)治療を直接の目的とした、病院または診療所における放射線治療であること
病院または診療所とは､別表３に該当するものをいいます｡

(3)次のいずれかの放射線治療であること
①医科診療報酬点数表によって放射線治療料の算定対象として列挙されている施
術（歯科診療報酬点数表によって放射線治療料の算定対象として列挙されてい
る施術については、医科診療報酬点数表においても放射線治療料の算定対象
として列挙されている施術以外は含まれません。）

②先進医療に該当する放射線照射または温熱療法による施術

(4)すでに放射線治療給付金の支払事由に該当している場合

支払事 、給 を 支払 。）

①保険契約者、被保険者または給付金受取人が、給付金を詐取する目的または

他人に詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたとき

②この保険契約の給付金の請求に関し、給付金受取人に詐欺行為（未遂を含み

ます。）があったとき

③保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、次の（ア）～（オ）のいずれか

に該当するとき

（ア）暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含み

ます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以下

「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

（イ）反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与する等の関与を

していると認められること
(4)すでに放射線治療給付金の支払事由に該当している場合

放射線治療給付金が支払われることとなった最後の施術日からその日を含めて
６０日経過後に受けた施術であること

７．放射線治療給付金の支払に関するその他の事項

入院中に保険期間が満了した場合
保険期間中の入院とみなされる場合でも、保険期間満了後の放射線治療については、

お支払いの対象とはなりません。

（ウ）反社会的勢力を不当に利用していると認められること

（エ）反社会的勢力により団体の全部もしくは一部の経営を支配され、またはその

経営に反社会的勢力による実質的な関与を受けていると認められること

（オ）その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら

れること

④上記①②③の他、引受保険会社の保険契約者、被保険者または給付金受取

人に対する信頼を損ない、この保険契約の存続を困難とする上記①②③の

事由と同等の重大な事由があるとき

(8)支払事由に該当された際に､脱退等により被保険者でなくなっているとき

２．次のような場合、給付金を削減してお支払いするかまたは給付金をお支払しない次 うな場合、給付 を削減 お支払 する ま 給付 をお支払 な

ことがあります。
以下のいずれかによって支払事由に該当した被保険者の数の増加が、この保険の
計算の基礎に影響を及ぼすとき

・地震、噴火または津波によるとき

・戦争その他の変乱によるとき
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Ⅳ. 給付金のご請求について

○給付金の支払事由が生じたときは､すみやかに保険契約者へご連絡ください｡
○請求書類は､保険契約者である団体に用意してあります｡保険契約者を経由して当
社へご提出ください｡

○請求書類は､次のとおりです｡
・当社所定の『給付金請求書』
・国内の病院または診療所の場合
－ 当社所定の様式による『入院・手術・３大疾病診断書（証明書）』または所定の

要件を満たした診断書

ただし 入院給付金または手術給付金を請求する場合は 以下の条件に該当

別表２ 対象となる異常分娩
対象となる異常分娩とは、平成6年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目

別表１ 公的医療保険制度
「公的医療保険制度」とは、次のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
１．健康保険法
２．国民健康保険法
３．国家公務員共済組合法
４．地方公務員等共済組合法
５．私立学校教職員共済法
６．船員保険法
７．高齢者の医療の確保に関する法律

ただし、入院給付金または手術給付金を請求する場合は、以下の条件に該当
する場合、『入院・手術・３大疾病診断書（証明書）』に代わり、『治療内容報告書』
と『領収書のコピー』をあわせてご提出いただくことでご請求いただけます。

（１）入院給付金をご請求いただく場合
・入院日数が３０日以下、または給付金額が１０万円以下であること。
・すでに退院していること。
・病気による入院の場合、ご加入（増額）から２年経過後の入院であること。

（２）手術給付金をご請求いただく場合
・受けられた手術が１回のみであること。
・病気による手術の場合、ご加入（増額）から２年経過後の手術であること。

＜以下の場合は当社所定の『入院・手術・３大疾病診断書（証明書）』のご提出が
必要です。＞

先進医療または放射線治療を受けられた場合

対象 なる異常分娩 は、平成 年 月 総務庁告示第 号 定 られた分類項目
中下記のものを伴う分娩とし、分類項目の内容については厚生労働省大臣官房統計情
報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－10（2003年版）準拠」によるものとし
ます。

分類項目 基本分類
コード

妊娠、分娩および産じょく＜褥＞における浮腫、たんぱく＜蛋白＞尿およ
び高血圧性障がい
主として妊娠に関連するその他の母体障がい
胎児および羊膜腔に関連する母体ケアならびに予想される分娩の諸問題
分娩の合併症
分娩（単胎自然分娩（Ｏ80）を除きます。）
主として産じょく＜褥＞に関連する合併症
その他の産科的病態 他に分類されないもの

Ｏ10～Ｏ16

Ｏ20～Ｏ29
Ｏ30～Ｏ48
Ｏ60～Ｏ75
Ｏ81～Ｏ84
Ｏ85～Ｏ92

・先進医療または放射線治療を受けられた場合。
・労災保険や自賠責保険等の対象となり領収証に手術料の記載がない
（健康保険の対象外）が、医科診療報酬点数表で手術料の算定対象とし
て列挙されている手術を受けられた場合。

※なお、ご提出いただいた『治療内容報告書』にて、お支払可否が判断でき
ない場合は、当社所定の『入院・手術・３大疾病診断書（証明書）』をご提出
いただく場合があります。

・不慮の事故を原因とする場合
－ 事故状況報告書
－ 交通事故による場合、自動車安全センター発行の交通事故証明書

（ただし、入院給付金のみのご請求で、入院日数２０日未満かつ退院後の請
求の場合は省略可）

その他の産科的病態、他に分類されないもの Ｏ94～Ｏ99 

別表３ 病院または診療所

「病院または診療所」とは､次の各号のいずれかに該当したものとします｡
(1)医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する

診療所 (患者を入院させるための施設と同等の施設を有する柔道整復師法に定め
る施術所において、四肢における骨折､脱臼､捻挫または打撲に関し施術を受ける
場合には､その施術所を含みます｡)。ただし、手術給付金および放射線治療給付
金については、患者を入院させるための施設を有しないものを含みます。
なお、介護保険法に定める介護老人保健施設および介護老人福祉施設ならびに
老人福祉法に定める老人福祉施設および有料老人ホームは含まれません。

(2)前号の場合と同等の日本国外にある医療施設求の場合は省略可）

・海外の病院または診療所の場合
－ 入院もしくは手術、放射線治療を受けられたとき、海外の医療施設が証明する

診断書 ※診断書の和訳文も添付願います。
－ 不慮の事故を原因とする場合には、不慮の事故であることを証明する書類

＜ご注意＞

○給付金の請求は、支払事由発生の時から３年間をすぎますと、その権利がなくな
ります｡

○ご請求があった場合で､当社が必要と認めたときには事実の確認を行い､また給
付金の請求について当社の指定する医師に診断を行わせることがあります。

Ⅴ 法令等の改正に伴う変更について
別表６ 対象となる先進医療
「先進医療 とは 手術または放射線治療を受けた時点において 平成18年9月12日厚

( )前号 場合 同等 本国外 ある医療施設

別表４ 医科診療報酬点数表
「医科診療報酬点数表」とは、手術または放射線治療を受けた時点において、厚生労
働省告示に基づき定められている医科診療報酬点数表をいいます。

別表５ 歯科診療報酬点数表
「歯科診療報酬点数表」とは、手術または放射線治療を受けた時点において、厚生労働
省告示に基づき定められている歯科診療報酬点数表をいいます。

Ⅵ. 当社からのお願い

この保険契約の支払事由、保険料その他この保険契約の内容（以下「支払事由等」と
いいます。）にかかわる法令等の改正による公的医療保険制度等の改正があり、その
改正がこの保険契約の支払事由等に影響を及ぼすと引受保険会社が認めた場合には、
主務官庁の認可を得て、この保険契約の支払事由等を変更することがあります。

被保険者の改姓・ご家族の異動などの場合には､すみやかに保険契約者を経由して
当社へお知らせください｡

Ⅴ. 法令等の改正に伴う変更について 「先進医療」とは、手術または放射線治療を受けた時点において、平成18年9月12日厚
生労働省告示第495号「厚生労働大臣の定める評価療養及び選定療養」の規定に基づ
き、厚生労働大臣が定める先進医療（先進医療ごとに厚生労働大臣が定める施設基準
に適合する病院または診療所において行われるものに限ります。）をいいます。

備考
１．骨髄幹細胞の採取術
「骨髄幹細胞の採取術」とは、組織の機能に障がいがある者に対して骨髄幹細胞を移

植することを目的とした骨髄からの骨髄幹細胞の採取術をいい、末梢血幹細胞移植に
おける末梢血幹細胞の採取術を含みます。ただし、骨髄幹細胞または末梢血幹細胞の
提供者と受容者が同一人となる自家移植の場合を除きます。

この保険契約の運営にあたっては､保険契約者(以下､団体といいます｡)および団体
所属の事業所等(加盟企業・子会社等を含みます｡以下同じ｡)は加入対象者の個人情
報(氏名・性別・生年月日・健康状態等)を取扱い､団体が保険契約を締結した引受保険
会社へ提出します｡団体・事業所等は､この保険契約の運営において入手する個人情報
を､この保険契約の事務手続きのため使用します｡引受保険会社は受領した個人情報
を各種保険の引受け・継続・維持管理､給付金等の支払い､その他保険に関連・付随す
る業務のため利用し､また､団体・事業所等へその目的の範囲内で提供します｡また､今
後､個人情報に変更等が発生した際にも､引続き団体・事業所等および引受保険会社に
おいてそれぞれ上記に準じ個人情報が取扱われます｡なお､引受保険会社は､今後､変

Ⅶ. 個人情報の取扱いについて
２．骨髄移植術
「骨髄移植術」とは、組織の機能に障がいがある者に対し組織の機能の回復または付

与を目的として骨髄幹細胞を輸注することをいい、末梢血幹細胞移植および臍帯血幹
細胞移植についても骨髄移植とみなします。ただし、移植はヒトからヒトへの同種移植に
限り、異種移植は含みません。

更する場合がありますが､その場合､個人情報は変更後の引受保険会社に提供されま
す｡なお､団体等がこの保険契約の事務を委託する場合には､当該事務の受託会社も団
体等と同様に個人情報を取扱います。
（注）保健医療等の機微（センシティブ）情報については、保険業法施行規則により、

業務の適切な運営の確保その他必要と認められる目的に利用目的が限定さ
れています。
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日本生命保険相互会社

企業保険サービス課

平成24年8月3日
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ご契約の概要について （契約概要）3大疾病保障保険 （団体型）
この「契約概要」は、ご加入の内容等に関する重要な事項のうち、特にご確認いただきたい事項を記載しております。
お申込み前に必ずお読みいただき、内容をご確認・ご了解のうえ、お申込みください。
また、「契約概要」に記載の保障内容等は、概要を示しています。
その他詳細につきましては、「注意喚起情報」等、当パンフレットの該当箇所、ならびに「正しく告知いただくために」を
ご参照ください。

この保険の特徴
●この保険は、団体を契約者とし、その所属員等のうち希望される方にご加入いただく団体保険です。
●保険期間1年の定期保険で、原則として、加入資格を満たすかぎり、更新により継続してご加入いただくことができます。
●ご加入者（被保険者）の所定の3大疾病・死亡に対する保障を確保できます。
●保険料は毎年算出し、更新日から適用します。

しくみ図 （イメージ）

保険期間

主 契 約
＋

家族特約
リビング・ニーズ特約

保険期間：1年

加入日 更新日

更 新

保険期間：1年

更新日 更新日

更 新

保険期間：1年

原則として、加入資
格を満たすかぎり、
更新により継続して
ご加入いただくこと
ができます。

効力発生日～平成31年3月31日まで保険期間

毎年4月1日（保険期間1年で更新）更 新 日

がん・急性心筋梗塞・脳卒中と死亡に
備える保険です。

所定の3大疾病【がん（悪性新生物）・急性心筋梗塞・脳卒中】になられた場合に、
3大疾病保険金を一時金でお受取りになれます。
所定のがん（上皮内新生物等）になられた場合、上皮内新生物診断保険金
（3大疾病保険金の金額の10％）を一時金でお受取りになれます。
死亡された場合、死亡保険金（3大疾病保険金と同額）を一時金で
お受取りになれます。

団体保険としての割引が適用された保険料です。
医師の診査ではなく、健康状態等の告知によるお申込み手続きです。
※告知に関しては、「正しく告知いただくために」をご覧ください。

保障内容に関する詳細や制限事項については、「契約概要」の「主な保障内容」（29ページ）、「注意喚起情
報」の「保険金をお支払いしない主な場合」（33 ～34ページ）および「制度の詳細とその他取扱い」（35 ～
41ページ）を必ずご確認ください。

参照

15～99歳男女の部位別サバイバー5年相対生存率 (2002-2006年追跡例）
胃 結腸 直腸 肝臓 肺 前立腺

96.8% 97.2% 92.7% 38.0% 79.4% 89.2%
63.3% 70.9% 65.5% 25.3% 22.8% 87.4%

男性
0年サバイバー（診断時）

5年サバイバー

胃 結腸 直腸 肝臓 肺 乳房 子宮頸部

96.5% 96.1% 94.4% 38.4% 84.2% 90.5% 95.4%
60.3% 65.3% 66.9% 23.6% 37.0% 87.6% 69.3%

女性
0年サバイバー（診断時）

5年サバイバー

※サバイバー・・・
診断から一定年数後
生存している方をい
います。

※5年サバイバーの5年
生存率・・・
診断から5年後に生存
している方に限って
算出した、その後の5
年間（診断からは合計
10年後）の生存者の
割合です。出典：Long-term survival and conditional survival of cancer patients in Japan using population-based cancer 

registry data. Ito Y, Miyashiro I, Ito H, Hosono S, Chihara D, Nakata-Yamada K, Nakayama M, 
Matsuzaka M, Hattori M, Sugiyama H, Oze I, Tanaka R, Nomura E, Nishino Y, Matsuda T, Ioka A, 
Tsukuma H, Nakayama T; the J-CANSIS Research Group. Cancer Science 2014; 105: 1480-6

■がん部位別5年生存率の状況
がんの“5年生存率（その後の5年間で生存する割合）”は、診断から5年後に生存している方（5年サバイバー）でみると、
診断時よりも高くなる傾向にあります。

■死亡原因の約5割が3大疾病

厚生労働省  ｢平成26年（2014）  人口動態統計（確定数）の概況」
厚生労働省  ｢平成26年（2014）  患者調査の概況」
右記データの疾患は、当保険における保険金の支払事由の対象となる疾患と
異なる場合があります。

死亡原因の約5割ががんをはじめとする
3大疾病で、平均入院日数も約1カ月と
長く、1日あたりの医療費も高額になる
といわれています。

平成26年　死亡者の死亡原因

※「心疾患」は高血圧性を除く心疾患。
老衰
5.9%

肺炎
9.4%

その他
31.3%

がん（悪性新生物）
28.9%

心疾患※
15.5%

脳血管疾患
9.0%
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３大疾病保障保険 ３大疾病保障保険（団体型）

ご契約の概要について （契約概要）3大疾病保障保険 （団体型）
この「契約概要」は、ご加入の内容等に関する重要な事項のうち、特にご確認いただきたい事項を記載しております。
お申込み前に必ずお読みいただき、内容をご確認・ご了解のうえ、お申込みください。
また、「契約概要」に記載の保障内容等は、概要を示しています。
その他詳細につきましては、「注意喚起情報」等、当パンフレットの該当箇所、ならびに「正しく告知いただくために」を
ご参照ください。

この保険の特徴
●この保険は、団体を契約者とし、その所属員等のうち希望される方にご加入いただく団体保険です。
●保険期間1年の定期保険で、原則として、加入資格を満たすかぎり、更新により継続してご加入いただくことができます。
●ご加入者（被保険者）の所定の3大疾病・死亡に対する保障を確保できます。
●保険料は毎年算出し、更新日から適用します。

しくみ図 （イメージ）
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家族特約
リビング・ニーズ特約
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原則として、加入資
格を満たすかぎり、
更新により継続して
ご加入いただくこと
ができます。

効力発生日～平成31年3月31日まで保険期間

毎年4月1日（保険期間1年で更新）更 新 日

がん・急性心筋梗塞・脳卒中と死亡に
備える保険です。

所定の3大疾病【がん（悪性新生物）・急性心筋梗塞・脳卒中】になられた場合に、
3大疾病保険金を一時金でお受取りになれます。
所定のがん（上皮内新生物等）になられた場合、上皮内新生物診断保険金
（3大疾病保険金の金額の10％）を一時金でお受取りになれます。
死亡された場合、死亡保険金（3大疾病保険金と同額）を一時金で
お受取りになれます。

団体保険としての割引が適用された保険料です。
医師の診査ではなく、健康状態等の告知によるお申込み手続きです。
※告知に関しては、「正しく告知いただくために」をご覧ください。

保障内容に関する詳細や制限事項については、「契約概要」の「主な保障内容」（29ページ）、「注意喚起情
報」の「保険金をお支払いしない主な場合」（33 ～34ページ）および「制度の詳細とその他取扱い」（35 ～
41ページ）を必ずご確認ください。
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※サバイバー・・・
診断から一定年数後
生存している方をい
います。

※5年サバイバーの5年
生存率・・・
診断から5年後に生存
している方に限って
算出した、その後の5
年間（診断からは合計
10年後）の生存者の
割合です。出典：Long-term survival and conditional survival of cancer patients in Japan using population-based cancer 

registry data. Ito Y, Miyashiro I, Ito H, Hosono S, Chihara D, Nakata-Yamada K, Nakayama M, 
Matsuzaka M, Hattori M, Sugiyama H, Oze I, Tanaka R, Nomura E, Nishino Y, Matsuda T, Ioka A, 
Tsukuma H, Nakayama T; the J-CANSIS Research Group. Cancer Science 2014; 105: 1480-6

■がん部位別5年生存率の状況
がんの“5年生存率（その後の5年間で生存する割合）”は、診断から5年後に生存している方（5年サバイバー）でみると、
診断時よりも高くなる傾向にあります。

■死亡原因の約5割が3大疾病

厚生労働省  ｢平成26年（2014）  人口動態統計（確定数）の概況」
厚生労働省  ｢平成26年（2014）  患者調査の概況」
右記データの疾患は、当保険における保険金の支払事由の対象となる疾患と
異なる場合があります。

死亡原因の約5割ががんをはじめとする
3大疾病で、平均入院日数も約1カ月と
長く、1日あたりの医療費も高額になる
といわれています。

平成26年　死亡者の死亡原因

※「心疾患」は高血圧性を除く心疾患。
老衰
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がんの“5年生存率（その後の5年間で生存する割合）”は、診断から5年後に生存している方（5年サバイバー）でみると、
診断時よりも高くなる傾向にあります。
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右記データの疾患は、当保険における保険金の支払事由の対象となる疾患と
異なる場合があります。

死亡原因の約5割ががんをはじめとする
3大疾病で、平均入院日数も約1カ月と
長く、1日あたりの医療費も高額になる
といわれています。

平成26年　死亡者の死亡原因
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チェック欄

◆3大疾病（がん・急性心筋梗塞・脳卒中）に備える一時金の保障
◆死亡保障

この保険は、以下のニーズをお持ちの方に適した保険期間１年の商品です。原則として、加入資格を
満たすかぎり、更新により一定期間継続してご加入いただくことができます。

意向確認書
ご自身のニーズ（ご意向）に合致した商品内容であるか、お申込み前に必ずご確認ください。

当パンフレット（「契約概要」・「注意喚起情報」を含みます。）により、この商品が
ご自身のニーズに合致しているかご確認ください。

□保障内容はニーズに合致していますか。
□ご自身が選択された保障額・保険料、および、その他の商品内容はニーズに
合致していますか。

加入日（＊）前を含めて初めてがん（悪性新生物）と診断
確定されたとき（加入日（＊）から90日以内に診断確定
された場合を除く）

加入日（＊）以後の疾病を原因として、急性心筋梗塞を発
病し、次の（1）または（2）に該当したとき
（1）初めて医師の診療を受けた日から60日以上労働の

制限を必要とする状態が継続したと診断されたとき
（2）急性心筋梗塞の治療のための手術を受けたとき

主な保障内容 保障額と保険料
［主契約および家族特約］
●被保険者が保険期間中に次のお支払事由に該当された場合、保険金をお支払いします。

※3大疾病保険金・死亡保険金のいずれかのお支払いがある場合、保障は終了します。
※3大疾病保険金と死亡保険金を重複してお支払いすることはありません。
※上皮内新生物診断保険金をお支払いした後も、3大疾病保険金・死亡保険金はお支払いの対象となります。
※がんの診断確定とは、がんに罹患し医師によって病理組織学的所見（生検）により診断確定されたことをいいます。
※急性心筋梗塞、脳卒中を発病しただけでは支払事由に該当せず、3大疾病保険金はお支払いできません。
※所定の高度障がい状態該当時に死亡保険金にかえてお支払いする高度障がい保険金等の取扱いはありません。
※上皮内新生物診断保険金は1回限りのお支払いとなります。更新する場合も、更新前後を通算して1回限りです。

（＊）その被保険者についてこの保険契約上の責任が開始した日をいい、増額部分について「加入日」を「増額日」と読替えます。

「がん（悪性新生物）」は、「別表1　対象となる悪性新生物」に定める「悪性新生物」をいい、「上皮内新生
物」および「皮膚のその他の悪性新生物（皮膚の悪性黒色腫以外の皮膚の悪性新生物）」は含みません。
「がん（上皮内新生物等）」は、「別表4　対象となる上皮内新生物等」に定める「上皮内新生物」および
「皮膚のその他の悪性新生物（皮膚の悪性黒色腫以外の皮膚の悪性新生物）」をいいます。
「がん」は「がん（悪性新生物）」と「がん（上皮内新生物等）」をあわせたものをいいます。

「がん」の表記
に つ い て

お 支 払 事 由 お 支 払 額

３ 大 疾 病
保 険 金

保 険 金 額

保険金額の10％

保 険 金 額

上皮内新生物
診断保険金

死亡保険金

加入日（＊）以後の疾病を原因として、脳卒中を発病し、
次の（1）または（2）に該当したとき
（1）初めて医師の診療を受けた日から60日以上他覚的

な神経学的後遺症が継続したと診断されたとき
（2）脳卒中の治療のための手術を受けたとき

加入日（＊）前を含めて初めてがん（上皮内新生物等）と診断確定されたとき
（加入日（＊）から90日以内に診断確定された場合を除く）

死亡されたとき

死亡保険金のうち、
保険金の受取人が
指定した保険金額

［リビング・ニーズ特約］

※保険料の追加負担はありません。
※保険金のご請求額はご加入の保険金額内であれば、ご請求時に100万円単位で自由に設定できます。

お 支 払 事 由 お 支 払 額

余命が６カ月以内と判断されるとき
リ ビ ン グ・
ニーズ特約の
特約保険金

保障内容に関する詳細や制限事項については、「注意喚起情報」の「保険金をお支払いしない主な場合」
（33～34ページ）、「制度の詳細とその他取扱い」（35～41ページ）を必ずご確認ください。
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❶がん
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15歳～19歳
Ｈ10．4．2生～Ｈ15．4．1生

20歳～24歳
Ｈ　5．4．2生～Ｈ10．4．1生

25歳～29歳
Ｓ63．4．2生～Ｈ　5．4．1生

30歳～34歳
Ｓ58．4．2生～Ｓ63．4．1生

35歳～39歳
Ｓ53．4．2生～Ｓ58．4．1生

40歳～44歳
Ｓ48．4．2生～Ｓ53．4．1生

45歳～49歳
Ｓ43．4．2生～Ｓ48．4．1生

50歳～54歳
Ｓ38．4．2生～Ｓ43．4．1生

55歳～59歳
Ｓ33．4．2生～Ｓ38．4．1生

60歳～64歳
Ｓ28．4．2生～Ｓ33．4．1生

65歳～66歳
Ｓ26．4．2生～Ｓ28．4．1生

1,105

950

1,245

1,090

1,300

1,320

1,465

1,810

2,065

2,715

2,840

3,735

4,340

4,830

6,520

6,160

10,150

7,460

15,755

9,550

24,365

13,425

＊満62歳～満６６歳の方は新規加入いただけません。

884

760

996

872

1,040

1,056

1,172

1,448

1,652

2,172

2,272

2,988

3,472

3,864

5,216

4,928

8,120

5,968

12,604

7,640

19,492

10,740

663

570

747

654

780

792

879

1,086

1,239

1,629

1,704

2,241

2,604

2,898

3,912

3,696

6,090

4,476

9,453

5,730

14,619

8,055

442

380

498

436

520

528

586

724

826

1,086

1,136

1,494

1,736

1,932

2,608

2,464

4,060

2,984

6,302

3,820

9,746

5,370

221

190

249

218

260

264

293

362

413

543

568

747

868

966

1,304

1,232

2,030

1,492

3,151

1,910

4,873

2,685

対　　　象

コース

死亡保険金・３大疾病保険金

上皮内新生物診断保険金

（保険料の単位：円）

本 人 ・ 配 偶 者

＊
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３
大
疾
病
保
障
保
険

ご契約の概要について （契約概要）3大疾病保障保険 （団体型）
この「契約概要」は、ご加入の内容等に関する重要な事項のうち、特にご確認いただきたい事項を記載しております。
お申込み前に必ずお読みいただき、内容をご確認・ご了解のうえ、お申込みください。
また、「契約概要」に記載の保障内容等は、概要を示しています。
その他詳細につきましては、「注意喚起情報」等、当パンフレットの該当箇所、ならびに「正しく告知いただくために」を
ご参照ください。

この保険の特徴
●この保険は、団体を契約者とし、その所属員等のうち希望される方にご加入いただく団体保険です。
●保険期間1年の定期保険で、原則として、加入資格を満たすかぎり、更新により継続してご加入いただくことができます。
●ご加入者（被保険者）の所定の3大疾病・死亡に対する保障を確保できます。
●保険料は毎年算出し、更新日から適用します。

しくみ図 （イメージ）

保険期間

主 契 約
＋

家族特約
リビング・ニーズ特約

保険期間：1年

加入日 更新日

更 新

保険期間：1年

更新日 更新日

更 新

保険期間：1年

原則として、加入資
格を満たすかぎり、
更新により継続して
ご加入いただくこと
ができます。

効力発生日～平成31年3月31日まで保険期間

毎年4月1日（保険期間1年で更新）更 新 日

がん・急性心筋梗塞・脳卒中と死亡に
備える保険です。

所定の3大疾病【がん（悪性新生物）・急性心筋梗塞・脳卒中】になられた場合に、
3大疾病保険金を一時金でお受取りになれます。
所定のがん（上皮内新生物等）になられた場合、上皮内新生物診断保険金
（3大疾病保険金の金額の10％）を一時金でお受取りになれます。
死亡された場合、死亡保険金（3大疾病保険金と同額）を一時金で
お受取りになれます。

団体保険としての割引が適用された保険料です。
医師の診査ではなく、健康状態等の告知によるお申込み手続きです。
※告知に関しては、「正しく告知いただくために」をご覧ください。

保障内容に関する詳細や制限事項については、「契約概要」の「主な保障内容」（29ページ）、「注意喚起情
報」の「保険金をお支払いしない主な場合」（33 ～34ページ）および「制度の詳細とその他取扱い」（35 ～
41ページ）を必ずご確認ください。

参照

15～99歳男女の部位別サバイバー5年相対生存率 (2002-2006年追跡例）
胃 結腸 直腸 肝臓 肺 前立腺

96.8% 97.2% 92.7% 38.0% 79.4% 89.2%
63.3% 70.9% 65.5% 25.3% 22.8% 87.4%

男性
0年サバイバー（診断時）

5年サバイバー

胃 結腸 直腸 肝臓 肺 乳房 子宮頸部

96.5% 96.1% 94.4% 38.4% 84.2% 90.5% 95.4%
60.3% 65.3% 66.9% 23.6% 37.0% 87.6% 69.3%

女性
0年サバイバー（診断時）

5年サバイバー

※サバイバー・・・
診断から一定年数後
生存している方をい
います。

※5年サバイバーの5年
生存率・・・
診断から5年後に生存
している方に限って
算出した、その後の5
年間（診断からは合計
10年後）の生存者の
割合です。出典：Long-term survival and conditional survival of cancer patients in Japan using population-based cancer 

registry data. Ito Y, Miyashiro I, Ito H, Hosono S, Chihara D, Nakata-Yamada K, Nakayama M, 
Matsuzaka M, Hattori M, Sugiyama H, Oze I, Tanaka R, Nomura E, Nishino Y, Matsuda T, Ioka A, 
Tsukuma H, Nakayama T; the J-CANSIS Research Group. Cancer Science 2014; 105: 1480-6

■がん部位別5年生存率の状況
がんの“5年生存率（その後の5年間で生存する割合）”は、診断から5年後に生存している方（5年サバイバー）でみると、
診断時よりも高くなる傾向にあります。

■死亡原因の約5割が3大疾病

厚生労働省  ｢平成26年（2014）  人口動態統計（確定数）の概況」
厚生労働省  ｢平成26年（2014）  患者調査の概況」
右記データの疾患は、当保険における保険金の支払事由の対象となる疾患と
異なる場合があります。

死亡原因の約5割ががんをはじめとする
3大疾病で、平均入院日数も約1カ月と
長く、1日あたりの医療費も高額になる
といわれています。

平成26年　死亡者の死亡原因

※「心疾患」は高血圧性を除く心疾患。
老衰
5.9%

肺炎
9.4%

その他
31.3%

がん（悪性新生物）
28.9%

心疾患※
15.5%

脳血管疾患
9.0%

加入日（＊）前を含めて初めてがん（悪性新生物）と診断
確定されたとき（加入日（＊）から90日以内に診断確定
された場合を除く）

加入日（＊）以後の疾病を原因として、急性心筋梗塞を発
病し、次の（1）または（2）に該当したとき
（1）初めて医師の診療を受けた日から60日以上労働の

制限を必要とする状態が継続したと診断されたとき
（2）急性心筋梗塞の治療のための手術を受けたとき

主な保障内容 保障額と保険料
［主契約および家族特約］
●被保険者が保険期間中に次のお支払事由に該当された場合、保険金をお支払いします。

※3大疾病保険金・死亡保険金のいずれかのお支払いがある場合、保障は終了します。
※3大疾病保険金と死亡保険金を重複してお支払いすることはありません。
※上皮内新生物診断保険金をお支払いした後も、3大疾病保険金・死亡保険金はお支払いの対象となります。
※がんの診断確定とは、がんに罹患し医師によって病理組織学的所見（生検）により診断確定されたことをいいます。
※急性心筋梗塞、脳卒中を発病しただけでは支払事由に該当せず、3大疾病保険金はお支払いできません。
※所定の高度障がい状態該当時に死亡保険金にかえてお支払いする高度障がい保険金等の取扱いはありません。
※上皮内新生物診断保険金は1回限りのお支払いとなります。更新する場合も、更新前後を通算して1回限りです。

（＊）その被保険者についてこの保険契約上の責任が開始した日をいい、増額部分について「加入日」を「増額日」と読替えます。

「がん（悪性新生物）」は、「別表1　対象となる悪性新生物」に定める「悪性新生物」をいい、「上皮内新生
物」および「皮膚のその他の悪性新生物（皮膚の悪性黒色腫以外の皮膚の悪性新生物）」は含みません。
「がん（上皮内新生物等）」は、「別表4　対象となる上皮内新生物等」に定める「上皮内新生物」および
「皮膚のその他の悪性新生物（皮膚の悪性黒色腫以外の皮膚の悪性新生物）」をいいます。
「がん」は「がん（悪性新生物）」と「がん（上皮内新生物等）」をあわせたものをいいます。

「がん」の表記
に つ い て

お 支 払 事 由 お 支 払 額

３ 大 疾 病
保 険 金

保 険 金 額

保険金額の10％

保 険 金 額

上皮内新生物
診断保険金

死亡保険金

加入日（＊）以後の疾病を原因として、脳卒中を発病し、
次の（1）または（2）に該当したとき
（1）初めて医師の診療を受けた日から60日以上他覚的

な神経学的後遺症が継続したと診断されたとき
（2）脳卒中の治療のための手術を受けたとき

加入日（＊）前を含めて初めてがん（上皮内新生物等）と診断確定されたとき
（加入日（＊）から90日以内に診断確定された場合を除く）

死亡されたとき

死亡保険金のうち、
保険金の受取人が
指定した保険金額

［リビング・ニーズ特約］

※保険料の追加負担はありません。
※保険金のご請求額はご加入の保険金額内であれば、ご請求時に100万円単位で自由に設定できます。

お 支 払 事 由 お 支 払 額

余命が６カ月以内と判断されるとき
リ ビ ン グ・
ニーズ特約の
特約保険金

保障内容に関する詳細や制限事項については、「注意喚起情報」の「保険金をお支払いしない主な場合」
（33～34ページ）、「制度の詳細とその他取扱い」（35～41ページ）を必ずご確認ください。

参照

❶がん
（悪性新生物）

❷急性心筋梗塞

❸脳卒中

月

払

保

険

料
（

概

算

）

満

年

齢

性

別 500万円

50万円
400万円

40万円
300万円

30万円
200万円

20万円
100万円

10万円

A B C D E

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

15歳～19歳
Ｈ10．4．2生～Ｈ15．4．1生

20歳～24歳
Ｈ　5．4．2生～Ｈ10．4．1生

25歳～29歳
Ｓ63．4．2生～Ｈ　5．4．1生

30歳～34歳
Ｓ58．4．2生～Ｓ63．4．1生

35歳～39歳
Ｓ53．4．2生～Ｓ58．4．1生

40歳～44歳
Ｓ48．4．2生～Ｓ53．4．1生

45歳～49歳
Ｓ43．4．2生～Ｓ48．4．1生

50歳～54歳
Ｓ38．4．2生～Ｓ43．4．1生

55歳～59歳
Ｓ33．4．2生～Ｓ38．4．1生

60歳～64歳
Ｓ28．4．2生～Ｓ33．4．1生

65歳～66歳
Ｓ26．4．2生～Ｓ28．4．1生

1,105

950

1,245

1,090

1,300

1,320

1,465

1,810

2,065

2,715

2,840

3,735

4,340

4,830

6,520

6,160

10,150

7,460

15,755

9,550

24,365

13,425

＊満62歳～満６６歳の方は新規加入いただけません。

884

760

996

872

1,040

1,056

1,172

1,448

1,652

2,172

2,272

2,988

3,472

3,864

5,216

4,928

8,120

5,968

12,604

7,640

19,492

10,740

663

570

747

654

780

792

879

1,086

1,239

1,629

1,704

2,241

2,604

2,898

3,912

3,696

6,090

4,476

9,453

5,730

14,619

8,055

442

380

498

436

520

528

586

724

826

1,086

1,136

1,494

1,736

1,932

2,608

2,464

4,060

2,984

6,302

3,820

9,746

5,370

221

190

249

218

260

264

293

362

413

543

568

747

868

966

1,304

1,232

2,030

1,492

3,151

1,910

4,873

2,685

対　　　象

コース

死亡保険金・３大疾病保険金

上皮内新生物診断保険金

（保険料の単位：円）

本 人 ・ 配 偶 者

＊
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保障額と保険料

【在職者】

月

払

保

険

料
（

概

算

）

満

年

齢

性

別 500万円

50万円
400万円

40万円
300万円

30万円
200万円

20万円
100万円

10万円

A B C D E

男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性

15歳～19歳
Ｈ10．4．2生～Ｈ15．4．1生

20歳～24歳
Ｈ　5．4．2生～Ｈ10．4．1生

25歳～29歳
Ｓ63．4．2生～Ｈ　5．4．1生

30歳～34歳
Ｓ58．4．2生～Ｓ63．4．1生

35歳～39歳
Ｓ53．4．2生～Ｓ58．4．1生

40歳～44歳
Ｓ48．4．2生～Ｓ53．4．1生

45歳～49歳
Ｓ43．4．2生～Ｓ48．4．1生

50歳～54歳
Ｓ38．4．2生～Ｓ43．4．1生

55歳～59歳
Ｓ33．4．2生～Ｓ38．4．1生

60歳～64歳
Ｓ28．4．2生～Ｓ33．4．1生

65歳～66歳
Ｓ26．4．2生～Ｓ28．4．1生

1,105
950

1,245
1,090
1,300
1,320
1,465
1,810
2,065
2,715
2,840
3,735
4,340
4,830
6,520
6,160
10,150
7,460
15,755
9,550
24,365
13,425

＊満62歳～満６６歳の方は新規加入いただけません。

884
760
996
872

1,040
1,056
1,172
1,448
1,652
2,172
2,272
2,988
3,472
3,864
5,216
4,928
8,120
5,968
12,604
7,640
19,492
10,740

663
570
747
654
780
792
879

1,086
1,239
1,629
1,704
2,241
2,604
2,898
3,912
3,696
6,090
4,476
9,453
5,730
14,619
8,055

442
380
498
436
520
528
586
724
826

1,086
1,136
1,494
1,736
1,932
2,608
2,464
4,060
2,984
6,302
3,820
9,746
5,370

221
190
249
218
260
264
293
362
413
543
568
747
868
966

1,304
1,232
2,030
1,492
3,151
1,910
4,873
2,685

対　　　象

コース

死亡保険金・３大疾病保険金

上皮内新生物診断保険金

（保険料の単位：円）

本 人 ・ 配 偶 者

＊

●当パンフレットにおける年齢は満年齢で記載しております。
※「満年齢」とは、更新日時点での被保険者の年齢を満年齢で計算し、1年未満の端数については切捨てて計算し
た年齢をいいます。

●在職者の保険料は毎月の給与から控除します。（第1回目は4月給与から）
●退職者の保険料は1年ごとに所定の口座から振替えます。
●上記および右記は概算保険料です。正規保険料は申込締切後に算出し、効力発生日（平成30年4月1日）から適
用します。
保険料は毎年の更新日に再計算し適用します。年齢が上がり、次の年齢群団へ移る方が同額の保険金額で更新
された場合、通常、更新後の保険料は更新前より高くなります。

月
払
保
険
料（
概
算
）

満
年
齢

性

別 500万円

50万円
400万円

40万円
300万円

30万円
200万円

20万円
100万円

10万円

A B C D E

男性
女性
男性
女性

15歳～19歳
Ｈ10．4．2生～Ｈ15．4．1生

20歳～22歳
Ｈ　7．4．2生～Ｈ10．4．1生

1,105
950

1,245
1,090

884
760
996
872

663
570
747
654

442
380
498
436

221
190
249
218

対　　　象

コース

死亡保険金・３大疾病保険金

上皮内新生物診断保険金

（保険料の単位：円）

こ ど も

【退職者】

年
一
括

払

保

険

料
（

概

算

）

満

年

齢

性

別 500万円

50万円
400万円

40万円
300万円

30万円
200万円

20万円
100万円

10万円

A B C D E

男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性

15歳～19歳
Ｈ10．4．2生～Ｈ15．4．1生

20歳～24歳
Ｈ　5．4．2生～Ｈ10．4．1生

25歳～29歳
Ｓ63．4．2生～Ｈ　5．4．1生

30歳～34歳
Ｓ58．4．2生～Ｓ63．4．1生

35歳～39歳
Ｓ53．4．2生～Ｓ58．4．1生

40歳～44歳
Ｓ48．4．2生～Ｓ53．4．1生

45歳～49歳
Ｓ43．4．2生～Ｓ48．4．1生

50歳～54歳
Ｓ38．4．2生～Ｓ43．4．1生

55歳～59歳
Ｓ33．4．2生～Ｓ38．4．1生

60歳～64歳
Ｓ28．4．2生～Ｓ33．4．1生

65歳～69歳
Ｓ23．4．2生～Ｓ28．4．1生

70歳
Ｓ22．4．2生～Ｓ23．4．1生

71歳
Ｓ21．4．2生～Ｓ22．4．1生

12,862
11,058
14,491
12,687
15,132
15,364
17,052
21,068
24,036
31,602
33,057
43,475
50,517
56,221
75,892
71,702
118,146
86,834
183,388
111,162
283,608
156,267
367,009
191,012
399,426
202,012

10,289
8,846
11,593
10,150
12,105
12,291
13,642
16,854
19,229
25,282
26,446
34,780
40,414
44,976
60,714
57,361
94,516
69,467
146,710
88,929
226,886
125,013
293,607
152,809
319,541
161,609

7,717
6,634
8,695
7,612
9,079
9,218
10,231
12,641
14,421
18,961
19,834
26,085
30,310
33,732
45,535
43,021
70,887
52,100
110,032
66,697
170,165
93,760
220,205
114,607
239,655
121,207

5,144
4,423
5,796
5,075
6,052
6,145
6,821
8,427
9,614
12,641
13,223
17,390
20,207
22,488
30,357
28,680
47,258
34,733
73,355
44,464
113,443
62,506
146,803
76,404
159,770
80,804

2,572
2,211
2,898
2,537
3,026
3,072
3,410
4,213
4,807
6,320
6,611
8,695
10,103
11,244
15,178
14,340
23,629
17,366
36,677
22,232
56,721
31,253
73,401
38,202
79,885
40,402

対　　　象

コース

死亡保険金・３大疾病保険金

上皮内新生物診断保険金

（保険料の単位：円）

本 人 ・ 配 偶 者

年
一括
払
保
険
料（
概
算
）

満
年
齢

性

別 500万円

50万円
400万円

40万円
300万円

30万円
200万円

20万円
100万円

10万円

A B C D E

男性
女性
男性
女性

15歳～19歳
Ｈ10．4．2生～Ｈ15．4．1生

20歳～24歳
Ｈ　7．4．2生～Ｈ10．4．1生

12,862
11,058
14,491
12,687

10,289
8,846
11,593
10,150

7,717
6,634
8,695
7,612

5,144
4,423
5,796
5,075

2,572
2,211
2,898
2,537

対　　　象

コース

死亡保険金・３大疾病保険金

上皮内新生物診断保険金

（保険料の単位：円）

こ ど も
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３
大
疾
病
保
障
保
険

保障額と保険料

【在職者】

月

払

保

険

料
（

概

算

）

満

年

齢

性

別 500万円

50万円
400万円

40万円
300万円

30万円
200万円

20万円
100万円

10万円

A B C D E

男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性

15歳～19歳
Ｈ10．4．2生～Ｈ15．4．1生

20歳～24歳
Ｈ　5．4．2生～Ｈ10．4．1生

25歳～29歳
Ｓ63．4．2生～Ｈ　5．4．1生

30歳～34歳
Ｓ58．4．2生～Ｓ63．4．1生

35歳～39歳
Ｓ53．4．2生～Ｓ58．4．1生

40歳～44歳
Ｓ48．4．2生～Ｓ53．4．1生

45歳～49歳
Ｓ43．4．2生～Ｓ48．4．1生

50歳～54歳
Ｓ38．4．2生～Ｓ43．4．1生

55歳～59歳
Ｓ33．4．2生～Ｓ38．4．1生

60歳～64歳
Ｓ28．4．2生～Ｓ33．4．1生

65歳～66歳
Ｓ26．4．2生～Ｓ28．4．1生

1,105
950

1,245
1,090
1,300
1,320
1,465
1,810
2,065
2,715
2,840
3,735
4,340
4,830
6,520
6,160
10,150
7,460
15,755
9,550
24,365
13,425

＊満62歳～満６６歳の方は新規加入いただけません。

884
760
996
872

1,040
1,056
1,172
1,448
1,652
2,172
2,272
2,988
3,472
3,864
5,216
4,928
8,120
5,968
12,604
7,640
19,492
10,740

663
570
747
654
780
792
879

1,086
1,239
1,629
1,704
2,241
2,604
2,898
3,912
3,696
6,090
4,476
9,453
5,730
14,619
8,055

442
380
498
436
520
528
586
724
826

1,086
1,136
1,494
1,736
1,932
2,608
2,464
4,060
2,984
6,302
3,820
9,746
5,370

221
190
249
218
260
264
293
362
413
543
568
747
868
966

1,304
1,232
2,030
1,492
3,151
1,910
4,873
2,685

対　　　象

コース

死亡保険金・３大疾病保険金

上皮内新生物診断保険金

（保険料の単位：円）

本 人 ・ 配 偶 者

＊

●当パンフレットにおける年齢は満年齢で記載しております。
※「満年齢」とは、更新日時点での被保険者の年齢を満年齢で計算し、1年未満の端数については切捨てて計算し
た年齢をいいます。

●在職者の保険料は毎月の給与から控除します。（第1回目は4月給与から）
●退職者の保険料は1年ごとに所定の口座から振替えます。
●上記および右記は概算保険料です。正規保険料は申込締切後に算出し、効力発生日（平成30年4月1日）から適
用します。
保険料は毎年の更新日に再計算し適用します。年齢が上がり、次の年齢群団へ移る方が同額の保険金額で更新
された場合、通常、更新後の保険料は更新前より高くなります。

月
払
保
険
料（
概
算
）

満
年
齢

性

別 500万円

50万円
400万円

40万円
300万円

30万円
200万円

20万円
100万円

10万円

A B C D E

男性
女性
男性
女性

15歳～19歳
Ｈ10．4．2生～Ｈ15．4．1生

20歳～22歳
Ｈ　7．4．2生～Ｈ10．4．1生

1,105
950

1,245
1,090

884
760
996
872

663
570
747
654

442
380
498
436

221
190
249
218

対　　　象

コース

死亡保険金・３大疾病保険金

上皮内新生物診断保険金

（保険料の単位：円）

こ ど も

【退職者】

年
一
括

払

保

険

料
（

概

算

）

満

年

齢

性

別 500万円

50万円
400万円

40万円
300万円

30万円
200万円

20万円
100万円

10万円

A B C D E

男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性
男性
女性

15歳～19歳
Ｈ10．4．2生～Ｈ15．4．1生

20歳～24歳
Ｈ　5．4．2生～Ｈ10．4．1生

25歳～29歳
Ｓ63．4．2生～Ｈ　5．4．1生

30歳～34歳
Ｓ58．4．2生～Ｓ63．4．1生

35歳～39歳
Ｓ53．4．2生～Ｓ58．4．1生

40歳～44歳
Ｓ48．4．2生～Ｓ53．4．1生

45歳～49歳
Ｓ43．4．2生～Ｓ48．4．1生

50歳～54歳
Ｓ38．4．2生～Ｓ43．4．1生

55歳～59歳
Ｓ33．4．2生～Ｓ38．4．1生

60歳～64歳
Ｓ28．4．2生～Ｓ33．4．1生

65歳～69歳
Ｓ23．4．2生～Ｓ28．4．1生

70歳
Ｓ22．4．2生～Ｓ23．4．1生

71歳
Ｓ21．4．2生～Ｓ22．4．1生

12,862
11,058
14,491
12,687
15,132
15,364
17,052
21,068
24,036
31,602
33,057
43,475
50,517
56,221
75,892
71,702
118,146
86,834
183,388
111,162
283,608
156,267
367,009
191,012
399,426
202,012

10,289
8,846
11,593
10,150
12,105
12,291
13,642
16,854
19,229
25,282
26,446
34,780
40,414
44,976
60,714
57,361
94,516
69,467
146,710
88,929
226,886
125,013
293,607
152,809
319,541
161,609

7,717
6,634
8,695
7,612
9,079
9,218
10,231
12,641
14,421
18,961
19,834
26,085
30,310
33,732
45,535
43,021
70,887
52,100
110,032
66,697
170,165
93,760
220,205
114,607
239,655
121,207

5,144
4,423
5,796
5,075
6,052
6,145
6,821
8,427
9,614
12,641
13,223
17,390
20,207
22,488
30,357
28,680
47,258
34,733
73,355
44,464
113,443
62,506
146,803
76,404
159,770
80,804

2,572
2,211
2,898
2,537
3,026
3,072
3,410
4,213
4,807
6,320
6,611
8,695
10,103
11,244
15,178
14,340
23,629
17,366
36,677
22,232
56,721
31,253
73,401
38,202
79,885
40,402

対　　　象

コース

死亡保険金・３大疾病保険金

上皮内新生物診断保険金

（保険料の単位：円）

本 人 ・ 配 偶 者

年
一括
払
保
険
料（
概
算
）

満
年
齢

性

別 500万円

50万円
400万円

40万円
300万円

30万円
200万円

20万円
100万円

10万円

A B C D E

男性
女性
男性
女性

15歳～19歳
Ｈ10．4．2生～Ｈ15．4．1生

20歳～24歳
Ｈ　7．4．2生～Ｈ10．4．1生

12,862
11,058
14,491
12,687

10,289
8,846
11,593
10,150

7,717
6,634
8,695
7,612

5,144
4,423
5,796
5,075

2,572
2,211
2,898
2,537

対　　　象

コース

死亡保険金・３大疾病保険金

上皮内新生物診断保険金

（保険料の単位：円）

こ ど も
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加入資格
●以下の加入資格の他、「申込書兼告知書」に記載の内容を十分ご確認のうえ、お申込みください。以下の年齢は
効力発生日現在の年齢です。

配当金
●この保険契約には、お払込みいただいた保険料に対する配当
金はありません。

加入資格
●以下の加入資格の他、「申込書兼告知書」に記載の内容（ウェ
ブお手続き対象の方は、専用ウェブサイトに記載の内容）を十
分ご確認のうえ、お申込みください。以下の年齢は効力発生日
現在の年齢です。

脱退による払戻金
●この保険契約には、被保険者が脱退された場合の払戻金はあ
りません。

制度運営および引受保険会社
●当制度は大塚ホールディングス株式会社が生命保険会社と更
新時点の約款に基づき締結した家族特約付リビング・ニーズ特
約付3大疾病保障保険（団体型）契約に基づいて運営します。
[引受保険会社]　日本生命保険相互会社

受取人
●3大疾病保険金、上皮内新生物診断保険金、リビング・ニーズ
特約の特約保険金の受取人について：
被保険者が本人・配偶者の場合、被保険者ご自身です。
被保険者がこどもの場合、本人です。
●死亡保険金の受取人について：
被保険者が本人の場合、本人の配偶者・こども・孫・父母・ 祖父
母・兄弟姉妹から選択できます。
被保険者が配偶者・こどもの場合、本人です。

【退職後の継続加入について】
●本人は、退職時に加入していた保障額と同額もしくはそれ以
下の保障額で、退職後も年齢満71歳まで継続加入すること
ができます。
●配偶者は、本人が退職後も継続して加入する場合には、それま
でと同額もしくはそれ以下の保障額で、年齢満71歳まで継続
加入することができます。
●こどもは、本人が退職後も継続して加入する場合には、それま
でと同額もしくはそれ以下の保障額で、年齢満22歳まで継
続加入することができます。
※本人が退職後、本人・配偶者・こどもの新規加入・増額はでき
ません。

指定代理請求人によるご請求
●被保険者が保険金の受取人の場合で、保険金の受取人が保険
金をご請求できないときに、あらかじめ指定した指定代理請求
人が団体を経由してご請求を行うことができます。
●被保険者は、あらかじめ指定代理請求人を指定ください。
●指定代理請求の内容は、次のとおりです。

●被保険者は、上記指定代理請求人の範囲内で、指定代理請求人
を変更することができます。
●被保険者は、指定代理請求人を指定されている場合、お支払事由
および代理請求できる旨を指定代理請求人に伝えてください。
●指定代理請求人をご指定の場合、3大疾病保険金、上皮内新生
物診断保険金、リビング・ニーズ特約の特約保険金とも同一
のご指定となります。
●本人が指定代理請求人を指定された場合は、配偶者についても
同時に指定があったものとし、その場合の指定代理請求人は本
人となります。なお、こどもは指定代理請求人を指定できません。
●指定代理請求人として保険金をご請求できない場合がありま
す。故意に保険金の支払事由を生じさせた方、または故意に
保険金の受取人を請求できない状態にした方は、指定代理
請求人として保険金をご請求できません。
●保険金を指定代理請求人にお支払いした場合、その後、重複
してその保険金をご請求いただいてもお支払いできません。

（1）一旦加入すれば、その後病気になられても、原則として、
加入資格を満たすかぎり同額もしくはそれ以下の保障
額で継続加入できます。

（2）本人としての加入資格を有する配偶者は、本人としてご加
入ください。（同一人が本人、配偶者の二つの資格で二重
に加入することはできません。）
ご夫婦とも本人としての加入資格がある場合は、本人・配
偶者として重複加入はできません。それぞれ本人としてご
加入ください。

（3）配偶者・こどものみで加入することはできません。
（4）配偶者・こどもは、本人と同額もしくはそれ以下の保障

額でお申込みください。
（5）保険期間中に本人に対する3大疾病保険金が支払われ

た場合や、本人が死亡された場合または脱退された場
合は、配偶者・こどもも自動的に脱退となります。

（6）本人が上記加入資格を失われた場合には、年齢によらずこ
の保険契約からの脱退手続きが必要です。

（7）被保険者が余命6カ月以内と判断されることを保険契
約者または被保険者が申込時に知っていた場合、その被
保険者にはリビング・ニーズ特約の効力は生じません。

!
ご注意

役員・従業員（正社員・契約社員）・顧問の方
●新規加入・増額は、年齢満15歳以上満61歳以下
の方。

●継続加入は、年齢満66歳以下の方。

役員・従業員（正社員・契約社員）・顧問の配偶者の方
●新規加入・増額は、年齢満16歳以上満61歳以下
の方。

●継続加入は、年齢満66歳以下の方。

役員・従業員（正社員・契約社員）・顧問の扶養する
こども（＊）で年齢満15歳以上満22歳以下の方。
ただし、加入資格のあるこどもが2名以上いる場合
は、全員ご加入ください。
この場合、保障額は同一となります。
（＊）健康保険法に定める被扶養者の範囲のうち子
　　に関する規定を準用します。

本 人

配偶者

こども

保険金の受取人が保険金をご請求できない
次の事情があるとき、代理請求できます。
●保険金のご請求を行う意思表示が困難で
あると引受保険会社が認めた場合
●引受保険会社が認める傷病名を知らされ
ていない場合
●その他保険金をご請求できない特別な事
情があると引受保険会社が認めた場合

以下の範囲内で1名を指定代理請求人に指
定できます。
①被保険者と次の関係にある人
　（ア）戸籍上の配偶者
　（イ）直系血族
　（ウ）兄弟姉妹
　（エ）同居または生計を一にしている被保
　　　険者の3親等内の親族
②上記のほか、被保険者と次の関係にある人
で、当社が認めた人
　（オ）同居または生計を一にしている人
　（カ）財産管理を行っている人
　（キ）死亡保険金受取人
　（ク）上記（オ）～（キ）と同等の関係にある人
なお、保険金のご請求時においても、この範
囲内であることを要します。

代理請求
で き る
場 合

指定代理
請求人の
範 囲

●3大疾病保険金
●上皮内新生物診断保険金
●リビング・ニーズ特約の特約保険金

代理請求
で き る
保 険 金

「ご相談窓口・指定紛争解決機関」につきましては、裏表紙を
ご確認ください。

特にご注意いただきたい事項について
（注意喚起情報）
３大疾病保障保険 （団体型）

この「注意喚起情報」は、ご加入（＊）のお申込みに際して特にご注意いただきたい事項を記載しております。
お申込み前に必ずお読みいただき、内容をご確認・ご了解のうえ、お申込みください。また、お支払事由等お
よび制限事項の詳細やご契約の内容に関する事項その他詳細につきましては、「契約概要」等、当パンフ
レットの該当箇所、ならびに「正しく告知いただくために」をご参照ください。なお、保険金をお支払いする場
合、お支払いしない場合の詳細は、「制度の詳細とその他取扱い」に記載しておりますのでご確認ください。
（＊）保険金額を増額する場合、増額部分については、「ご加入」を「増額」、「加入日」を「増額日」と読替えます。
ウェブお手続きの方は、専用ウェブサイトにて告知およびお申込み手続きをしてください。

クーリング･オフ
●この保険契約は、団体を契約者とする保険契約であ
り、ご加入（＊）のお申込みにはクーリング・オフの適
用はありません。

告知に関する重要事項
告知の義務
●健康状態等について、被保険者となられる方ご本人
が事実のありのままを、正確にもれなく告知してく
ださい。（これを告知義務といいます。）
傷病歴等があった場合でも、全てのご加入（＊）のお申
込みをお断りするものではありません。
●引受保険会社の職員（営業職員・コールセンター担当
者等）、団体事務担当者等に口頭でお伝えまたは資料
提示されただけでは告知いただいたことになりませ
ん。必ず指定された書面（「申込書兼告知書」等）にて
告知してください。

正しく告知いただけない場合の取扱い
●告知義務に違反された場合は、ご加入（＊）を解除さ
せていただき、保険金をお支払いできないことがあ
ります。

告知内容等の確認
●後日、保険金をご請求の際に、告知内容等を確認さ
せていただくことがあります。

責任開始期
●引受保険会社がご加入（＊）を承諾した場合、平成
30年4月1日〈加入日（＊）〉から保険契約上の責任を
負います。
ただし、被保険者の数が引受保険会社の定める数に
満たない場合は、保険契約は効力を発生しません。
（更新できません。）

高度障がい保険金等について
●この保険には、所定の高度障がい状態該当時に死亡
保険金にかえてお支払いする高度障がい保険金等
の取扱いはありません。

保険金をお支払いしない主な場合

●引受保険会社の職員（営業職員・コールセンター担
当者等）には、ご加入（＊）を承諾する権限がありま
せん。

「正しく告知いただくために」にて必ず詳細
をご確認ください。参照

この保険契約から脱退いただく場合

保険金をお支払いしない主な場合（続き）

●本人が加入資格を失われた場合には、本人は保険期
間の途中であってもその日にこの保険契約から脱退
となります。
●配偶者・こどもが加入されている場合、配偶者は次の
①または②に定める日、こどもは次の①または③に
定める日にこの保険契約から脱退となります。
①本人が脱退・死亡された場合は、本人の脱退日・死
亡日、本人について3大疾病保険金が支払われた
場合は、本人が3大疾病保険金の支払事由に該当
した日、本人の死亡保険金の全部がリビング・ニー
ズ特約の特約保険金として指定され、その特約保
険金が支払われた場合は、そのお支払いに必要な
書類が引受保険会社に到着した日
②配偶者が加入資格を失われた場合は、その日
③こどもが加入資格を失われた場合は、次の更新日
の前日

●脱退された場合、この保険契約の保障は終了します。
保障終了日は、脱退となった日の属する月の末日で
す。
　ただし、退職者の方は保障終了日翌日以降の保険料
をお払込みいただいている場合、その保険料を返金
いたします。
　(例えば、在職者が5月24日に脱退された場合、5月
分保険料をお払込みいただき、5月31日が保障終了
日となります。退職者が5月24日に脱退された場合
も5月31日が保障終了日となりますが、お払込みい
ただいた一括払保険料のうち、6月1日以降分の保険
料は返金いたします。)
●この保険契約には、被保険者が脱退された場合の払
戻金はありません。

制度内容の変更
●大塚ホールディングス株式会社の福利厚生制度の変
更等により、制度内容が変更される場合があります。
また、これに伴い、保険料率や付加特約、給付内容、
加入資格等が変更される場合があります。

生命保険契約者保護機構
●引受保険会社は、生命保険契約者保護機構に加入し
ています。引受保険会社の業務もしくは財産の状況

〈 お問合せ先 〉
生命保険契約者保護機構
TEL　03－3286－2820
月曜日～金曜日（祝日、年末年始を除く）
午前9時～正午、午後1時～午後5時
ホームページアドレス　http://www.seihohogo.jp/

保険金のお支払いに関する留意事項
●お支払事由が発生する事象、保険金をお支払いする
場合またはお支払いしない場合等については、当パ
ンフレットに記載しておりますので、ご確認くださ
い。なお、保険金のご請求は、大塚ホールディングス
株式会社経由で行っていただく必要があります。
ご請求に応じて、保険金をお支払いする必要があり
ますので、保険金のお支払事由が生じた場合だけで
なく、保険金のお支払いの可能性があると思われる
場合や、お支払いに関してご不明な点が生じた場合
等についても、すみやかに大塚ホールディングス株
式会社のご相談窓口にご連絡ください。
●保険金のお支払事由が生じた場合、ご加入（＊）の契
約内容によっては、他の保険金等のお支払事由に該
当することがありますので、十分にご確認ください。
●保険金をお支払いする場合またはお支払いしない
場合等の事例については、以下のニッセイのホーム
ページをご参照ください。

指定代理請求人によるご請求に
関する留意事項

●3大疾病保険金・上皮内新生物診断保険金・リビン
グ・ニーズ特約の特約保険金について、受取人がご請
求できない特別の事情がある場合、被保険者があら
かじめ指定した指定代理請求人が団体を経由して
ご請求することができます。
詳しくは「契約概要」の「指定代理請求人によるご請
求」の項目に記載しておりますので、ご確認ください。
●指定代理請求人を指定されている場合は、指定代理
請求人に対しお支払事由および代理請求できる旨、
お伝えください。

「ご相談窓口・指定紛争解決機関」につきましては、
裏表紙をご確認ください。

●次のような場合、保険金をお支払いしないことがあ
ります。

［主契約および家族特約］
●次のいずれかによる場合
・加入日（＊）前または加入日（＊）からその日を含
めて90日以内に所定のがんと診断確定されて
いるとき
・急性心筋梗塞・脳卒中による3大疾病保険金の
お支払いについて、原因となる疾病が加入日
（＊）前に生じているとき

●次のいずれかにより保険金の支払事由に該当した
場合
・加入日（＊）からその日を含めて1年以内の被保
険者の自殺によるとき
・保険契約者、死亡保険金受取人の故意によるとき
・戦争その他の変乱によるとき

［リビング・ニーズ特約］
●次のいずれかにより保険金の支払事由に該当した
場合
・保険契約者、被保険者、指定代理請求人の故意
によるとき
・戦争その他の変乱によるとき

［すべての保険金］
●告知義務違反による解除の場合
●詐欺による取消の場合
●不法取得目的による無効の場合
●保険契約が失効した場合
●重大事由による解除の場合

の変化により、保険金額等が削減されることがあり
ます。なお、生命保険契約者保護機構の会員である
生命保険会社が経営破綻に陥った場合には、生命保
険契約者保護機構により、保険契約者保護の措置が
図られることとなります。ただし、この場合にも、保険
金額等が削減されることがあります。
●保険契約者保護の措置の詳細については、生命保険
契約者保護機構までお問合せください。

ニッセイホームページ

http://www.nissay.co.jp/hojin/oshirase/hokinuketori/

保険金をお支払いする場合、お支払いしない
場合の詳細は、「制度の詳細とその他取扱
い」に記載しておりますのでご確認ください。

参照
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加入資格
●以下の加入資格の他、「申込書兼告知書」に記載の内容を十分ご確認のうえ、お申込みください。以下の年齢は
効力発生日現在の年齢です。

配当金
●この保険契約には、お払込みいただいた保険料に対する配当
金はありません。

加入資格
●以下の加入資格の他、「申込書兼告知書」に記載の内容（ウェ
ブお手続き対象の方は、専用ウェブサイトに記載の内容）を十
分ご確認のうえ、お申込みください。以下の年齢は効力発生日
現在の年齢です。

脱退による払戻金
●この保険契約には、被保険者が脱退された場合の払戻金はあ
りません。

制度運営および引受保険会社
●当制度は大塚ホールディングス株式会社が生命保険会社と更
新時点の約款に基づき締結した家族特約付リビング・ニーズ特
約付3大疾病保障保険（団体型）契約に基づいて運営します。
[引受保険会社]　日本生命保険相互会社

受取人
●3大疾病保険金、上皮内新生物診断保険金、リビング・ニーズ
特約の特約保険金の受取人について：
被保険者が本人・配偶者の場合、被保険者ご自身です。
被保険者がこどもの場合、本人です。
●死亡保険金の受取人について：
被保険者が本人の場合、本人の配偶者・こども・孫・父母・ 祖父
母・兄弟姉妹から選択できます。
被保険者が配偶者・こどもの場合、本人です。

【退職後の継続加入について】
●本人は、退職時に加入していた保障額と同額もしくはそれ以
下の保障額で、退職後も年齢満71歳まで継続加入すること
ができます。
●配偶者は、本人が退職後も継続して加入する場合には、それま
でと同額もしくはそれ以下の保障額で、年齢満71歳まで継続
加入することができます。
●こどもは、本人が退職後も継続して加入する場合には、それま
でと同額もしくはそれ以下の保障額で、年齢満22歳まで継
続加入することができます。
※本人が退職後、本人・配偶者・こどもの新規加入・増額はでき
ません。

指定代理請求人によるご請求
●被保険者が保険金の受取人の場合で、保険金の受取人が保険
金をご請求できないときに、あらかじめ指定した指定代理請求
人が団体を経由してご請求を行うことができます。
●被保険者は、あらかじめ指定代理請求人を指定ください。
●指定代理請求の内容は、次のとおりです。

●被保険者は、上記指定代理請求人の範囲内で、指定代理請求人
を変更することができます。
●被保険者は、指定代理請求人を指定されている場合、お支払事由
および代理請求できる旨を指定代理請求人に伝えてください。
●指定代理請求人をご指定の場合、3大疾病保険金、上皮内新生
物診断保険金、リビング・ニーズ特約の特約保険金とも同一
のご指定となります。
●本人が指定代理請求人を指定された場合は、配偶者についても
同時に指定があったものとし、その場合の指定代理請求人は本
人となります。なお、こどもは指定代理請求人を指定できません。
●指定代理請求人として保険金をご請求できない場合がありま
す。故意に保険金の支払事由を生じさせた方、または故意に
保険金の受取人を請求できない状態にした方は、指定代理
請求人として保険金をご請求できません。
●保険金を指定代理請求人にお支払いした場合、その後、重複
してその保険金をご請求いただいてもお支払いできません。

（1）一旦加入すれば、その後病気になられても、原則として、
加入資格を満たすかぎり同額もしくはそれ以下の保障
額で継続加入できます。

（2）本人としての加入資格を有する配偶者は、本人としてご加
入ください。（同一人が本人、配偶者の二つの資格で二重
に加入することはできません。）
ご夫婦とも本人としての加入資格がある場合は、本人・配
偶者として重複加入はできません。それぞれ本人としてご
加入ください。

（3）配偶者・こどものみで加入することはできません。
（4）配偶者・こどもは、本人と同額もしくはそれ以下の保障

額でお申込みください。
（5）保険期間中に本人に対する3大疾病保険金が支払われ

た場合や、本人が死亡された場合または脱退された場
合は、配偶者・こどもも自動的に脱退となります。

（6）本人が上記加入資格を失われた場合には、年齢によらずこ
の保険契約からの脱退手続きが必要です。

（7）被保険者が余命6カ月以内と判断されることを保険契
約者または被保険者が申込時に知っていた場合、その被
保険者にはリビング・ニーズ特約の効力は生じません。

!
ご注意

役員・従業員（正社員・契約社員）・顧問の方
●新規加入・増額は、年齢満15歳以上満61歳以下
の方。
●継続加入は、年齢満66歳以下の方。

役員・従業員（正社員・契約社員）・顧問の配偶者の方
●新規加入・増額は、年齢満16歳以上満61歳以下
の方。
●継続加入は、年齢満66歳以下の方。

役員・従業員（正社員・契約社員）・顧問の扶養する
こども（＊）で年齢満15歳以上満22歳以下の方。
ただし、加入資格のあるこどもが2名以上いる場合
は、全員ご加入ください。
この場合、保障額は同一となります。
（＊）健康保険法に定める被扶養者の範囲のうち子
　　に関する規定を準用します。

本 人

配偶者

こども

保険金の受取人が保険金をご請求できない
次の事情があるとき、代理請求できます。
●保険金のご請求を行う意思表示が困難で
あると引受保険会社が認めた場合
●引受保険会社が認める傷病名を知らされ
ていない場合
●その他保険金をご請求できない特別な事
情があると引受保険会社が認めた場合

以下の範囲内で1名を指定代理請求人に指
定できます。
①被保険者と次の関係にある人
　（ア）戸籍上の配偶者
　（イ）直系血族
　（ウ）兄弟姉妹
　（エ）同居または生計を一にしている被保
　　　険者の3親等内の親族
②上記のほか、被保険者と次の関係にある人
で、当社が認めた人
　（オ）同居または生計を一にしている人
　（カ）財産管理を行っている人
　（キ）死亡保険金受取人
　（ク）上記（オ）～（キ）と同等の関係にある人
なお、保険金のご請求時においても、この範
囲内であることを要します。

代理請求
で き る
場 合

指定代理
請求人の
範 囲

●3大疾病保険金
●上皮内新生物診断保険金
●リビング・ニーズ特約の特約保険金

代理請求
で き る
保 険 金

「ご相談窓口・指定紛争解決機関」につきましては、裏表紙を
ご確認ください。

特にご注意いただきたい事項について
（注意喚起情報）
３大疾病保障保険 （団体型）

この「注意喚起情報」は、ご加入（＊）のお申込みに際して特にご注意いただきたい事項を記載しております。
お申込み前に必ずお読みいただき、内容をご確認・ご了解のうえ、お申込みください。また、お支払事由等お
よび制限事項の詳細やご契約の内容に関する事項その他詳細につきましては、「契約概要」等、当パンフ
レットの該当箇所、ならびに「正しく告知いただくために」をご参照ください。なお、保険金をお支払いする場
合、お支払いしない場合の詳細は、「制度の詳細とその他取扱い」に記載しておりますのでご確認ください。
（＊）保険金額を増額する場合、増額部分については、「ご加入」を「増額」、「加入日」を「増額日」と読替えます。
ウェブお手続きの方は、専用ウェブサイトにて告知およびお申込み手続きをしてください。

クーリング･オフ
●この保険契約は、団体を契約者とする保険契約であ
り、ご加入（＊）のお申込みにはクーリング・オフの適
用はありません。

告知に関する重要事項
告知の義務
●健康状態等について、被保険者となられる方ご本人
が事実のありのままを、正確にもれなく告知してく
ださい。（これを告知義務といいます。）
傷病歴等があった場合でも、全てのご加入（＊）のお申
込みをお断りするものではありません。
●引受保険会社の職員（営業職員・コールセンター担当
者等）、団体事務担当者等に口頭でお伝えまたは資料
提示されただけでは告知いただいたことになりませ
ん。必ず指定された書面（「申込書兼告知書」等）にて
告知してください。

正しく告知いただけない場合の取扱い
●告知義務に違反された場合は、ご加入（＊）を解除さ
せていただき、保険金をお支払いできないことがあ
ります。

告知内容等の確認
●後日、保険金をご請求の際に、告知内容等を確認さ
せていただくことがあります。

責任開始期
●引受保険会社がご加入（＊）を承諾した場合、平成
30年4月1日〈加入日（＊）〉から保険契約上の責任を
負います。
ただし、被保険者の数が引受保険会社の定める数に
満たない場合は、保険契約は効力を発生しません。
（更新できません。）

高度障がい保険金等について
●この保険には、所定の高度障がい状態該当時に死亡
保険金にかえてお支払いする高度障がい保険金等
の取扱いはありません。

保険金をお支払いしない主な場合

●引受保険会社の職員（営業職員・コールセンター担
当者等）には、ご加入（＊）を承諾する権限がありま
せん。

「正しく告知いただくために」にて必ず詳細
をご確認ください。参照

この保険契約から脱退いただく場合

保険金をお支払いしない主な場合（続き）

●本人が加入資格を失われた場合には、本人は保険期
間の途中であってもその日にこの保険契約から脱退
となります。
●配偶者・こどもが加入されている場合、配偶者は次の
①または②に定める日、こどもは次の①または③に
定める日にこの保険契約から脱退となります。
①本人が脱退・死亡された場合は、本人の脱退日・死
亡日、本人について3大疾病保険金が支払われた
場合は、本人が3大疾病保険金の支払事由に該当
した日、本人の死亡保険金の全部がリビング・ニー
ズ特約の特約保険金として指定され、その特約保
険金が支払われた場合は、そのお支払いに必要な
書類が引受保険会社に到着した日
②配偶者が加入資格を失われた場合は、その日
③こどもが加入資格を失われた場合は、次の更新日
の前日

●脱退された場合、この保険契約の保障は終了します。
保障終了日は、脱退となった日の属する月の末日で
す。
　ただし、退職者の方は保障終了日翌日以降の保険料
をお払込みいただいている場合、その保険料を返金
いたします。
　(例えば、在職者が5月24日に脱退された場合、5月
分保険料をお払込みいただき、5月31日が保障終了
日となります。退職者が5月24日に脱退された場合
も5月31日が保障終了日となりますが、お払込みい
ただいた一括払保険料のうち、6月1日以降分の保険
料は返金いたします。)
●この保険契約には、被保険者が脱退された場合の払
戻金はありません。

制度内容の変更
●大塚ホールディングス株式会社の福利厚生制度の変
更等により、制度内容が変更される場合があります。
また、これに伴い、保険料率や付加特約、給付内容、
加入資格等が変更される場合があります。

生命保険契約者保護機構
●引受保険会社は、生命保険契約者保護機構に加入し
ています。引受保険会社の業務もしくは財産の状況

〈 お問合せ先 〉
生命保険契約者保護機構
TEL　03－3286－2820
月曜日～金曜日（祝日、年末年始を除く）
午前9時～正午、午後1時～午後5時
ホームページアドレス　http://www.seihohogo.jp/

保険金のお支払いに関する留意事項
●お支払事由が発生する事象、保険金をお支払いする
場合またはお支払いしない場合等については、当パ
ンフレットに記載しておりますので、ご確認くださ
い。なお、保険金のご請求は、大塚ホールディングス
株式会社経由で行っていただく必要があります。
ご請求に応じて、保険金をお支払いする必要があり
ますので、保険金のお支払事由が生じた場合だけで
なく、保険金のお支払いの可能性があると思われる
場合や、お支払いに関してご不明な点が生じた場合
等についても、すみやかに大塚ホールディングス株
式会社のご相談窓口にご連絡ください。
●保険金のお支払事由が生じた場合、ご加入（＊）の契
約内容によっては、他の保険金等のお支払事由に該
当することがありますので、十分にご確認ください。
●保険金をお支払いする場合またはお支払いしない
場合等の事例については、以下のニッセイのホーム
ページをご参照ください。

指定代理請求人によるご請求に
関する留意事項

●3大疾病保険金・上皮内新生物診断保険金・リビン
グ・ニーズ特約の特約保険金について、受取人がご請
求できない特別の事情がある場合、被保険者があら
かじめ指定した指定代理請求人が団体を経由して
ご請求することができます。
詳しくは「契約概要」の「指定代理請求人によるご請
求」の項目に記載しておりますので、ご確認ください。
●指定代理請求人を指定されている場合は、指定代理
請求人に対しお支払事由および代理請求できる旨、
お伝えください。

「ご相談窓口・指定紛争解決機関」につきましては、
裏表紙をご確認ください。

●次のような場合、保険金をお支払いしないことがあ
ります。

［主契約および家族特約］
●次のいずれかによる場合
・加入日（＊）前または加入日（＊）からその日を含
めて90日以内に所定のがんと診断確定されて
いるとき
・急性心筋梗塞・脳卒中による3大疾病保険金の
お支払いについて、原因となる疾病が加入日
（＊）前に生じているとき

●次のいずれかにより保険金の支払事由に該当した
場合
・加入日（＊）からその日を含めて1年以内の被保
険者の自殺によるとき
・保険契約者、死亡保険金受取人の故意によるとき
・戦争その他の変乱によるとき

［リビング・ニーズ特約］
●次のいずれかにより保険金の支払事由に該当した
場合
・保険契約者、被保険者、指定代理請求人の故意
によるとき
・戦争その他の変乱によるとき

［すべての保険金］
●告知義務違反による解除の場合
●詐欺による取消の場合
●不法取得目的による無効の場合
●保険契約が失効した場合
●重大事由による解除の場合

の変化により、保険金額等が削減されることがあり
ます。なお、生命保険契約者保護機構の会員である
生命保険会社が経営破綻に陥った場合には、生命保
険契約者保護機構により、保険契約者保護の措置が
図られることとなります。ただし、この場合にも、保険
金額等が削減されることがあります。
●保険契約者保護の措置の詳細については、生命保険
契約者保護機構までお問合せください。

ニッセイホームページ

http://www.nissay.co.jp/hojin/oshirase/hokinuketori/

保険金をお支払いする場合、お支払いしない
場合の詳細は、「制度の詳細とその他取扱
い」に記載しておりますのでご確認ください。

参照
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特にご注意いただきたい事項について
（注意喚起情報）
３大疾病保障保険 （団体型）

この「注意喚起情報」は、ご加入（＊）のお申込みに際して特にご注意いただきたい事項を記載しております。
お申込み前に必ずお読みいただき、内容をご確認・ご了解のうえ、お申込みください。また、お支払事由等お
よび制限事項の詳細やご契約の内容に関する事項その他詳細につきましては、「契約概要」等、当パンフ
レットの該当箇所、ならびに「正しく告知いただくために」をご参照ください。なお、保険金をお支払いする場
合、お支払いしない場合の詳細は、「制度の詳細とその他取扱い」に記載しておりますのでご確認ください。
（＊）保険金額を増額する場合、増額部分については、「ご加入」を「増額」、「加入日」を「増額日」と読替えます。
ウェブお手続きの方は、専用ウェブサイトにて告知およびお申込み手続きをしてください。

クーリング･オフ
●この保険契約は、団体を契約者とする保険契約であ
り、ご加入（＊）のお申込みにはクーリング・オフの適
用はありません。

告知に関する重要事項
告知の義務
●健康状態等について、被保険者となられる方ご本人
が事実のありのままを、正確にもれなく告知してく
ださい。（これを告知義務といいます。）
傷病歴等があった場合でも、全てのご加入（＊）のお申
込みをお断りするものではありません。
●引受保険会社の職員（営業職員・コールセンター担当
者等）、団体事務担当者等に口頭でお伝えまたは資料
提示されただけでは告知いただいたことになりませ
ん。必ず指定された書面（「申込書兼告知書」等）にて
告知してください。

正しく告知いただけない場合の取扱い
●告知義務に違反された場合は、ご加入（＊）を解除さ
せていただき、保険金をお支払いできないことがあ
ります。

告知内容等の確認
●後日、保険金をご請求の際に、告知内容等を確認さ
せていただくことがあります。

責任開始期
●引受保険会社がご加入（＊）を承諾した場合、平成
30年4月1日〈加入日（＊）〉から保険契約上の責任を
負います。
ただし、被保険者の数が引受保険会社の定める数に
満たない場合は、保険契約は効力を発生しません。
（更新できません。）

高度障がい保険金等について
●この保険には、所定の高度障がい状態該当時に死亡
保険金にかえてお支払いする高度障がい保険金等
の取扱いはありません。

保険金をお支払いしない主な場合

●引受保険会社の職員（営業職員・コールセンター担
当者等）には、ご加入（＊）を承諾する権限がありま
せん。

「正しく告知いただくために」にて必ず詳細
をご確認ください。参照

この保険契約から脱退いただく場合

保険金をお支払いしない主な場合（続き）

●本人が加入資格を失われた場合には、本人は保険期
間の途中であってもその日にこの保険契約から脱退
となります。
●配偶者・こどもが加入されている場合、配偶者は次の
①または②に定める日、こどもは次の①または③に
定める日にこの保険契約から脱退となります。
①本人が脱退・死亡された場合は、本人の脱退日・死
亡日、本人について3大疾病保険金が支払われた
場合は、本人が3大疾病保険金の支払事由に該当
した日、本人の死亡保険金の全部がリビング・ニー
ズ特約の特約保険金として指定され、その特約保
険金が支払われた場合は、そのお支払いに必要な
書類が引受保険会社に到着した日
②配偶者が加入資格を失われた場合は、その日
③こどもが加入資格を失われた場合は、次の更新日
の前日

●脱退された場合、この保険契約の保障は終了します。
保障終了日は、脱退となった日の属する月の末日で
す。
　ただし、退職者の方は保障終了日翌日以降の保険料
をお払込みいただいている場合、その保険料を返金
いたします。
　(例えば、在職者が5月24日に脱退された場合、5月
分保険料をお払込みいただき、5月31日が保障終了
日となります。退職者が5月24日に脱退された場合
も5月31日が保障終了日となりますが、お払込みい
ただいた一括払保険料のうち、6月1日以降分の保険
料は返金いたします。)
●この保険契約には、被保険者が脱退された場合の払
戻金はありません。

制度内容の変更
●大塚ホールディングス株式会社の福利厚生制度の変
更等により、制度内容が変更される場合があります。
また、これに伴い、保険料率や付加特約、給付内容、
加入資格等が変更される場合があります。

生命保険契約者保護機構
●引受保険会社は、生命保険契約者保護機構に加入し
ています。引受保険会社の業務もしくは財産の状況

〈 お問合せ先 〉
生命保険契約者保護機構
TEL　03－3286－2820
月曜日～金曜日（祝日、年末年始を除く）
午前9時～正午、午後1時～午後5時
ホームページアドレス　http://www.seihohogo.jp/

保険金のお支払いに関する留意事項
●お支払事由が発生する事象、保険金をお支払いする
場合またはお支払いしない場合等については、当パ
ンフレットに記載しておりますので、ご確認くださ
い。なお、保険金のご請求は、大塚ホールディングス
株式会社経由で行っていただく必要があります。
ご請求に応じて、保険金をお支払いする必要があり
ますので、保険金のお支払事由が生じた場合だけで
なく、保険金のお支払いの可能性があると思われる
場合や、お支払いに関してご不明な点が生じた場合
等についても、すみやかに大塚ホールディングス株
式会社のご相談窓口にご連絡ください。
●保険金のお支払事由が生じた場合、ご加入（＊）の契
約内容によっては、他の保険金等のお支払事由に該
当することがありますので、十分にご確認ください。
●保険金をお支払いする場合またはお支払いしない
場合等の事例については、以下のニッセイのホーム
ページをご参照ください。

指定代理請求人によるご請求に
関する留意事項

●3大疾病保険金・上皮内新生物診断保険金・リビン
グ・ニーズ特約の特約保険金について、受取人がご請
求できない特別の事情がある場合、被保険者があら
かじめ指定した指定代理請求人が団体を経由して
ご請求することができます。
詳しくは「契約概要」の「指定代理請求人によるご請
求」の項目に記載しておりますので、ご確認ください。
●指定代理請求人を指定されている場合は、指定代理
請求人に対しお支払事由および代理請求できる旨、
お伝えください。

「ご相談窓口・指定紛争解決機関」につきましては、
裏表紙をご確認ください。

●次のような場合、保険金をお支払いしないことがあ
ります。

［主契約および家族特約］
●次のいずれかによる場合
・加入日（＊）前または加入日（＊）からその日を含
めて90日以内に所定のがんと診断確定されて
いるとき
・急性心筋梗塞・脳卒中による3大疾病保険金の
お支払いについて、原因となる疾病が加入日
（＊）前に生じているとき

●次のいずれかにより保険金の支払事由に該当した
場合
・加入日（＊）からその日を含めて1年以内の被保
険者の自殺によるとき
・保険契約者、死亡保険金受取人の故意によるとき
・戦争その他の変乱によるとき

［リビング・ニーズ特約］
●次のいずれかにより保険金の支払事由に該当した
場合
・保険契約者、被保険者、指定代理請求人の故意
によるとき
・戦争その他の変乱によるとき

［すべての保険金］
●告知義務違反による解除の場合
●詐欺による取消の場合
●不法取得目的による無効の場合
●保険契約が失効した場合
●重大事由による解除の場合

の変化により、保険金額等が削減されることがあり
ます。なお、生命保険契約者保護機構の会員である
生命保険会社が経営破綻に陥った場合には、生命保
険契約者保護機構により、保険契約者保護の措置が
図られることとなります。ただし、この場合にも、保険
金額等が削減されることがあります。
●保険契約者保護の措置の詳細については、生命保険
契約者保護機構までお問合せください。

ニッセイホームページ

http://www.nissay.co.jp/hojin/oshirase/hokinuketori/

保険金をお支払いする場合、お支払いしない
場合の詳細は、「制度の詳細とその他取扱
い」に記載しておりますのでご確認ください。

参照

さらに詳しい内容について
（制度の詳細とその他取扱い）

この「制度の詳細とその他取扱い」は、「契約概要」・「注意喚起情報」にてご説明した重要な事項の詳細
説明や税務上のお取扱い等を記載しております。お申込み前に必ずお読みいただき、内容をご確認・
ご了解のうえ、お申込みください。
また、「契約概要」・「注意喚起情報」・「正しく告知いただくために」は、お申込みにあたっての重要な
事項を記載しておりますので、あわせて必ずご確認ください。

保険金の支払事由

保険金の支払事由（続き）

●主契約および家族特約

（＊）その被保険者についてこの保険契約上の責任が開始した日をいい、増額部分について「加入日」を「増額日」と読替えます。

●被保険者が次の①から③までのいずれかに該当されたとき
①被保険者が加入日（＊）以後保険期間中に、加入日（＊）前を含めて初めて悪性新生物（別表1）に
罹患し医師によって病理組織学的所見（生検）により診断確定されたとき
（病理組織学的所見（生検）が得られない場合には、他の所見による診断確定も認めることが
あります。以下同じ。）
※他の所見による診断確定として、例えば、肝臓がん等、多くの臨床経験から専門医の合意により
確立された最新のガイドラインに基づき、他の所見による診断確定を基準としているがんにつ
いて、画像診断による診断確定を認めることがあります。
②被保険者が加入日（＊）以後の疾病を原因として、保険期間中に次のいずれかに該当されたとき
（ア）急性心筋梗塞（別表2）を発病し、その急性心筋梗塞により初めて医師の診療を受けた日か

らその日を含めて60日以上、労働の制限を必要とする状態（軽い家事等の軽労働や事務
等の座業はできるが、それ以上の活動では制限を必要とする状態）が継続したと医師に
よって診断されたとき

（イ）急性心筋梗塞（別表2）を発病し、その急性心筋梗塞の治療を直接の目的として、病院また
は診療所（別表5）において手術（別表6）を受けられたとき

③被保険者が加入日（＊）以後の疾病を原因として、保険期間中に次のいずれかに該当されたとき
（ア）脳卒中（別表3）を発病し、その脳卒中により初めて医師の診療を受けた日からその日を

含めて60日以上、言語障がい、運動失調、麻痺等の他覚的な神経学的後遺症が継続したと
医師によって診断されたとき

（イ）脳卒中（別表3）を発病し、その脳卒中の治療を直接の目的として、病院または診療所（別表
5）において手術（別表6）を受けられたとき

●この保険契約の全部または一部が更新されない場合で、被保険者がその被保険者についての保険
期間満了の日からその日を含めて60日以内に上記②（ア）または③（ア）の診断を受けたときは、
引受保険会社はその被保険者についての保険期間満了の日に診断を受けたものとみなして3大
疾病保険金をお支払いします。

3 大 疾 病
保 険 金

上皮内新生物
診断保険金

死亡保険金

●被保険者が加入日（＊）以後保険期間中に、加入日（＊）前を含めて初めて上皮内新生物・皮膚のその他
の悪性新生物（別表4）に罹患し医師によって病理組織学的所見（生検）により診断確定されたとき

●被保険者が保険期間中に死亡されたとき

●3大疾病保険金と死亡保険金は、同一の被保険者についていずれか一方のみのお支払い
となります。3大疾病保険金をお支払いする前にその被保険者について死亡保険金の請求
を受け、死亡保険金をお支払いするときは、引受保険会社は、3大疾病保険金をお支払い
できません。
●3大疾病保険金をお支払いした場合、この保険契約のその被保険者に対する部分は、3大
疾病保険金の支払事由に該当したときから、消滅したものとします。3大疾病保険金を
お支払いした場合、その支払い後にその被保険者について死亡保険金の請求を受けても、
引受保険会社は、死亡保険金をお支払いできません。

!
ご注意

●リビング・ニーズ特約

●被保険者が保険期間中にその余命が６カ月以内と判断されるとき

●リビング・ニーズ特約の特約保険金の支払い前にその被保険者について死亡保険金また
は3大疾病保険金が支払われるときには、リビング・ニーズ特約の特約保険金は支払いま
せん。
　この場合、死亡保険金または3大疾病保険金の受取人からご請求ください。
●余命6カ月以内の判断は、引受保険会社が行います。 余命6カ月以内の判断は、医師が
記入した診断書や請求書類等の内容、もしくは引受保険会社が確認を行った結果に基づ
いて行います。
余命6カ月以内とは、請求時において、日本で一般に認められた医療による治療を行って
も余命が６カ月以内であることをいいます。
●死亡保険金の全部をお支払いした場合、請求日に、この保険契約のその被保険者に対す
る部分は消滅したものとします。死亡保険金の一部をお支払いした場合、保険金額は保険
金の受取人が指定した保険金額分について、請求日に減額されたものとします。
●特約保険金は同一の被保険者について1回限りのお支払いとなります。

!
ご注意

●上皮内新生物・皮膚のその他の悪性新生物と診断確定された場合でも、悪性新生物（別表
1）、急性心筋梗塞、脳卒中、死亡についての保障は継続します。
●上皮内新生物診断保険金は、同一の被保険者について１回限りのお支払いとなります。更新
する場合も、更新前後を通算して1回限りです。

!
ご注意

リ ビ ン グ・
ニーズ特約の
特約保険金

別表1　対象となる悪性新生物
1．対象となる悪性新生物とは、平成6年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目
の内容については厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準
拠」によるものとします。

口唇、口腔および咽頭の悪性新生物
消化器の悪性新生物
呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物
骨および関節軟骨の悪性新生物
皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物（C43～ C44）のうち
　皮膚の悪性黒色腫
中皮および軟部組織の悪性新生物
乳房の悪性新生物
女性生殖器の悪性新生物
男性生殖器の悪性新生物
腎尿路の悪性新生物
眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物
甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物
部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物
リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物
独立した（原発性）多部位の悪性新生物
真正赤血球増加症＜多血症＞
骨髄異形成症候群
リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または不明のその他の新生物（D47）のうち
　慢性骨髄増殖性疾患
　本態性（出血性）血小板血症
リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（D76）のうち
　ランゲルハンス細胞組織球症

C00 ～ C14
C15 ～ C26
C30 ～ C39
C40 ～ C41

C43
C45 ～ C49
C50
C51 ～ C58
C60 ～ C63
C64 ～ C68
C69 ～ C72
C73 ～ C75
C76 ～ C80
C81 ～ C96
C97
D45
D46

D47.1
D47.3

D76.0

分 類 項 目 基本分類コード

2．上記1において「悪性新生物」とは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類ー腫瘍学　第3版」中、新生物の
性状を表す第5桁コードが次のものをいいます。

／3　・・・悪性、原発部位
／6　・・・悪性、転移部位

悪性、続発部位
／9　・・・悪性、原発部位又は転移部位の別不詳

第 5 桁 性 状 コ ー ド 番 号
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特にご注意いただきたい事項について
（注意喚起情報）
３大疾病保障保険 （団体型）

この「注意喚起情報」は、ご加入（＊）のお申込みに際して特にご注意いただきたい事項を記載しております。
お申込み前に必ずお読みいただき、内容をご確認・ご了解のうえ、お申込みください。また、お支払事由等お
よび制限事項の詳細やご契約の内容に関する事項その他詳細につきましては、「契約概要」等、当パンフ
レットの該当箇所、ならびに「正しく告知いただくために」をご参照ください。なお、保険金をお支払いする場
合、お支払いしない場合の詳細は、「制度の詳細とその他取扱い」に記載しておりますのでご確認ください。
（＊）保険金額を増額する場合、増額部分については、「ご加入」を「増額」、「加入日」を「増額日」と読替えます。
ウェブお手続きの方は、専用ウェブサイトにて告知およびお申込み手続きをしてください。

クーリング･オフ
●この保険契約は、団体を契約者とする保険契約であ
り、ご加入（＊）のお申込みにはクーリング・オフの適
用はありません。

告知に関する重要事項
告知の義務
●健康状態等について、被保険者となられる方ご本人
が事実のありのままを、正確にもれなく告知してく
ださい。（これを告知義務といいます。）
傷病歴等があった場合でも、全てのご加入（＊）のお申
込みをお断りするものではありません。
●引受保険会社の職員（営業職員・コールセンター担当
者等）、団体事務担当者等に口頭でお伝えまたは資料
提示されただけでは告知いただいたことになりませ
ん。必ず指定された書面（「申込書兼告知書」等）にて
告知してください。

正しく告知いただけない場合の取扱い
●告知義務に違反された場合は、ご加入（＊）を解除さ
せていただき、保険金をお支払いできないことがあ
ります。

告知内容等の確認
●後日、保険金をご請求の際に、告知内容等を確認さ
せていただくことがあります。

責任開始期
●引受保険会社がご加入（＊）を承諾した場合、平成
30年4月1日〈加入日（＊）〉から保険契約上の責任を
負います。
ただし、被保険者の数が引受保険会社の定める数に
満たない場合は、保険契約は効力を発生しません。
（更新できません。）

高度障がい保険金等について
●この保険には、所定の高度障がい状態該当時に死亡
保険金にかえてお支払いする高度障がい保険金等
の取扱いはありません。

保険金をお支払いしない主な場合

●引受保険会社の職員（営業職員・コールセンター担
当者等）には、ご加入（＊）を承諾する権限がありま
せん。

「正しく告知いただくために」にて必ず詳細
をご確認ください。参照

この保険契約から脱退いただく場合

保険金をお支払いしない主な場合（続き）

●本人が加入資格を失われた場合には、本人は保険期
間の途中であってもその日にこの保険契約から脱退
となります。
●配偶者・こどもが加入されている場合、配偶者は次の
①または②に定める日、こどもは次の①または③に
定める日にこの保険契約から脱退となります。
①本人が脱退・死亡された場合は、本人の脱退日・死
亡日、本人について3大疾病保険金が支払われた
場合は、本人が3大疾病保険金の支払事由に該当
した日、本人の死亡保険金の全部がリビング・ニー
ズ特約の特約保険金として指定され、その特約保
険金が支払われた場合は、そのお支払いに必要な
書類が引受保険会社に到着した日
②配偶者が加入資格を失われた場合は、その日
③こどもが加入資格を失われた場合は、次の更新日
の前日

●脱退された場合、この保険契約の保障は終了します。
保障終了日は、脱退となった日の属する月の末日で
す。
　ただし、退職者の方は保障終了日翌日以降の保険料
をお払込みいただいている場合、その保険料を返金
いたします。
　(例えば、在職者が5月24日に脱退された場合、5月
分保険料をお払込みいただき、5月31日が保障終了
日となります。退職者が5月24日に脱退された場合
も5月31日が保障終了日となりますが、お払込みい
ただいた一括払保険料のうち、6月1日以降分の保険
料は返金いたします。)
●この保険契約には、被保険者が脱退された場合の払
戻金はありません。

制度内容の変更
●大塚ホールディングス株式会社の福利厚生制度の変
更等により、制度内容が変更される場合があります。
また、これに伴い、保険料率や付加特約、給付内容、
加入資格等が変更される場合があります。

生命保険契約者保護機構
●引受保険会社は、生命保険契約者保護機構に加入し
ています。引受保険会社の業務もしくは財産の状況

〈 お問合せ先 〉
生命保険契約者保護機構
TEL　03－3286－2820
月曜日～金曜日（祝日、年末年始を除く）
午前9時～正午、午後1時～午後5時
ホームページアドレス　http://www.seihohogo.jp/

保険金のお支払いに関する留意事項
●お支払事由が発生する事象、保険金をお支払いする
場合またはお支払いしない場合等については、当パ
ンフレットに記載しておりますので、ご確認くださ
い。なお、保険金のご請求は、大塚ホールディングス
株式会社経由で行っていただく必要があります。
ご請求に応じて、保険金をお支払いする必要があり
ますので、保険金のお支払事由が生じた場合だけで
なく、保険金のお支払いの可能性があると思われる
場合や、お支払いに関してご不明な点が生じた場合
等についても、すみやかに大塚ホールディングス株
式会社のご相談窓口にご連絡ください。
●保険金のお支払事由が生じた場合、ご加入（＊）の契
約内容によっては、他の保険金等のお支払事由に該
当することがありますので、十分にご確認ください。
●保険金をお支払いする場合またはお支払いしない
場合等の事例については、以下のニッセイのホーム
ページをご参照ください。

指定代理請求人によるご請求に
関する留意事項

●3大疾病保険金・上皮内新生物診断保険金・リビン
グ・ニーズ特約の特約保険金について、受取人がご請
求できない特別の事情がある場合、被保険者があら
かじめ指定した指定代理請求人が団体を経由して
ご請求することができます。
詳しくは「契約概要」の「指定代理請求人によるご請
求」の項目に記載しておりますので、ご確認ください。
●指定代理請求人を指定されている場合は、指定代理
請求人に対しお支払事由および代理請求できる旨、
お伝えください。

「ご相談窓口・指定紛争解決機関」につきましては、
裏表紙をご確認ください。

●次のような場合、保険金をお支払いしないことがあ
ります。

［主契約および家族特約］
●次のいずれかによる場合
・加入日（＊）前または加入日（＊）からその日を含
めて90日以内に所定のがんと診断確定されて
いるとき
・急性心筋梗塞・脳卒中による3大疾病保険金の
お支払いについて、原因となる疾病が加入日
（＊）前に生じているとき

●次のいずれかにより保険金の支払事由に該当した
場合
・加入日（＊）からその日を含めて1年以内の被保
険者の自殺によるとき
・保険契約者、死亡保険金受取人の故意によるとき
・戦争その他の変乱によるとき

［リビング・ニーズ特約］
●次のいずれかにより保険金の支払事由に該当した
場合
・保険契約者、被保険者、指定代理請求人の故意
によるとき
・戦争その他の変乱によるとき

［すべての保険金］
●告知義務違反による解除の場合
●詐欺による取消の場合
●不法取得目的による無効の場合
●保険契約が失効した場合
●重大事由による解除の場合

の変化により、保険金額等が削減されることがあり
ます。なお、生命保険契約者保護機構の会員である
生命保険会社が経営破綻に陥った場合には、生命保
険契約者保護機構により、保険契約者保護の措置が
図られることとなります。ただし、この場合にも、保険
金額等が削減されることがあります。
●保険契約者保護の措置の詳細については、生命保険
契約者保護機構までお問合せください。

ニッセイホームページ

http://www.nissay.co.jp/hojin/oshirase/hokinuketori/

保険金をお支払いする場合、お支払いしない
場合の詳細は、「制度の詳細とその他取扱
い」に記載しておりますのでご確認ください。

参照

さらに詳しい内容について
（制度の詳細とその他取扱い）

この「制度の詳細とその他取扱い」は、「契約概要」・「注意喚起情報」にてご説明した重要な事項の詳細
説明や税務上のお取扱い等を記載しております。お申込み前に必ずお読みいただき、内容をご確認・
ご了解のうえ、お申込みください。
また、「契約概要」・「注意喚起情報」・「正しく告知いただくために」は、お申込みにあたっての重要な
事項を記載しておりますので、あわせて必ずご確認ください。

保険金の支払事由

保険金の支払事由（続き）

●主契約および家族特約

（＊）その被保険者についてこの保険契約上の責任が開始した日をいい、増額部分について「加入日」を「増額日」と読替えます。

●被保険者が次の①から③までのいずれかに該当されたとき
①被保険者が加入日（＊）以後保険期間中に、加入日（＊）前を含めて初めて悪性新生物（別表1）に
罹患し医師によって病理組織学的所見（生検）により診断確定されたとき
（病理組織学的所見（生検）が得られない場合には、他の所見による診断確定も認めることが
あります。以下同じ。）
※他の所見による診断確定として、例えば、肝臓がん等、多くの臨床経験から専門医の合意により
確立された最新のガイドラインに基づき、他の所見による診断確定を基準としているがんにつ
いて、画像診断による診断確定を認めることがあります。
②被保険者が加入日（＊）以後の疾病を原因として、保険期間中に次のいずれかに該当されたとき
（ア）急性心筋梗塞（別表2）を発病し、その急性心筋梗塞により初めて医師の診療を受けた日か

らその日を含めて60日以上、労働の制限を必要とする状態（軽い家事等の軽労働や事務
等の座業はできるが、それ以上の活動では制限を必要とする状態）が継続したと医師に
よって診断されたとき

（イ）急性心筋梗塞（別表2）を発病し、その急性心筋梗塞の治療を直接の目的として、病院また
は診療所（別表5）において手術（別表6）を受けられたとき

③被保険者が加入日（＊）以後の疾病を原因として、保険期間中に次のいずれかに該当されたとき
（ア）脳卒中（別表3）を発病し、その脳卒中により初めて医師の診療を受けた日からその日を

含めて60日以上、言語障がい、運動失調、麻痺等の他覚的な神経学的後遺症が継続したと
医師によって診断されたとき

（イ）脳卒中（別表3）を発病し、その脳卒中の治療を直接の目的として、病院または診療所（別表
5）において手術（別表6）を受けられたとき

●この保険契約の全部または一部が更新されない場合で、被保険者がその被保険者についての保険
期間満了の日からその日を含めて60日以内に上記②（ア）または③（ア）の診断を受けたときは、
引受保険会社はその被保険者についての保険期間満了の日に診断を受けたものとみなして3大
疾病保険金をお支払いします。

3 大 疾 病
保 険 金

上皮内新生物
診断保険金

死亡保険金

●被保険者が加入日（＊）以後保険期間中に、加入日（＊）前を含めて初めて上皮内新生物・皮膚のその他
の悪性新生物（別表4）に罹患し医師によって病理組織学的所見（生検）により診断確定されたとき

●被保険者が保険期間中に死亡されたとき

●3大疾病保険金と死亡保険金は、同一の被保険者についていずれか一方のみのお支払い
となります。3大疾病保険金をお支払いする前にその被保険者について死亡保険金の請求
を受け、死亡保険金をお支払いするときは、引受保険会社は、3大疾病保険金をお支払い
できません。
●3大疾病保険金をお支払いした場合、この保険契約のその被保険者に対する部分は、3大
疾病保険金の支払事由に該当したときから、消滅したものとします。3大疾病保険金を
お支払いした場合、その支払い後にその被保険者について死亡保険金の請求を受けても、
引受保険会社は、死亡保険金をお支払いできません。

!
ご注意

●リビング・ニーズ特約

●被保険者が保険期間中にその余命が６カ月以内と判断されるとき

●リビング・ニーズ特約の特約保険金の支払い前にその被保険者について死亡保険金また
は3大疾病保険金が支払われるときには、リビング・ニーズ特約の特約保険金は支払いま
せん。
　この場合、死亡保険金または3大疾病保険金の受取人からご請求ください。
●余命6カ月以内の判断は、引受保険会社が行います。 余命6カ月以内の判断は、医師が
記入した診断書や請求書類等の内容、もしくは引受保険会社が確認を行った結果に基づ
いて行います。
余命6カ月以内とは、請求時において、日本で一般に認められた医療による治療を行って
も余命が６カ月以内であることをいいます。
●死亡保険金の全部をお支払いした場合、請求日に、この保険契約のその被保険者に対す
る部分は消滅したものとします。死亡保険金の一部をお支払いした場合、保険金額は保険
金の受取人が指定した保険金額分について、請求日に減額されたものとします。
●特約保険金は同一の被保険者について1回限りのお支払いとなります。

!
ご注意

●上皮内新生物・皮膚のその他の悪性新生物と診断確定された場合でも、悪性新生物（別表
1）、急性心筋梗塞、脳卒中、死亡についての保障は継続します。
●上皮内新生物診断保険金は、同一の被保険者について１回限りのお支払いとなります。更新
する場合も、更新前後を通算して1回限りです。

!
ご注意

リ ビ ン グ・
ニーズ特約の
特約保険金

別表1　対象となる悪性新生物
1．対象となる悪性新生物とは、平成6年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目
の内容については厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準
拠」によるものとします。

口唇、口腔および咽頭の悪性新生物
消化器の悪性新生物
呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物
骨および関節軟骨の悪性新生物
皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物（C43～ C44）のうち
　皮膚の悪性黒色腫
中皮および軟部組織の悪性新生物
乳房の悪性新生物
女性生殖器の悪性新生物
男性生殖器の悪性新生物
腎尿路の悪性新生物
眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物
甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物
部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物
リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物
独立した（原発性）多部位の悪性新生物
真正赤血球増加症＜多血症＞
骨髄異形成症候群
リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または不明のその他の新生物（D47）のうち
　慢性骨髄増殖性疾患
　本態性（出血性）血小板血症
リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（D76）のうち
　ランゲルハンス細胞組織球症

C00 ～ C14
C15 ～ C26
C30 ～ C39
C40 ～ C41

C43
C45 ～ C49
C50
C51 ～ C58
C60 ～ C63
C64 ～ C68
C69 ～ C72
C73 ～ C75
C76 ～ C80
C81 ～ C96
C97
D45
D46

D47.1
D47.3

D76.0

分 類 項 目 基本分類コード

2．上記1において「悪性新生物」とは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類ー腫瘍学　第3版」中、新生物の
性状を表す第5桁コードが次のものをいいます。

／3　・・・悪性、原発部位
／6　・・・悪性、転移部位

悪性、続発部位
／9　・・・悪性、原発部位又は転移部位の別不詳

第 5 桁 性 状 コ ー ド 番 号
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さらに詳しい内容について
（制度の詳細とその他取扱い）

この「制度の詳細とその他取扱い」は、「契約概要」・「注意喚起情報」にてご説明した重要な事項の詳細
説明や税務上のお取扱い等を記載しております。お申込み前に必ずお読みいただき、内容をご確認・
ご了解のうえ、お申込みください。
また、「契約概要」・「注意喚起情報」・「正しく告知いただくために」は、お申込みにあたっての重要な
事項を記載しておりますので、あわせて必ずご確認ください。

保険金の支払事由

保険金の支払事由（続き）

●主契約および家族特約

（＊）その被保険者についてこの保険契約上の責任が開始した日をいい、増額部分について「加入日」を「増額日」と読替えます。

●被保険者が次の①から③までのいずれかに該当されたとき
①被保険者が加入日（＊）以後保険期間中に、加入日（＊）前を含めて初めて悪性新生物（別表1）に
罹患し医師によって病理組織学的所見（生検）により診断確定されたとき
（病理組織学的所見（生検）が得られない場合には、他の所見による診断確定も認めることが
あります。以下同じ。）
※他の所見による診断確定として、例えば、肝臓がん等、多くの臨床経験から専門医の合意により
確立された最新のガイドラインに基づき、他の所見による診断確定を基準としているがんにつ
いて、画像診断による診断確定を認めることがあります。
②被保険者が加入日（＊）以後の疾病を原因として、保険期間中に次のいずれかに該当されたとき
（ア）急性心筋梗塞（別表2）を発病し、その急性心筋梗塞により初めて医師の診療を受けた日か

らその日を含めて60日以上、労働の制限を必要とする状態（軽い家事等の軽労働や事務
等の座業はできるが、それ以上の活動では制限を必要とする状態）が継続したと医師に
よって診断されたとき

（イ）急性心筋梗塞（別表2）を発病し、その急性心筋梗塞の治療を直接の目的として、病院また
は診療所（別表5）において手術（別表6）を受けられたとき

③被保険者が加入日（＊）以後の疾病を原因として、保険期間中に次のいずれかに該当されたとき
（ア）脳卒中（別表3）を発病し、その脳卒中により初めて医師の診療を受けた日からその日を

含めて60日以上、言語障がい、運動失調、麻痺等の他覚的な神経学的後遺症が継続したと
医師によって診断されたとき

（イ）脳卒中（別表3）を発病し、その脳卒中の治療を直接の目的として、病院または診療所（別表
5）において手術（別表6）を受けられたとき

●この保険契約の全部または一部が更新されない場合で、被保険者がその被保険者についての保険
期間満了の日からその日を含めて60日以内に上記②（ア）または③（ア）の診断を受けたときは、
引受保険会社はその被保険者についての保険期間満了の日に診断を受けたものとみなして3大
疾病保険金をお支払いします。

3 大 疾 病
保 険 金

上皮内新生物
診断保険金

死亡保険金

●被保険者が加入日（＊）以後保険期間中に、加入日（＊）前を含めて初めて上皮内新生物・皮膚のその他
の悪性新生物（別表4）に罹患し医師によって病理組織学的所見（生検）により診断確定されたとき

●被保険者が保険期間中に死亡されたとき

●3大疾病保険金と死亡保険金は、同一の被保険者についていずれか一方のみのお支払い
となります。3大疾病保険金をお支払いする前にその被保険者について死亡保険金の請求
を受け、死亡保険金をお支払いするときは、引受保険会社は、3大疾病保険金をお支払い
できません。
●3大疾病保険金をお支払いした場合、この保険契約のその被保険者に対する部分は、3大
疾病保険金の支払事由に該当したときから、消滅したものとします。3大疾病保険金を
お支払いした場合、その支払い後にその被保険者について死亡保険金の請求を受けても、
引受保険会社は、死亡保険金をお支払いできません。

!
ご注意

●リビング・ニーズ特約

●被保険者が保険期間中にその余命が６カ月以内と判断されるとき

●リビング・ニーズ特約の特約保険金の支払い前にその被保険者について死亡保険金また
は3大疾病保険金が支払われるときには、リビング・ニーズ特約の特約保険金は支払いま
せん。
　この場合、死亡保険金または3大疾病保険金の受取人からご請求ください。
●余命6カ月以内の判断は、引受保険会社が行います。 余命6カ月以内の判断は、医師が
記入した診断書や請求書類等の内容、もしくは引受保険会社が確認を行った結果に基づ
いて行います。
余命6カ月以内とは、請求時において、日本で一般に認められた医療による治療を行って
も余命が６カ月以内であることをいいます。
●死亡保険金の全部をお支払いした場合、請求日に、この保険契約のその被保険者に対す
る部分は消滅したものとします。死亡保険金の一部をお支払いした場合、保険金額は保険
金の受取人が指定した保険金額分について、請求日に減額されたものとします。
●特約保険金は同一の被保険者について1回限りのお支払いとなります。

!
ご注意

●上皮内新生物・皮膚のその他の悪性新生物と診断確定された場合でも、悪性新生物（別表
1）、急性心筋梗塞、脳卒中、死亡についての保障は継続します。
●上皮内新生物診断保険金は、同一の被保険者について１回限りのお支払いとなります。更新
する場合も、更新前後を通算して1回限りです。

!
ご注意

リ ビ ン グ・
ニーズ特約の
特約保険金

別表1　対象となる悪性新生物
1．対象となる悪性新生物とは、平成6年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目
の内容については厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準
拠」によるものとします。

口唇、口腔および咽頭の悪性新生物
消化器の悪性新生物
呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物
骨および関節軟骨の悪性新生物
皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物（C43～ C44）のうち
　皮膚の悪性黒色腫
中皮および軟部組織の悪性新生物
乳房の悪性新生物
女性生殖器の悪性新生物
男性生殖器の悪性新生物
腎尿路の悪性新生物
眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物
甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物
部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物
リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物
独立した（原発性）多部位の悪性新生物
真正赤血球増加症＜多血症＞
骨髄異形成症候群
リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または不明のその他の新生物（D47）のうち
　慢性骨髄増殖性疾患
　本態性（出血性）血小板血症
リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（D76）のうち
　ランゲルハンス細胞組織球症

C00 ～ C14
C15 ～ C26
C30 ～ C39
C40 ～ C41

C43
C45 ～ C49
C50
C51 ～ C58
C60 ～ C63
C64 ～ C68
C69 ～ C72
C73 ～ C75
C76 ～ C80
C81 ～ C96
C97
D45
D46

D47.1
D47.3

D76.0

分 類 項 目 基本分類コード

2．上記1において「悪性新生物」とは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類ー腫瘍学　第3版」中、新生物の
性状を表す第5桁コードが次のものをいいます。

／3　・・・悪性、原発部位
／6　・・・悪性、転移部位

悪性、続発部位
／9　・・・悪性、原発部位又は転移部位の別不詳

第 5 桁 性 状 コ ー ド 番 号

I 21
I 22

別表2　対象となる急性心筋梗塞
対象となる急性心筋梗塞とは、表1によって定義づけられる疾病で、かつ、平成6年10月12日総務庁告示第75号に定め
られた分類項目中表2に規定されるものとし、分類項目の内容については厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害
および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

表１　対象となる急性心筋梗塞の定義

冠状動脈の閉塞または急激な血液供給の減少により、その関連部分の心筋が壊死に
陥った疾病であり、原則として以下の3項目を満たす疾病
（1）典型的な胸部痛の病歴
（2）新たに生じた典型的な心電図の梗塞性変化
（3）心筋細胞逸脱酵素の一時的上昇

急 性 心 筋 梗 塞

疾 病 名 疾 病 の 定 義

表2　対象となる急性心筋梗塞の基本分類コード

虚血性心疾患（I20 ～ I25）のうち
急性心筋梗塞
再発性心筋梗塞

急 性 心 筋 梗 塞

疾 病 名 分 類 項 目 基本分類コード

I 60
I 61
I 63

別表3　対象となる脳卒中
対象となる脳卒中とは、表１によって定義づけられる疾病で、かつ、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた
分類項目中表２に規定されるものとし、分類項目の内容については厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および
死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

表1　対象となる脳卒中の定義

脳血管の異常（脳組織の梗塞、出血および頭蓋外部からの塞栓が含まれる）により脳の
血液の循環が急激に障がいされることによって、24時間以上持続する中枢神経系の
脱落症状を引き起こした疾病

脳 卒 中

疾 病 名 疾 病 の 定 義

表2　対象となる脳卒中の基本分類コード

脳血管疾患（I60 ～ I69）のうち
くも膜下出血
脳内出血
脳梗塞

脳 卒 中

疾 病 名 分 類 項 目 基本分類コード

別表4　対象となる上皮内新生物等
1．対象となる上皮内新生物等とは、平成6年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類
項目の内容については厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年
版）準拠」によるものとします。

皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物（C43～ C44）のうち
皮膚のその他の悪性新生物
上皮内新生物

C44
D00 ～ D09

分 類 項 目 基本分類コード

2．別表4の1において「上皮内新生物等」とは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類ー腫瘍学　第3版」中、
新生物の性状を表す第5桁コードが次のものをいいます。

（1）皮膚のその他の悪性新生物（C44）

別表5　病院または診療所
「病院または診療所」とは、次の各号のいずれかに該当したものとします。

（1）医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する診療所
なお、介護保険法に定める介護老人保健施設および介護老人福祉施設ならびに老人福祉法に定める老人福祉施設
および有料老人ホームは含まれません。

（2）前号の場合と同等の日本国外にある医療施設

／3　・・・悪性、原発部位
／6　・・・悪性、転移部位

悪性、続発部位
／9　・・・悪性、原発部位又は転移部位の別不詳

第 5 桁 性 状 コ ー ド 番 号

（2）上皮内新生物（D00 ～ D09）

／2　・・・上皮内癌
上皮内
非浸潤性
非侵襲性

第 5 桁 性 状 コ ー ド 番 号

別表6　手術
急性心筋梗塞および脳卒中について対象となる「手術」とは、治療を直接の目的として、器具を用い、生体に切断、摘除など
の操作を加えるものであり、かつ、次の①～④に該当するものを指します。吸引、穿刺などの処置および神経ブロックは
除きます。

①開頭術
②開胸術
③ファイバースコープ手術
④血管・バスケットカテーテル手術

保険金の支払事由（続き）
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さらに詳しい内容について
（制度の詳細とその他取扱い）

この「制度の詳細とその他取扱い」は、「契約概要」・「注意喚起情報」にてご説明した重要な事項の詳細
説明や税務上のお取扱い等を記載しております。お申込み前に必ずお読みいただき、内容をご確認・
ご了解のうえ、お申込みください。
また、「契約概要」・「注意喚起情報」・「正しく告知いただくために」は、お申込みにあたっての重要な
事項を記載しておりますので、あわせて必ずご確認ください。

保険金の支払事由

保険金の支払事由（続き）

●主契約および家族特約

（＊）その被保険者についてこの保険契約上の責任が開始した日をいい、増額部分について「加入日」を「増額日」と読替えます。

●被保険者が次の①から③までのいずれかに該当されたとき
①被保険者が加入日（＊）以後保険期間中に、加入日（＊）前を含めて初めて悪性新生物（別表1）に
罹患し医師によって病理組織学的所見（生検）により診断確定されたとき
（病理組織学的所見（生検）が得られない場合には、他の所見による診断確定も認めることが
あります。以下同じ。）
※他の所見による診断確定として、例えば、肝臓がん等、多くの臨床経験から専門医の合意により
確立された最新のガイドラインに基づき、他の所見による診断確定を基準としているがんにつ
いて、画像診断による診断確定を認めることがあります。
②被保険者が加入日（＊）以後の疾病を原因として、保険期間中に次のいずれかに該当されたとき
（ア）急性心筋梗塞（別表2）を発病し、その急性心筋梗塞により初めて医師の診療を受けた日か

らその日を含めて60日以上、労働の制限を必要とする状態（軽い家事等の軽労働や事務
等の座業はできるが、それ以上の活動では制限を必要とする状態）が継続したと医師に
よって診断されたとき

（イ）急性心筋梗塞（別表2）を発病し、その急性心筋梗塞の治療を直接の目的として、病院また
は診療所（別表5）において手術（別表6）を受けられたとき

③被保険者が加入日（＊）以後の疾病を原因として、保険期間中に次のいずれかに該当されたとき
（ア）脳卒中（別表3）を発病し、その脳卒中により初めて医師の診療を受けた日からその日を

含めて60日以上、言語障がい、運動失調、麻痺等の他覚的な神経学的後遺症が継続したと
医師によって診断されたとき

（イ）脳卒中（別表3）を発病し、その脳卒中の治療を直接の目的として、病院または診療所（別表
5）において手術（別表6）を受けられたとき

●この保険契約の全部または一部が更新されない場合で、被保険者がその被保険者についての保険
期間満了の日からその日を含めて60日以内に上記②（ア）または③（ア）の診断を受けたときは、
引受保険会社はその被保険者についての保険期間満了の日に診断を受けたものとみなして3大
疾病保険金をお支払いします。

3 大 疾 病
保 険 金

上皮内新生物
診断保険金

死亡保険金

●被保険者が加入日（＊）以後保険期間中に、加入日（＊）前を含めて初めて上皮内新生物・皮膚のその他
の悪性新生物（別表4）に罹患し医師によって病理組織学的所見（生検）により診断確定されたとき

●被保険者が保険期間中に死亡されたとき

●3大疾病保険金と死亡保険金は、同一の被保険者についていずれか一方のみのお支払い
となります。3大疾病保険金をお支払いする前にその被保険者について死亡保険金の請求
を受け、死亡保険金をお支払いするときは、引受保険会社は、3大疾病保険金をお支払い
できません。
●3大疾病保険金をお支払いした場合、この保険契約のその被保険者に対する部分は、3大
疾病保険金の支払事由に該当したときから、消滅したものとします。3大疾病保険金を
お支払いした場合、その支払い後にその被保険者について死亡保険金の請求を受けても、
引受保険会社は、死亡保険金をお支払いできません。

!
ご注意

●リビング・ニーズ特約

●被保険者が保険期間中にその余命が６カ月以内と判断されるとき

●リビング・ニーズ特約の特約保険金の支払い前にその被保険者について死亡保険金また
は3大疾病保険金が支払われるときには、リビング・ニーズ特約の特約保険金は支払いま
せん。
　この場合、死亡保険金または3大疾病保険金の受取人からご請求ください。
●余命6カ月以内の判断は、引受保険会社が行います。 余命6カ月以内の判断は、医師が
記入した診断書や請求書類等の内容、もしくは引受保険会社が確認を行った結果に基づ
いて行います。
余命6カ月以内とは、請求時において、日本で一般に認められた医療による治療を行って
も余命が６カ月以内であることをいいます。
●死亡保険金の全部をお支払いした場合、請求日に、この保険契約のその被保険者に対す
る部分は消滅したものとします。死亡保険金の一部をお支払いした場合、保険金額は保険
金の受取人が指定した保険金額分について、請求日に減額されたものとします。
●特約保険金は同一の被保険者について1回限りのお支払いとなります。

!
ご注意

●上皮内新生物・皮膚のその他の悪性新生物と診断確定された場合でも、悪性新生物（別表
1）、急性心筋梗塞、脳卒中、死亡についての保障は継続します。
●上皮内新生物診断保険金は、同一の被保険者について１回限りのお支払いとなります。更新
する場合も、更新前後を通算して1回限りです。

!
ご注意

リ ビ ン グ・
ニーズ特約の
特約保険金

別表1　対象となる悪性新生物
1．対象となる悪性新生物とは、平成6年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類項目
の内容については厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準
拠」によるものとします。

口唇、口腔および咽頭の悪性新生物
消化器の悪性新生物
呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物
骨および関節軟骨の悪性新生物
皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物（C43～ C44）のうち
　皮膚の悪性黒色腫
中皮および軟部組織の悪性新生物
乳房の悪性新生物
女性生殖器の悪性新生物
男性生殖器の悪性新生物
腎尿路の悪性新生物
眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物
甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物
部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物
リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物
独立した（原発性）多部位の悪性新生物
真正赤血球増加症＜多血症＞
骨髄異形成症候群
リンパ組織、造血組織および関連組織の性状不詳または不明のその他の新生物（D47）のうち
　慢性骨髄増殖性疾患
　本態性（出血性）血小板血症
リンパ細網組織および細網組織球系の疾患（D76）のうち
　ランゲルハンス細胞組織球症

C00 ～ C14
C15 ～ C26
C30 ～ C39
C40 ～ C41

C43
C45 ～ C49
C50
C51 ～ C58
C60 ～ C63
C64 ～ C68
C69 ～ C72
C73 ～ C75
C76 ～ C80
C81 ～ C96
C97
D45
D46

D47.1
D47.3

D76.0

分 類 項 目 基本分類コード

2．上記1において「悪性新生物」とは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類ー腫瘍学　第3版」中、新生物の
性状を表す第5桁コードが次のものをいいます。

／3　・・・悪性、原発部位
／6　・・・悪性、転移部位

悪性、続発部位
／9　・・・悪性、原発部位又は転移部位の別不詳

第 5 桁 性 状 コ ー ド 番 号

I 21
I 22

別表2　対象となる急性心筋梗塞
対象となる急性心筋梗塞とは、表1によって定義づけられる疾病で、かつ、平成6年10月12日総務庁告示第75号に定め
られた分類項目中表2に規定されるものとし、分類項目の内容については厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害
および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

表１　対象となる急性心筋梗塞の定義

冠状動脈の閉塞または急激な血液供給の減少により、その関連部分の心筋が壊死に
陥った疾病であり、原則として以下の3項目を満たす疾病
（1）典型的な胸部痛の病歴
（2）新たに生じた典型的な心電図の梗塞性変化
（3）心筋細胞逸脱酵素の一時的上昇

急 性 心 筋 梗 塞

疾 病 名 疾 病 の 定 義

表2　対象となる急性心筋梗塞の基本分類コード

虚血性心疾患（I20 ～ I25）のうち
急性心筋梗塞
再発性心筋梗塞

急 性 心 筋 梗 塞

疾 病 名 分 類 項 目 基本分類コード

I 60
I 61
I 63

別表3　対象となる脳卒中
対象となる脳卒中とは、表１によって定義づけられる疾病で、かつ、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた
分類項目中表２に規定されるものとし、分類項目の内容については厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および
死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

表1　対象となる脳卒中の定義

脳血管の異常（脳組織の梗塞、出血および頭蓋外部からの塞栓が含まれる）により脳の
血液の循環が急激に障がいされることによって、24時間以上持続する中枢神経系の
脱落症状を引き起こした疾病

脳 卒 中

疾 病 名 疾 病 の 定 義

表2　対象となる脳卒中の基本分類コード

脳血管疾患（I60 ～ I69）のうち
くも膜下出血
脳内出血
脳梗塞

脳 卒 中

疾 病 名 分 類 項 目 基本分類コード

別表4　対象となる上皮内新生物等
1．対象となる上皮内新生物等とは、平成6年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類
項目の内容については厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年
版）準拠」によるものとします。

皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物（C43～ C44）のうち
皮膚のその他の悪性新生物
上皮内新生物

C44
D00 ～ D09

分 類 項 目 基本分類コード

2．別表4の1において「上皮内新生物等」とは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類ー腫瘍学　第3版」中、
新生物の性状を表す第5桁コードが次のものをいいます。

（1）皮膚のその他の悪性新生物（C44）

別表5　病院または診療所
「病院または診療所」とは、次の各号のいずれかに該当したものとします。

（1）医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する診療所
なお、介護保険法に定める介護老人保健施設および介護老人福祉施設ならびに老人福祉法に定める老人福祉施設
および有料老人ホームは含まれません。

（2）前号の場合と同等の日本国外にある医療施設

／3　・・・悪性、原発部位
／6　・・・悪性、転移部位

悪性、続発部位
／9　・・・悪性、原発部位又は転移部位の別不詳

第 5 桁 性 状 コ ー ド 番 号

（2）上皮内新生物（D00 ～ D09）

／2　・・・上皮内癌
上皮内
非浸潤性
非侵襲性

第 5 桁 性 状 コ ー ド 番 号

別表6　手術
急性心筋梗塞および脳卒中について対象となる「手術」とは、治療を直接の目的として、器具を用い、生体に切断、摘除など
の操作を加えるものであり、かつ、次の①～④に該当するものを指します。吸引、穿刺などの処置および神経ブロックは
除きます。

①開頭術
②開胸術
③ファイバースコープ手術
④血管・バスケットカテーテル手術

保険金の支払事由（続き）
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I 21
I 22

別表2　対象となる急性心筋梗塞
対象となる急性心筋梗塞とは、表1によって定義づけられる疾病で、かつ、平成6年10月12日総務庁告示第75号に定め
られた分類項目中表2に規定されるものとし、分類項目の内容については厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害
および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

表１　対象となる急性心筋梗塞の定義

冠状動脈の閉塞または急激な血液供給の減少により、その関連部分の心筋が壊死に
陥った疾病であり、原則として以下の3項目を満たす疾病
（1）典型的な胸部痛の病歴
（2）新たに生じた典型的な心電図の梗塞性変化
（3）心筋細胞逸脱酵素の一時的上昇

急 性 心 筋 梗 塞

疾 病 名 疾 病 の 定 義

表2　対象となる急性心筋梗塞の基本分類コード

虚血性心疾患（I20 ～ I25）のうち
急性心筋梗塞
再発性心筋梗塞

急 性 心 筋 梗 塞

疾 病 名 分 類 項 目 基本分類コード

I 60
I 61
I 63

別表3　対象となる脳卒中
対象となる脳卒中とは、表１によって定義づけられる疾病で、かつ、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた
分類項目中表２に規定されるものとし、分類項目の内容については厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および
死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

表1　対象となる脳卒中の定義

脳血管の異常（脳組織の梗塞、出血および頭蓋外部からの塞栓が含まれる）により脳の
血液の循環が急激に障がいされることによって、24時間以上持続する中枢神経系の
脱落症状を引き起こした疾病

脳 卒 中

疾 病 名 疾 病 の 定 義

表2　対象となる脳卒中の基本分類コード

脳血管疾患（I60 ～ I69）のうち
くも膜下出血
脳内出血
脳梗塞

脳 卒 中

疾 病 名 分 類 項 目 基本分類コード

別表4　対象となる上皮内新生物等
1．対象となる上皮内新生物等とは、平成6年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類
項目の内容については厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年
版）準拠」によるものとします。

皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物（C43～ C44）のうち
皮膚のその他の悪性新生物
上皮内新生物

C44
D00 ～ D09

分 類 項 目 基本分類コード

2．別表4の1において「上皮内新生物等」とは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類ー腫瘍学　第3版」中、
新生物の性状を表す第5桁コードが次のものをいいます。

（1）皮膚のその他の悪性新生物（C44）

別表5　病院または診療所
「病院または診療所」とは、次の各号のいずれかに該当したものとします。

（1）医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する診療所
なお、介護保険法に定める介護老人保健施設および介護老人福祉施設ならびに老人福祉法に定める老人福祉施設
および有料老人ホームは含まれません。

（2）前号の場合と同等の日本国外にある医療施設

／3　・・・悪性、原発部位
／6　・・・悪性、転移部位

悪性、続発部位
／9　・・・悪性、原発部位又は転移部位の別不詳

第 5 桁 性 状 コ ー ド 番 号

（2）上皮内新生物（D00 ～ D09）

／2　・・・上皮内癌
上皮内
非浸潤性
非侵襲性

第 5 桁 性 状 コ ー ド 番 号

別表6　手術
急性心筋梗塞および脳卒中について対象となる「手術」とは、治療を直接の目的として、器具を用い、生体に切断、摘除など
の操作を加えるものであり、かつ、次の①～④に該当するものを指します。吸引、穿刺などの処置および神経ブロックは
除きます。

①開頭術
②開胸術
③ファイバースコープ手術
④血管・バスケットカテーテル手術

保険金の支払事由（続き）

●がん（悪性新生物）と診断確定されてもお支払いで
きない場合

○被保険者がご加入（＊1）前にがん（悪性新生物）と
診断確定されていた場合、３大疾病保険金はお支
払いできません。
この場合、ご加入（＊1）日以後に新たにがん（悪性
新生物）と診断確定された場合であっても、3大
疾病保険金はお支払いできません（＊2）。
ただし、急性心筋梗塞、脳卒中、がん（上皮内新生物
等）、死亡については保障します。

○被保険者が不担保期間にがん（悪性新生物）と診断
確定された場合、3大疾病保険金はお支払いでき
ません。
不担保期間が経過した後に、新たにがん（悪性新
生物）と診断確定された場合には、3大疾病保険
金の支払対象となります。
ただし、不担保期間が経過した後にがん（悪性新
生物）と診断確定された場合でも、不担保期間に
診断確定されたがん（悪性新生物）の再発・転移等
と認められるときは、3大疾病保険金はお支払い
できません。

●がん（上皮内新生物等）と診断確定されてもお支払い
できない場合

○被保険者がご加入（＊1）前にがん（上皮内新生物
等）と診断確定されていた場合、上皮内新生物診断
保険金はお支払いできません。
この場合、ご加入（＊1）日以後に新たにがん（上皮内
新生物等）と診断確定された場合であっても、上皮
内新生物診断保険金はお支払いできません（＊3）。
ただし、がん（悪性新生物）、急性心筋梗塞、脳卒中、 
死亡については保障します。

3大疾病保険金

●急性心筋梗塞・脳卒中による3大疾病保険金のお支
払いは、その原因となる疾病がご加入（＊1）日以後
に生じた場合に限ります。（原因となる疾病がご加入
（＊1）前に生じていた場合には、お支払事由に該当し
ません。）

●したがって、原因となる疾病がご加入（＊1）前に生じ
ていた場合には、過去の傷病歴（傷病名、治療期間
等）、おからだの状態等について告知いただいている
かどうかにかかわらず、これらの保険金はお支払対
象となりません。

すべての保険金

●次の場合には、保険金をお支払いせず、ご加入も継続
できません。

死亡保険金

●引受保険会社は、被保険者が次のいずれかにより死
亡された場合には、死亡保険金をお支払いしません。

（＊4）ただし、戦争その他の変乱によって支払事由に
該当された被保険者の数の増加がこの保険の
計算基礎に及ぼす影響が少ないと引受保険会社
が認めた場合には、その程度に応じ、死亡保険金
の全額をお支払いし、または保険金を削減して
お支払いします。

○被保険者が不担保期間にがん（上皮内新生物等）
と診断確定された場合、上皮内新生物診断保険金
はお支払いできません。
不担保期間が経過した後に、新たにがん（上皮内
新生物等）と診断確定された場合には、上皮内新
生物診断保険金の支払対象となります。
ただし、不担保期間が経過した後にがん（上皮内新
生物等）と診断確定された場合でも、不担保期間
に診断確定されたがん（上皮内新生物等）の再発・
転移等と認められるときは、上皮内新生物診断保
険金はお支払いできません。

（＊1）保障額を増額する場合、増額部分については、 
「ご加入」を「増額」と読替えます。

（＊2）不担保期間が経過した後に診断確定された場合
であっても、3大疾病保険金はお支払いできま
せん。

（＊3）不担保期間が経過した後に診断確定された場合
であっても、上皮内新生物診断保険金はお支払
いできません。

・被保険者の自殺。ただし、その被保険者がその
ご加入（＊1）日から起算して1年を超えて継続
して被保険者であった場合には、死亡保険金を
お支払いします。
・保険契約者の故意。
・死亡保険金受取人の故意。ただし、その死亡保険
金受取人が死亡保険金の一部の受取人である
場合には、その残額をその他の死亡保険金受取
人にお支払いします。
・戦争その他の変乱。（＊4）

リビング・ニーズ特約の特約保険金

●引受保険会社は、リビング・ニーズ特約の特約保険
金のお支払事由が次の項目のいずれかによって生じ
た場合には、リビング・ニーズ特約の特約保険金を
お支払いしません。

（＊5）ただし、戦争その他の変乱によって余命が6カ月
以内と判断される被保険者の数の増加が、リビ
ング・ニーズ特約の計算の基礎に及ぼす影響が
少ないと引受保険会社が認めた場合には、その
程度に応じ、リビング・ニーズ特約の特約保険金
の全額をお支払いし、またはその金額を削減し
てお支払いします。

・保険契約者、被保険者、指定代理請求人の故意。
・戦争その他の変乱。（＊5）

告知義務違反による解除の場合
ご加入（＊1）のお申込みの際に保険契約者または
被保険者が、故意または重大な過失によって告知
事項について事実を告げずまたは事実でないこと
を告げ、保険契約の全部またはその被保険者のご
加入（＊1）部分が解除されたとき。ただし、支払事由
の発生が解除の原因となった事実によらないこと
が証明された場合には、保険金をお支払いします。

詐欺による取消の場合
保険契約者または被保険者の詐欺により、この
保険契約の締結・被保険者の加入等が行われた
ために、この保険契約の全部またはその被保険者
に対する部分が取消となることがあります。この
場合、すでに払込まれた保険料は払戻しません。

不法取得目的による無効の場合
保険契約者または被保険者が保険金を不法に取
得する目的もしくは他人に保険金を不法に取得さ
せる目的をもってこの保険契約の締結・被保険者
の加入等を行った場合には、この保険契約の全部
またはその被保険者に対する部分を無効とし、す
でに払込まれた保険料は払戻しません。

保険契約が失効した場合
保険契約者から保険料の払込みがなく、この保険
契約が効力を失ったとき

重大事由による解除の場合
次のような事由に該当した場合には、この保険
契約の全部またはその被保険者に対する部分を
解除することがあります。
①保険契約者、被保険者（死亡保険金の場合は被
保険者を除きます。）または保険金の受取人が、
この保険契約の保険金を詐取する目的または
他人に詐取させる目的で事故招致（未遂を含み
ます。）をしたとき。
②この保険契約の保険金の請求に関し、保険金
の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があっ
たとき。
③保険契約者、被保険者または保険金の受取人
が、次の（ア）～（オ）のいずれかに該当するとき。

（ア）暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった
日から5年を経過しない者を含みます。）、
暴力団準構成員、暴力団関係企業その他
の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」とい
います。）に該当すると認められること

（イ）反社会的勢力に対して資金等を提供し、
または便宜を供与する等の関与をしてい
ると認められること

（ウ）反社会的勢力を不当に利用していると認め
られること

（エ）反社会的勢力により団体の全部もしくは
一部の経営を支配され、またはその経営に
反社会的勢力による実質的な関与を受け
ていると認められること

（オ）その他反社会的勢力と社会的に非難され
るべき関係を有していると認められること

④上記①②③の他、引受保険会社の保険契約者、
被保険者または保険金の受取人に対する信頼
を損ない、この保険契約の存続を困難とする
上記①②③の事由と同等の重大な事由がある
とき。

保険金をお支払いしない場合等（詳細） 保険金をお支払いしない場合等（詳細）（続き）

がんについて保険金をお支払いしない場合

がんに対する保障のイメージ

●がんと診断確定される時期によっては、保険金をお支払いできない場合があります。

○がんに対する保障については、ご加入（＊1）日から90日間は不担保期間となり、不担保期間が経過した後に
保障を開始します。（急性心筋梗塞、脳卒中、死亡については、ご加入（＊1）日から保障を開始します。）

ご加入（＊１）

ご加入（＊１）前 不 担保期間
（ご加入（＊1）日から90日間） がんに対する保障
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別表2　対象となる急性心筋梗塞
対象となる急性心筋梗塞とは、表1によって定義づけられる疾病で、かつ、平成6年10月12日総務庁告示第75号に定め
られた分類項目中表2に規定されるものとし、分類項目の内容については厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害
および死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

表１　対象となる急性心筋梗塞の定義

冠状動脈の閉塞または急激な血液供給の減少により、その関連部分の心筋が壊死に
陥った疾病であり、原則として以下の3項目を満たす疾病
（1）典型的な胸部痛の病歴
（2）新たに生じた典型的な心電図の梗塞性変化
（3）心筋細胞逸脱酵素の一時的上昇

急 性 心 筋 梗 塞

疾 病 名 疾 病 の 定 義

表2　対象となる急性心筋梗塞の基本分類コード

虚血性心疾患（I20 ～ I25）のうち
急性心筋梗塞
再発性心筋梗塞

急 性 心 筋 梗 塞

疾 病 名 分 類 項 目 基本分類コード

I 60
I 61
I 63

別表3　対象となる脳卒中
対象となる脳卒中とは、表１によって定義づけられる疾病で、かつ、平成６年10月12日総務庁告示第75号に定められた
分類項目中表２に規定されるものとし、分類項目の内容については厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および
死因統計分類提要ICD-10（2003年版）準拠」によるものとします。

表1　対象となる脳卒中の定義

脳血管の異常（脳組織の梗塞、出血および頭蓋外部からの塞栓が含まれる）により脳の
血液の循環が急激に障がいされることによって、24時間以上持続する中枢神経系の
脱落症状を引き起こした疾病

脳 卒 中

疾 病 名 疾 病 の 定 義

表2　対象となる脳卒中の基本分類コード

脳血管疾患（I60 ～ I69）のうち
くも膜下出血
脳内出血
脳梗塞

脳 卒 中

疾 病 名 分 類 項 目 基本分類コード

別表4　対象となる上皮内新生物等
1．対象となる上皮内新生物等とは、平成6年10月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目中下記のものとし、分類
項目の内容については厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD-10（2003年
版）準拠」によるものとします。

皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物（C43～ C44）のうち
皮膚のその他の悪性新生物
上皮内新生物

C44
D00 ～ D09

分 類 項 目 基本分類コード

2．別表4の1において「上皮内新生物等」とは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類ー腫瘍学　第3版」中、
新生物の性状を表す第5桁コードが次のものをいいます。

（1）皮膚のその他の悪性新生物（C44）

別表5　病院または診療所
「病院または診療所」とは、次の各号のいずれかに該当したものとします。

（1）医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する診療所
なお、介護保険法に定める介護老人保健施設および介護老人福祉施設ならびに老人福祉法に定める老人福祉施設
および有料老人ホームは含まれません。

（2）前号の場合と同等の日本国外にある医療施設

／3　・・・悪性、原発部位
／6　・・・悪性、転移部位

悪性、続発部位
／9　・・・悪性、原発部位又は転移部位の別不詳

第 5 桁 性 状 コ ー ド 番 号

（2）上皮内新生物（D00 ～ D09）

／2　・・・上皮内癌
上皮内
非浸潤性
非侵襲性

第 5 桁 性 状 コ ー ド 番 号

別表6　手術
急性心筋梗塞および脳卒中について対象となる「手術」とは、治療を直接の目的として、器具を用い、生体に切断、摘除など
の操作を加えるものであり、かつ、次の①～④に該当するものを指します。吸引、穿刺などの処置および神経ブロックは
除きます。

①開頭術
②開胸術
③ファイバースコープ手術
④血管・バスケットカテーテル手術

保険金の支払事由（続き）

●がん（悪性新生物）と診断確定されてもお支払いで
きない場合

○被保険者がご加入（＊1）前にがん（悪性新生物）と
診断確定されていた場合、３大疾病保険金はお支
払いできません。
この場合、ご加入（＊1）日以後に新たにがん（悪性
新生物）と診断確定された場合であっても、3大
疾病保険金はお支払いできません（＊2）。
ただし、急性心筋梗塞、脳卒中、がん（上皮内新生物
等）、死亡については保障します。

○被保険者が不担保期間にがん（悪性新生物）と診断
確定された場合、3大疾病保険金はお支払いでき
ません。
不担保期間が経過した後に、新たにがん（悪性新
生物）と診断確定された場合には、3大疾病保険
金の支払対象となります。
ただし、不担保期間が経過した後にがん（悪性新
生物）と診断確定された場合でも、不担保期間に
診断確定されたがん（悪性新生物）の再発・転移等
と認められるときは、3大疾病保険金はお支払い
できません。

●がん（上皮内新生物等）と診断確定されてもお支払い
できない場合

○被保険者がご加入（＊1）前にがん（上皮内新生物
等）と診断確定されていた場合、上皮内新生物診断
保険金はお支払いできません。
この場合、ご加入（＊1）日以後に新たにがん（上皮内
新生物等）と診断確定された場合であっても、上皮
内新生物診断保険金はお支払いできません（＊3）。
ただし、がん（悪性新生物）、急性心筋梗塞、脳卒中、 
死亡については保障します。

3大疾病保険金

●急性心筋梗塞・脳卒中による3大疾病保険金のお支
払いは、その原因となる疾病がご加入（＊1）日以後
に生じた場合に限ります。（原因となる疾病がご加入
（＊1）前に生じていた場合には、お支払事由に該当し
ません。）

●したがって、原因となる疾病がご加入（＊1）前に生じ
ていた場合には、過去の傷病歴（傷病名、治療期間
等）、おからだの状態等について告知いただいている
かどうかにかかわらず、これらの保険金はお支払対
象となりません。

すべての保険金

●次の場合には、保険金をお支払いせず、ご加入も継続
できません。

死亡保険金

●引受保険会社は、被保険者が次のいずれかにより死
亡された場合には、死亡保険金をお支払いしません。

（＊4）ただし、戦争その他の変乱によって支払事由に
該当された被保険者の数の増加がこの保険の
計算基礎に及ぼす影響が少ないと引受保険会社
が認めた場合には、その程度に応じ、死亡保険金
の全額をお支払いし、または保険金を削減して
お支払いします。

○被保険者が不担保期間にがん（上皮内新生物等）
と診断確定された場合、上皮内新生物診断保険金
はお支払いできません。
不担保期間が経過した後に、新たにがん（上皮内
新生物等）と診断確定された場合には、上皮内新
生物診断保険金の支払対象となります。
ただし、不担保期間が経過した後にがん（上皮内新
生物等）と診断確定された場合でも、不担保期間
に診断確定されたがん（上皮内新生物等）の再発・
転移等と認められるときは、上皮内新生物診断保
険金はお支払いできません。

（＊1）保障額を増額する場合、増額部分については、 
「ご加入」を「増額」と読替えます。

（＊2）不担保期間が経過した後に診断確定された場合
であっても、3大疾病保険金はお支払いできま
せん。

（＊3）不担保期間が経過した後に診断確定された場合
であっても、上皮内新生物診断保険金はお支払
いできません。

・被保険者の自殺。ただし、その被保険者がその
ご加入（＊1）日から起算して1年を超えて継続
して被保険者であった場合には、死亡保険金を
お支払いします。
・保険契約者の故意。
・死亡保険金受取人の故意。ただし、その死亡保険
金受取人が死亡保険金の一部の受取人である
場合には、その残額をその他の死亡保険金受取
人にお支払いします。
・戦争その他の変乱。（＊4）

リビング・ニーズ特約の特約保険金

●引受保険会社は、リビング・ニーズ特約の特約保険
金のお支払事由が次の項目のいずれかによって生じ
た場合には、リビング・ニーズ特約の特約保険金を
お支払いしません。

（＊5）ただし、戦争その他の変乱によって余命が6カ月
以内と判断される被保険者の数の増加が、リビ
ング・ニーズ特約の計算の基礎に及ぼす影響が
少ないと引受保険会社が認めた場合には、その
程度に応じ、リビング・ニーズ特約の特約保険金
の全額をお支払いし、またはその金額を削減し
てお支払いします。

・保険契約者、被保険者、指定代理請求人の故意。
・戦争その他の変乱。（＊5）

告知義務違反による解除の場合
ご加入（＊1）のお申込みの際に保険契約者または
被保険者が、故意または重大な過失によって告知
事項について事実を告げずまたは事実でないこと
を告げ、保険契約の全部またはその被保険者のご
加入（＊1）部分が解除されたとき。ただし、支払事由
の発生が解除の原因となった事実によらないこと
が証明された場合には、保険金をお支払いします。

詐欺による取消の場合
保険契約者または被保険者の詐欺により、この
保険契約の締結・被保険者の加入等が行われた
ために、この保険契約の全部またはその被保険者
に対する部分が取消となることがあります。この
場合、すでに払込まれた保険料は払戻しません。

不法取得目的による無効の場合
保険契約者または被保険者が保険金を不法に取
得する目的もしくは他人に保険金を不法に取得さ
せる目的をもってこの保険契約の締結・被保険者
の加入等を行った場合には、この保険契約の全部
またはその被保険者に対する部分を無効とし、す
でに払込まれた保険料は払戻しません。

保険契約が失効した場合
保険契約者から保険料の払込みがなく、この保険
契約が効力を失ったとき

重大事由による解除の場合
次のような事由に該当した場合には、この保険
契約の全部またはその被保険者に対する部分を
解除することがあります。
①保険契約者、被保険者（死亡保険金の場合は被
保険者を除きます。）または保険金の受取人が、
この保険契約の保険金を詐取する目的または
他人に詐取させる目的で事故招致（未遂を含み
ます。）をしたとき。
②この保険契約の保険金の請求に関し、保険金
の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があっ
たとき。
③保険契約者、被保険者または保険金の受取人
が、次の（ア）～（オ）のいずれかに該当するとき。

（ア）暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった
日から5年を経過しない者を含みます。）、
暴力団準構成員、暴力団関係企業その他
の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」とい
います。）に該当すると認められること

（イ）反社会的勢力に対して資金等を提供し、
または便宜を供与する等の関与をしてい
ると認められること

（ウ）反社会的勢力を不当に利用していると認め
られること

（エ）反社会的勢力により団体の全部もしくは
一部の経営を支配され、またはその経営に
反社会的勢力による実質的な関与を受け
ていると認められること

（オ）その他反社会的勢力と社会的に非難され
るべき関係を有していると認められること

④上記①②③の他、引受保険会社の保険契約者、
被保険者または保険金の受取人に対する信頼
を損ない、この保険契約の存続を困難とする
上記①②③の事由と同等の重大な事由がある
とき。

保険金をお支払いしない場合等（詳細） 保険金をお支払いしない場合等（詳細）（続き）

がんについて保険金をお支払いしない場合

がんに対する保障のイメージ

●がんと診断確定される時期によっては、保険金をお支払いできない場合があります。

○がんに対する保障については、ご加入（＊1）日から90日間は不担保期間となり、不担保期間が経過した後に
保障を開始します。（急性心筋梗塞、脳卒中、死亡については、ご加入（＊1）日から保障を開始します。）

ご加入（＊１）

ご加入（＊１）前 不 担保期間
（ご加入（＊1）日から90日間） がんに対する保障
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●がん（悪性新生物）と診断確定されてもお支払いで
きない場合

○被保険者がご加入（＊1）前にがん（悪性新生物）と
診断確定されていた場合、３大疾病保険金はお支
払いできません。
この場合、ご加入（＊1）日以後に新たにがん（悪性
新生物）と診断確定された場合であっても、3大
疾病保険金はお支払いできません（＊2）。
ただし、急性心筋梗塞、脳卒中、がん（上皮内新生物
等）、死亡については保障します。

○被保険者が不担保期間にがん（悪性新生物）と診断
確定された場合、3大疾病保険金はお支払いでき
ません。
不担保期間が経過した後に、新たにがん（悪性新
生物）と診断確定された場合には、3大疾病保険
金の支払対象となります。
ただし、不担保期間が経過した後にがん（悪性新
生物）と診断確定された場合でも、不担保期間に
診断確定されたがん（悪性新生物）の再発・転移等
と認められるときは、3大疾病保険金はお支払い
できません。

●がん（上皮内新生物等）と診断確定されてもお支払い
できない場合

○被保険者がご加入（＊1）前にがん（上皮内新生物
等）と診断確定されていた場合、上皮内新生物診断
保険金はお支払いできません。
この場合、ご加入（＊1）日以後に新たにがん（上皮内
新生物等）と診断確定された場合であっても、上皮
内新生物診断保険金はお支払いできません（＊3）。
ただし、がん（悪性新生物）、急性心筋梗塞、脳卒中、 
死亡については保障します。

3大疾病保険金

●急性心筋梗塞・脳卒中による3大疾病保険金のお支
払いは、その原因となる疾病がご加入（＊1）日以後
に生じた場合に限ります。（原因となる疾病がご加入
（＊1）前に生じていた場合には、お支払事由に該当し
ません。）

●したがって、原因となる疾病がご加入（＊1）前に生じ
ていた場合には、過去の傷病歴（傷病名、治療期間
等）、おからだの状態等について告知いただいている
かどうかにかかわらず、これらの保険金はお支払対
象となりません。

すべての保険金

●次の場合には、保険金をお支払いせず、ご加入も継続
できません。

死亡保険金

●引受保険会社は、被保険者が次のいずれかにより死
亡された場合には、死亡保険金をお支払いしません。

（＊4）ただし、戦争その他の変乱によって支払事由に
該当された被保険者の数の増加がこの保険の
計算基礎に及ぼす影響が少ないと引受保険会社
が認めた場合には、その程度に応じ、死亡保険金
の全額をお支払いし、または保険金を削減して
お支払いします。

○被保険者が不担保期間にがん（上皮内新生物等）
と診断確定された場合、上皮内新生物診断保険金
はお支払いできません。
不担保期間が経過した後に、新たにがん（上皮内
新生物等）と診断確定された場合には、上皮内新
生物診断保険金の支払対象となります。
ただし、不担保期間が経過した後にがん（上皮内新
生物等）と診断確定された場合でも、不担保期間
に診断確定されたがん（上皮内新生物等）の再発・
転移等と認められるときは、上皮内新生物診断保
険金はお支払いできません。

（＊1）保障額を増額する場合、増額部分については、 
「ご加入」を「増額」と読替えます。

（＊2）不担保期間が経過した後に診断確定された場合
であっても、3大疾病保険金はお支払いできま
せん。

（＊3）不担保期間が経過した後に診断確定された場合
であっても、上皮内新生物診断保険金はお支払
いできません。

・被保険者の自殺。ただし、その被保険者がその
ご加入（＊1）日から起算して1年を超えて継続
して被保険者であった場合には、死亡保険金を
お支払いします。
・保険契約者の故意。
・死亡保険金受取人の故意。ただし、その死亡保険
金受取人が死亡保険金の一部の受取人である
場合には、その残額をその他の死亡保険金受取
人にお支払いします。
・戦争その他の変乱。（＊4）

リビング・ニーズ特約の特約保険金

●引受保険会社は、リビング・ニーズ特約の特約保険
金のお支払事由が次の項目のいずれかによって生じ
た場合には、リビング・ニーズ特約の特約保険金を
お支払いしません。

（＊5）ただし、戦争その他の変乱によって余命が6カ月
以内と判断される被保険者の数の増加が、リビ
ング・ニーズ特約の計算の基礎に及ぼす影響が
少ないと引受保険会社が認めた場合には、その
程度に応じ、リビング・ニーズ特約の特約保険金
の全額をお支払いし、またはその金額を削減し
てお支払いします。

・保険契約者、被保険者、指定代理請求人の故意。
・戦争その他の変乱。（＊5）

告知義務違反による解除の場合
ご加入（＊1）のお申込みの際に保険契約者または
被保険者が、故意または重大な過失によって告知
事項について事実を告げずまたは事実でないこと
を告げ、保険契約の全部またはその被保険者のご
加入（＊1）部分が解除されたとき。ただし、支払事由
の発生が解除の原因となった事実によらないこと
が証明された場合には、保険金をお支払いします。

詐欺による取消の場合
保険契約者または被保険者の詐欺により、この
保険契約の締結・被保険者の加入等が行われた
ために、この保険契約の全部またはその被保険者
に対する部分が取消となることがあります。この
場合、すでに払込まれた保険料は払戻しません。

不法取得目的による無効の場合
保険契約者または被保険者が保険金を不法に取
得する目的もしくは他人に保険金を不法に取得さ
せる目的をもってこの保険契約の締結・被保険者
の加入等を行った場合には、この保険契約の全部
またはその被保険者に対する部分を無効とし、す
でに払込まれた保険料は払戻しません。

保険契約が失効した場合
保険契約者から保険料の払込みがなく、この保険
契約が効力を失ったとき

重大事由による解除の場合
次のような事由に該当した場合には、この保険
契約の全部またはその被保険者に対する部分を
解除することがあります。
①保険契約者、被保険者（死亡保険金の場合は被
保険者を除きます。）または保険金の受取人が、
この保険契約の保険金を詐取する目的または
他人に詐取させる目的で事故招致（未遂を含み
ます。）をしたとき。
②この保険契約の保険金の請求に関し、保険金
の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があっ
たとき。
③保険契約者、被保険者または保険金の受取人
が、次の（ア）～（オ）のいずれかに該当するとき。

（ア）暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった
日から5年を経過しない者を含みます。）、
暴力団準構成員、暴力団関係企業その他
の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」とい
います。）に該当すると認められること

（イ）反社会的勢力に対して資金等を提供し、
または便宜を供与する等の関与をしてい
ると認められること

（ウ）反社会的勢力を不当に利用していると認め
られること

（エ）反社会的勢力により団体の全部もしくは
一部の経営を支配され、またはその経営に
反社会的勢力による実質的な関与を受け
ていると認められること

（オ）その他反社会的勢力と社会的に非難され
るべき関係を有していると認められること

④上記①②③の他、引受保険会社の保険契約者、
被保険者または保険金の受取人に対する信頼
を損ない、この保険契約の存続を困難とする
上記①②③の事由と同等の重大な事由がある
とき。

保険金をお支払いしない場合等（詳細） 保険金をお支払いしない場合等（詳細）（続き）

がんについて保険金をお支払いしない場合

がんに対する保障のイメージ

●がんと診断確定される時期によっては、保険金をお支払いできない場合があります。

○がんに対する保障については、ご加入（＊1）日から90日間は不担保期間となり、不担保期間が経過した後に
保障を開始します。（急性心筋梗塞、脳卒中、死亡については、ご加入（＊1）日から保障を開始します。）

ご加入（＊１）

ご加入（＊１）前 不 担保期間
（ご加入（＊1）日から90日間） がんに対する保障

税務上のお取扱い

●税務の取扱い等について、平成29年9月現在の税制・関係法令等に基づき記載しております。
●今後、税務の取扱い等が変わる場合がありますので、記載の内容・数値等は将来にわたって保証されるもの
ではありません。
●個別の税務取扱い等については、所轄の国税局・税務署や顧問税理士等にご確認ください。

個人情報の取扱いに関する大塚ホールディングス株式会社と引受保険会社からのお知らせ
●この保険契約は、大塚ホールディングス株式会社（以
下、団体といいます。）を保険契約者とし、団体およ
び団体の子会社（以下、子会社といいます。）の所属
員を加入対象者とする企業保険です。
そのため、この保険契約の運営にあたっては、団体お
よび子会社（大塚倉庫株式会社を含みます。以下同
じ。）は加入対象者の個人情報（氏名・性別・生年月
日・健康状態等）を取扱い、団体がこの保険契約を締
結した引受保険会社へ提出します。
団体および子会社は、この保険契約の運営において
入手する個人情報（個人番号を除く）を、この保険契
約の事務手続きのために使用します。
●引受保険会社は受領した個人情報（個人番号を除
く）を各種保険の引受け・継続・維持管理、保険金等
のお支払い、その他保険に関連・付随する業務のた
めに利用し、また、団体、子会社等へその目的の範囲
内で提供します。
●また、 今後、 個人情報に変更等が発生した際にも、 
引続き団体、子会社および引受保険会社においてそ
れぞれ上記に準じ個人情報が取扱われます。

主契約および家族特約の保険料は、一般生命保険料控除の対象です。
※生命保険料控除に関する税制改正を受け、平成24年1月1日以降に締結・更新する契約から新生命保険料
控除制度が適用されます。生命保険料控除に関する税制改正の詳細は、以下のニッセイのホームページを
ご参照ください。

※一般生命保険料控除の対象となる保険料については、年末調整・確定申告時に控除証明書等にて必ずご確
認ください。
※当3大疾病保障保険以外に一般生命保険料控除の対象となる保険等にご加入の場合、控除額は控除の対象
となる保険等の保険料をそれぞれ合計した保険料に基づき計算されます。当3大疾病保障保険のみの保険
料に基づき計算されるわけではありません。

保険料

保険金

被保険者が受取人の場合、非課税です。
※被保険者が死亡された場合は、相続財産として相続税の課税対象となります。

被保険者が受取人の場合、非課税です。

相続税の課税対象となりますが、法定相続人が受取人の場合、本人
死亡時の保険金（法定相続人が受取った他の生命保険等の受取金
がある場合には、これと合算した金額について）に対して相続税法
上一定の金額が非課税となる場合があります。

なお、記載の引受保険会社は、今後、変更する場合が
ありますが、その場合、個人情報は変更後の引受保険
会社へ提供されます。

（注）保健医療等の機微（センシティブ）情報について
は、保険業法施行規則により、業務の適切な運営
の確保その他必要と認められる目的に利用目的
が限定されています。
個人番号については、保険取引に関する支払調書
作成事務のみに使用します。

指定された死亡保険金受取人および指定代理請求人
（以下、受取人および代理人といいます。）の個人情報
については、上記の加入対象者（被保険者）の個人情報
と同様に取扱われますので、お申込みにあたっては、受
取人および代理人にその旨をご説明いただき、個人情
報の取扱いについての同意を取得してください。

3大疾病保険金・
上 皮 内 新 生 物
診 断 保 険 金

死 亡 保 険 金

リビング・ニーズ
特約の特約保険金

本 　 人

本人が受取人の場合、死亡保険金は一時所得として所得税および
住民税の課税対象となります。配偶者・こども

ニッセイホームページ　　http://www.nissay.co.jp/keiyaku/oshirase/hokenryokojo/

死亡保険金受取人・指定代理請求人の
個人情報の取扱いについて～ ～

［指定紛争解決機関］

大塚倉庫株式会社　東京保険事業部

TEL 0120-03-3754
E-MAIL sonpo@otsuka.jp
【営業時間　月曜日～金曜日　9:00～17:20（祝日・年末年始を除きます。）】

●この商品に係る指定紛争解決機関は一般社団法人生命保険協会
です。
●一般社団法人生命保険協会の「生命保険相談所」では、電話・
文書（電子メール・FAXは不可）・来訪により生命保険に関する
さまざまなご相談・照会・苦情をお受けしております。また、全国
各地に「連絡所」を設置し、電話にてお受けしております。
なお、生命保険相談所が苦情の申出を受けたことを生命保険会
社に連絡し、解決を依頼した後、原則として1カ月を経過しても、

保険契約者等と生命保険会社との間で解決がつかない場合に
ついては、指定紛争解決機関として、生命保険相談所内に裁定
審査会を設け、保険契約者等の正当な利益の保護を図っており
ます。

ご照会・苦情につき
ま して は、右 記 の
団 体 窓 口 ま で
お問合せください。

〈団体お問合せ先〉

日本生命保険相互会社 法人サービスセンター

TEL 0120-563-925

〈日本生命お問合せ先〉
引受保険会社への
ご要望・苦情につき
ましては、右 記 の
日本生命窓口まで
ご連絡ください。

ご相談窓口等

※お問合せの際には、記号証券番号（939-20）をお申し出ください。
　　　　　　 月曜日～金曜日   9：00 ～17：00　（祝日・12/31～1/3を除く。）受付時間

「生命保険相談所」・「連絡所」の連絡先は、
ホームページアドレス
http://www.seiho.or.jp/　をご覧ください。

参 照

「障がい」の表記　当パンフレットでは、法律、政令、規則等の法令で用いられている用語を含め、「障害」を「障がい」と表記しています。

日本-団-2016-707-11985-M（H28.12.2）
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●がん（悪性新生物）と診断確定されてもお支払いで
きない場合

○被保険者がご加入（＊1）前にがん（悪性新生物）と
診断確定されていた場合、３大疾病保険金はお支
払いできません。
この場合、ご加入（＊1）日以後に新たにがん（悪性
新生物）と診断確定された場合であっても、3大
疾病保険金はお支払いできません（＊2）。
ただし、急性心筋梗塞、脳卒中、がん（上皮内新生物
等）、死亡については保障します。

○被保険者が不担保期間にがん（悪性新生物）と診断
確定された場合、3大疾病保険金はお支払いでき
ません。
不担保期間が経過した後に、新たにがん（悪性新
生物）と診断確定された場合には、3大疾病保険
金の支払対象となります。
ただし、不担保期間が経過した後にがん（悪性新
生物）と診断確定された場合でも、不担保期間に
診断確定されたがん（悪性新生物）の再発・転移等
と認められるときは、3大疾病保険金はお支払い
できません。

●がん（上皮内新生物等）と診断確定されてもお支払い
できない場合

○被保険者がご加入（＊1）前にがん（上皮内新生物
等）と診断確定されていた場合、上皮内新生物診断
保険金はお支払いできません。
この場合、ご加入（＊1）日以後に新たにがん（上皮内
新生物等）と診断確定された場合であっても、上皮
内新生物診断保険金はお支払いできません（＊3）。
ただし、がん（悪性新生物）、急性心筋梗塞、脳卒中、 
死亡については保障します。

3大疾病保険金

●急性心筋梗塞・脳卒中による3大疾病保険金のお支
払いは、その原因となる疾病がご加入（＊1）日以後
に生じた場合に限ります。（原因となる疾病がご加入
（＊1）前に生じていた場合には、お支払事由に該当し
ません。）

●したがって、原因となる疾病がご加入（＊1）前に生じ
ていた場合には、過去の傷病歴（傷病名、治療期間
等）、おからだの状態等について告知いただいている
かどうかにかかわらず、これらの保険金はお支払対
象となりません。

すべての保険金

●次の場合には、保険金をお支払いせず、ご加入も継続
できません。

死亡保険金

●引受保険会社は、被保険者が次のいずれかにより死
亡された場合には、死亡保険金をお支払いしません。

（＊4）ただし、戦争その他の変乱によって支払事由に
該当された被保険者の数の増加がこの保険の
計算基礎に及ぼす影響が少ないと引受保険会社
が認めた場合には、その程度に応じ、死亡保険金
の全額をお支払いし、または保険金を削減して
お支払いします。

○被保険者が不担保期間にがん（上皮内新生物等）
と診断確定された場合、上皮内新生物診断保険金
はお支払いできません。
不担保期間が経過した後に、新たにがん（上皮内
新生物等）と診断確定された場合には、上皮内新
生物診断保険金の支払対象となります。
ただし、不担保期間が経過した後にがん（上皮内新
生物等）と診断確定された場合でも、不担保期間
に診断確定されたがん（上皮内新生物等）の再発・
転移等と認められるときは、上皮内新生物診断保
険金はお支払いできません。

（＊1）保障額を増額する場合、増額部分については、 
「ご加入」を「増額」と読替えます。

（＊2）不担保期間が経過した後に診断確定された場合
であっても、3大疾病保険金はお支払いできま
せん。

（＊3）不担保期間が経過した後に診断確定された場合
であっても、上皮内新生物診断保険金はお支払
いできません。

・被保険者の自殺。ただし、その被保険者がその
ご加入（＊1）日から起算して1年を超えて継続
して被保険者であった場合には、死亡保険金を
お支払いします。
・保険契約者の故意。
・死亡保険金受取人の故意。ただし、その死亡保険
金受取人が死亡保険金の一部の受取人である
場合には、その残額をその他の死亡保険金受取
人にお支払いします。
・戦争その他の変乱。（＊4）

リビング・ニーズ特約の特約保険金

●引受保険会社は、リビング・ニーズ特約の特約保険
金のお支払事由が次の項目のいずれかによって生じ
た場合には、リビング・ニーズ特約の特約保険金を
お支払いしません。

（＊5）ただし、戦争その他の変乱によって余命が6カ月
以内と判断される被保険者の数の増加が、リビ
ング・ニーズ特約の計算の基礎に及ぼす影響が
少ないと引受保険会社が認めた場合には、その
程度に応じ、リビング・ニーズ特約の特約保険金
の全額をお支払いし、またはその金額を削減し
てお支払いします。

・保険契約者、被保険者、指定代理請求人の故意。
・戦争その他の変乱。（＊5）

告知義務違反による解除の場合
ご加入（＊1）のお申込みの際に保険契約者または
被保険者が、故意または重大な過失によって告知
事項について事実を告げずまたは事実でないこと
を告げ、保険契約の全部またはその被保険者のご
加入（＊1）部分が解除されたとき。ただし、支払事由
の発生が解除の原因となった事実によらないこと
が証明された場合には、保険金をお支払いします。

詐欺による取消の場合
保険契約者または被保険者の詐欺により、この
保険契約の締結・被保険者の加入等が行われた
ために、この保険契約の全部またはその被保険者
に対する部分が取消となることがあります。この
場合、すでに払込まれた保険料は払戻しません。

不法取得目的による無効の場合
保険契約者または被保険者が保険金を不法に取
得する目的もしくは他人に保険金を不法に取得さ
せる目的をもってこの保険契約の締結・被保険者
の加入等を行った場合には、この保険契約の全部
またはその被保険者に対する部分を無効とし、す
でに払込まれた保険料は払戻しません。

保険契約が失効した場合
保険契約者から保険料の払込みがなく、この保険
契約が効力を失ったとき

重大事由による解除の場合
次のような事由に該当した場合には、この保険
契約の全部またはその被保険者に対する部分を
解除することがあります。
①保険契約者、被保険者（死亡保険金の場合は被
保険者を除きます。）または保険金の受取人が、
この保険契約の保険金を詐取する目的または
他人に詐取させる目的で事故招致（未遂を含み
ます。）をしたとき。
②この保険契約の保険金の請求に関し、保険金
の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があっ
たとき。
③保険契約者、被保険者または保険金の受取人
が、次の（ア）～（オ）のいずれかに該当するとき。

（ア）暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった
日から5年を経過しない者を含みます。）、
暴力団準構成員、暴力団関係企業その他
の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」とい
います。）に該当すると認められること

（イ）反社会的勢力に対して資金等を提供し、
または便宜を供与する等の関与をしてい
ると認められること

（ウ）反社会的勢力を不当に利用していると認め
られること

（エ）反社会的勢力により団体の全部もしくは
一部の経営を支配され、またはその経営に
反社会的勢力による実質的な関与を受け
ていると認められること

（オ）その他反社会的勢力と社会的に非難され
るべき関係を有していると認められること

④上記①②③の他、引受保険会社の保険契約者、
被保険者または保険金の受取人に対する信頼
を損ない、この保険契約の存続を困難とする
上記①②③の事由と同等の重大な事由がある
とき。

保険金をお支払いしない場合等（詳細） 保険金をお支払いしない場合等（詳細）（続き）

がんについて保険金をお支払いしない場合

がんに対する保障のイメージ

●がんと診断確定される時期によっては、保険金をお支払いできない場合があります。

○がんに対する保障については、ご加入（＊1）日から90日間は不担保期間となり、不担保期間が経過した後に
保障を開始します。（急性心筋梗塞、脳卒中、死亡については、ご加入（＊1）日から保障を開始します。）

ご加入（＊１）

ご加入（＊１）前 不 担保期間
（ご加入（＊1）日から90日間） がんに対する保障

税務上のお取扱い

●税務の取扱い等について、平成29年9月現在の税制・関係法令等に基づき記載しております。
●今後、税務の取扱い等が変わる場合がありますので、記載の内容・数値等は将来にわたって保証されるもの
ではありません。
●個別の税務取扱い等については、所轄の国税局・税務署や顧問税理士等にご確認ください。

個人情報の取扱いに関する大塚ホールディングス株式会社と引受保険会社からのお知らせ
●この保険契約は、大塚ホールディングス株式会社（以
下、団体といいます。）を保険契約者とし、団体およ
び団体の子会社（以下、子会社といいます。）の所属
員を加入対象者とする企業保険です。
そのため、この保険契約の運営にあたっては、団体お
よび子会社（大塚倉庫株式会社を含みます。以下同
じ。）は加入対象者の個人情報（氏名・性別・生年月
日・健康状態等）を取扱い、団体がこの保険契約を締
結した引受保険会社へ提出します。
団体および子会社は、この保険契約の運営において
入手する個人情報（個人番号を除く）を、この保険契
約の事務手続きのために使用します。
●引受保険会社は受領した個人情報（個人番号を除
く）を各種保険の引受け・継続・維持管理、保険金等
のお支払い、その他保険に関連・付随する業務のた
めに利用し、また、団体、子会社等へその目的の範囲
内で提供します。
●また、 今後、 個人情報に変更等が発生した際にも、 
引続き団体、子会社および引受保険会社においてそ
れぞれ上記に準じ個人情報が取扱われます。

主契約および家族特約の保険料は、一般生命保険料控除の対象です。
※生命保険料控除に関する税制改正を受け、平成24年1月1日以降に締結・更新する契約から新生命保険料
控除制度が適用されます。生命保険料控除に関する税制改正の詳細は、以下のニッセイのホームページを
ご参照ください。

※一般生命保険料控除の対象となる保険料については、年末調整・確定申告時に控除証明書等にて必ずご確
認ください。
※当3大疾病保障保険以外に一般生命保険料控除の対象となる保険等にご加入の場合、控除額は控除の対象
となる保険等の保険料をそれぞれ合計した保険料に基づき計算されます。当3大疾病保障保険のみの保険
料に基づき計算されるわけではありません。

保険料

保険金

被保険者が受取人の場合、非課税です。
※被保険者が死亡された場合は、相続財産として相続税の課税対象となります。

被保険者が受取人の場合、非課税です。

相続税の課税対象となりますが、法定相続人が受取人の場合、本人
死亡時の保険金（法定相続人が受取った他の生命保険等の受取金
がある場合には、これと合算した金額について）に対して相続税法
上一定の金額が非課税となる場合があります。

なお、記載の引受保険会社は、今後、変更する場合が
ありますが、その場合、個人情報は変更後の引受保険
会社へ提供されます。

（注）保健医療等の機微（センシティブ）情報について
は、保険業法施行規則により、業務の適切な運営
の確保その他必要と認められる目的に利用目的
が限定されています。
個人番号については、保険取引に関する支払調書
作成事務のみに使用します。

指定された死亡保険金受取人および指定代理請求人
（以下、受取人および代理人といいます。）の個人情報
については、上記の加入対象者（被保険者）の個人情報
と同様に取扱われますので、お申込みにあたっては、受
取人および代理人にその旨をご説明いただき、個人情
報の取扱いについての同意を取得してください。

3大疾病保険金・
上 皮 内 新 生 物
診 断 保 険 金

死 亡 保 険 金

リビング・ニーズ
特約の特約保険金

本 　 人

本人が受取人の場合、死亡保険金は一時所得として所得税および
住民税の課税対象となります。配偶者・こども

ニッセイホームページ　　http://www.nissay.co.jp/keiyaku/oshirase/hokenryokojo/

死亡保険金受取人・指定代理請求人の
個人情報の取扱いについて～ ～

［指定紛争解決機関］

大塚倉庫株式会社　東京保険事業部

TEL 0120-03-3754
E-MAIL sonpo@otsuka.jp
【営業時間　月曜日～金曜日　9:00～17:20（祝日・年末年始を除きます。）】

●この商品に係る指定紛争解決機関は一般社団法人生命保険協会
です。
●一般社団法人生命保険協会の「生命保険相談所」では、電話・
文書（電子メール・FAXは不可）・来訪により生命保険に関する
さまざまなご相談・照会・苦情をお受けしております。また、全国
各地に「連絡所」を設置し、電話にてお受けしております。
なお、生命保険相談所が苦情の申出を受けたことを生命保険会
社に連絡し、解決を依頼した後、原則として1カ月を経過しても、

保険契約者等と生命保険会社との間で解決がつかない場合に
ついては、指定紛争解決機関として、生命保険相談所内に裁定
審査会を設け、保険契約者等の正当な利益の保護を図っており
ます。

ご照会・苦情につき
ま して は、右 記 の
団 体 窓 口 ま で
お問合せください。

〈団体お問合せ先〉

日本生命保険相互会社 法人サービスセンター

TEL 0120-563-925

〈日本生命お問合せ先〉
引受保険会社への
ご要望・苦情につき
ましては、右 記 の
日本生命窓口まで
ご連絡ください。

ご相談窓口等

※お問合せの際には、記号証券番号（939-20）をお申し出ください。
　　　　　　 月曜日～金曜日   9：00 ～17：00　（祝日・12/31～1/3を除く。）受付時間

「生命保険相談所」・「連絡所」の連絡先は、
ホームページアドレス
http://www.seiho.or.jp/　をご覧ください。

参 照

「障がい」の表記　当パンフレットでは、法律、政令、規則等の法令で用いられている用語を含め、「障害」を「障がい」と表記しています。

日本-団-2016-707-11985-M（H28.12.2）
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「申込書兼告知書」記入要領

「事業所コード一覧」をご参照のうえ、右づめでご記入ください。

1

1

2

4

注記入チェックリスト ～ 、
チェック欄 確 認 項 目

9

3

〈総合医療保険〉
・パンフレット14ページの入院給付金日額の中からご選択のうえ、右づめでご記入ください。
脱退される場合は、右づめで「0」とご記入ください。（すでに加入されている方で未記入の場合、同額で継続とみなします。）

5

申込印は必ず押印ください。配偶者・こどもについて新規加入・加入内容を変更される場合も必ず押印ください。

7

8

〈Bグループ保険〉
・パンフレット4～5ページの保険金額の中からご選択のうえ、ご記入ください。
脱退される場合は、「0」とご記入ください。（すでに加入されている方で未記入の場合、同額で継続とみなします。）

注 内容を訂正される場合は二重線で抹消後、訂正印（申込印と同一のもの）を押印のうえ、正当内容をご記入ください。

〈3大疾病保障保険〉
・パンフレット30ページの保険金額の中からご選択のうえ、ご記入ください。
脱退される場合は、「0」とご記入ください。（すでに加入されている方で未記入の場合、同額で継続とみなします。）

氏名はすべてカタカナでご記入ください。
配偶者・こどもも申込みされる場合にご記入ください。（加入資格のあるこどもは全員同額でご加入ください。）

この「申込書兼告知書」を記入された日を必ずご記入ください。

10

・新規加入・増額をご希望の方は、「申込書兼告知書」裏面の《質問事項》をご確認ください。
・本人（主たる被保険者）が新規加入・増額のお申込みをされる方の告知をとりまとめのうえ、1または2に○印をご記入ください。
〔1に○印〕 申込者全員の質問事項に対する答えが全て「いいえ」となる場合
〔2に○印※〕 1名でも質問事項に対する答えが「はい」となる場合や質問事項に対する答えに迷われる場合
※【「はい」の答えがある申込者氏名】に該当者の氏名をカタカナでご記入のうえ、あわせて「被保険者の告知書」を商品ごと
にご提出ください。別途「被保険者の告知書」をご提出いただければ、保険会社にて新規加入・増額の可否を判断します。

・「被保険者の告知書」は、大塚倉庫株式会社　東京保険事業部までご請求ください。

「申込書兼告知書」提出先　：　大塚倉庫株式会社　東京保険事業部

［申込書左側］

［申込書右側］

［事業所コード一覧］
事業所
コード
1
2
3
4
5
6
8
12
16
18
19
20
21
22
23
24

大塚製薬 株式会社
株式会社 大塚製薬工場
大塚ｳｴﾙﾈｽﾍﾞﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ株式会社
大塚倉庫 株式会社
大塚包装工業 株式会社
大塚食品 株式会社
アース環境サービス 株式会社
株式会社 JIMRO
大塚化学 株式会社
大塚オーミ陶業 株式会社
大塚テクノ 株式会社
大塚製薬企業年金基金
大塚ホールディングス 株式会社
大塚電子 株式会社
KiSCO 株式会社
株式会社 Biomedical Solutions

※当「申込書兼告知書」は記入要領用のもの
　であり、配付されたものと内容が異なる場合が
　あります。

事業所名

【お申込み手続き】　
専用のウェブサイトからお手続きいただくか、または「申込書兼告知書」をご提出ください。
●新規に加入される方
必要事項をご記入いただき、押印のうえお申込みください。
また〈Bグループ保険〉〈3大疾病保障保険〉に加入される方で本人との続柄が「その他（９）」となる方を本人の死亡保険金受取人とされ
る場合は、「死亡保険金受取人指定書」をご提出ください。

●加入内容を変更される方
印字された加入内容を変更される場合、変更箇所を二重線で抹消後、訂正印（申込印と同一のもの）を押印のうえ、正当内容をご記入く
ださい。
〈Bグループ保険〉〈3大疾病保障保険〉に加入されている方で死亡保険金受取人を変更される場合は、「死亡保険金受取人指定書」をご
提出ください。（「申込書兼告知書」での受取人変更のお取扱いはできません。）
この場合、死亡保険金受取人変更の効力発生日は、保険契約者（団体）が引受保険会社に「死亡保険金受取人指定書」を発送した日です。

●脱退される方
申込日、申込内容欄を「０」とご記入いただき、押印のうえご提出ください。

●同額で継続される方
加入内容に変更のない方は従来の加入内容で継続されますのでお手続きは不要です。

必要事項が記入・押印されているかご提出前にご確認ください。内容を訂正される場合は二重線で抹消後、訂正印（申込印と同一のもの）を
押印のうえ、正当内容をご記入ください。
※ご記入・押印いただきました書類は、同封の返信用封筒にて 平成30年2月19日（月） までに投函ください。
※ご夫婦とも本人としての加入資格がある場合は本人・配偶者として重複加入はできません。それぞれ本人としてご加入ください。

〈Bグループ保険〉
必ずご記入ください。
新規に加入される方は、本人の死亡保険金受取人を、本人の配偶者・こども・孫・父母・祖父母・兄弟姉妹からご選択
ください。孫を指定される場合は続柄「9」とご記入のうえ、「死亡保険金受取人指定書」をあわせてご提出ください。
すでに加入されている方で、死亡保険金受取人を変更される場合は、「死亡保険金受取人指定書」をご提出ください。
【死亡保険金受取人続柄（コード）】
　配偶者…………１　　こども……………２　　父母…………３　　祖父母………４
　兄弟姉妹………５　　法定相続人………６　　その他………９

〈3大疾病保障保険〉
必ずご記入ください。
新規に加入される方は、本人の死亡保険金受取人を、本人の配偶者・こども・孫・父母・祖父母・兄弟姉妹からご選
択ください。孫を指定される場合は続柄「9」とご記入のうえ、「死亡保険金受取人指定書」をあわせてご提出ください。 
すでに加入されている方で、死亡保険金受取人を変更される場合は、「死亡保険金受取人指定書」をご提出ください。
※配偶者・こどもの死亡保険金受取人は本人です。
【死亡保険金受取人続柄（コード）】
　配偶者…………１　　こども……………２　　父母…………３　　祖父母………４
　兄弟姉妹………５　　法定相続人………６　　その他………９
新規に加入される方で、指定代理請求人を設定される方は「指定する」に〇印を記入し、氏名をカタカナでご記入のうえ、続柄
コードをご記入ください。
続柄コードは「申込書兼告知書」の裏面の<お申込みにあたって>をご参照のうえ、数字でご記入ください。
設定されない方は「しない」に〇印をご記入ください。
すでに加入されている方で、指定代理請求人を指定（変更・取消）される場合は、「指定代理請求人指定書」をご提出ください。
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Bグループ保険（団体定期保険）
総合医療保険（団体型）
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「申込書兼告知書」記入要領

「事業所コード一覧」をご参照のうえ、右づめでご記入ください。

1

1

2

4

注記入チェックリスト ～ 、
チェック欄 確 認 項 目

9

3

〈総合医療保険〉
・パンフレット14ページの入院給付金日額の中からご選択のうえ、右づめでご記入ください。
脱退される場合は、右づめで「0」とご記入ください。（すでに加入されている方で未記入の場合、同額で継続とみなします。）

5

申込印は必ず押印ください。配偶者・こどもについて新規加入・加入内容を変更される場合も必ず押印ください。

7

8

〈Bグループ保険〉
・パンフレット4～5ページの保険金額の中からご選択のうえ、ご記入ください。
脱退される場合は、「0」とご記入ください。（すでに加入されている方で未記入の場合、同額で継続とみなします。）

注 内容を訂正される場合は二重線で抹消後、訂正印（申込印と同一のもの）を押印のうえ、正当内容をご記入ください。

〈3大疾病保障保険〉
・パンフレット30ページの保険金額の中からご選択のうえ、ご記入ください。
脱退される場合は、「0」とご記入ください。（すでに加入されている方で未記入の場合、同額で継続とみなします。）

氏名はすべてカタカナでご記入ください。
配偶者・こどもも申込みされる場合にご記入ください。（加入資格のあるこどもは全員同額でご加入ください。）

この「申込書兼告知書」を記入された日を必ずご記入ください。

10

・新規加入・増額をご希望の方は、「申込書兼告知書」裏面の《質問事項》をご確認ください。
・本人（主たる被保険者）が新規加入・増額のお申込みをされる方の告知をとりまとめのうえ、1または2に○印をご記入ください。
〔1に○印〕 申込者全員の質問事項に対する答えが全て「いいえ」となる場合
〔2に○印※〕 1名でも質問事項に対する答えが「はい」となる場合や質問事項に対する答えに迷われる場合
※【「はい」の答えがある申込者氏名】に該当者の氏名をカタカナでご記入のうえ、あわせて「被保険者の告知書」を商品ごと
にご提出ください。別途「被保険者の告知書」をご提出いただければ、保険会社にて新規加入・増額の可否を判断します。

・「被保険者の告知書」は、大塚倉庫株式会社　東京保険事業部までご請求ください。

「申込書兼告知書」提出先　：　大塚倉庫株式会社　東京保険事業部

［申込書左側］

［申込書右側］

［事業所コード一覧］
事業所
コード
1
2
3
4
5
6
8
12
16
18
19
20
21
22
23
24

大塚製薬 株式会社
株式会社 大塚製薬工場
大塚ｳｴﾙﾈｽﾍﾞﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ株式会社
大塚倉庫 株式会社
大塚包装工業 株式会社
大塚食品 株式会社
アース環境サービス 株式会社
株式会社 JIMRO
大塚化学 株式会社
大塚オーミ陶業 株式会社
大塚テクノ 株式会社
大塚製薬企業年金基金
大塚ホールディングス 株式会社
大塚電子 株式会社
KiSCO 株式会社
株式会社 Biomedical Solutions

※当「申込書兼告知書」は記入要領用のもの
　であり、配付されたものと内容が異なる場合が
　あります。

事業所名

【お申込み手続き】　
専用のウェブサイトからお手続きいただくか、または「申込書兼告知書」をご提出ください。
●新規に加入される方
必要事項をご記入いただき、押印のうえお申込みください。
また〈Bグループ保険〉〈3大疾病保障保険〉に加入される方で本人との続柄が「その他（９）」となる方を本人の死亡保険金受取人とされ
る場合は、「死亡保険金受取人指定書」をご提出ください。

●加入内容を変更される方
印字された加入内容を変更される場合、変更箇所を二重線で抹消後、訂正印（申込印と同一のもの）を押印のうえ、正当内容をご記入く
ださい。
〈Bグループ保険〉〈3大疾病保障保険〉に加入されている方で死亡保険金受取人を変更される場合は、「死亡保険金受取人指定書」をご
提出ください。（「申込書兼告知書」での受取人変更のお取扱いはできません。）
この場合、死亡保険金受取人変更の効力発生日は、保険契約者（団体）が引受保険会社に「死亡保険金受取人指定書」を発送した日です。

●脱退される方
申込日、申込内容欄を「０」とご記入いただき、押印のうえご提出ください。

●同額で継続される方
加入内容に変更のない方は従来の加入内容で継続されますのでお手続きは不要です。

必要事項が記入・押印されているかご提出前にご確認ください。内容を訂正される場合は二重線で抹消後、訂正印（申込印と同一のもの）を
押印のうえ、正当内容をご記入ください。
※ご記入・押印いただきました書類は、同封の返信用封筒にて 平成30年2月19日（月） までに投函ください。
※ご夫婦とも本人としての加入資格がある場合は本人・配偶者として重複加入はできません。それぞれ本人としてご加入ください。

〈Bグループ保険〉
必ずご記入ください。
新規に加入される方は、本人の死亡保険金受取人を、本人の配偶者・こども・孫・父母・祖父母・兄弟姉妹からご選択
ください。孫を指定される場合は続柄「9」とご記入のうえ、「死亡保険金受取人指定書」をあわせてご提出ください。
すでに加入されている方で、死亡保険金受取人を変更される場合は、「死亡保険金受取人指定書」をご提出ください。
【死亡保険金受取人続柄（コード）】
　配偶者…………１　　こども……………２　　父母…………３　　祖父母………４
　兄弟姉妹………５　　法定相続人………６　　その他………９

〈3大疾病保障保険〉
必ずご記入ください。
新規に加入される方は、本人の死亡保険金受取人を、本人の配偶者・こども・孫・父母・祖父母・兄弟姉妹からご選
択ください。孫を指定される場合は続柄「9」とご記入のうえ、「死亡保険金受取人指定書」をあわせてご提出ください。 
すでに加入されている方で、死亡保険金受取人を変更される場合は、「死亡保険金受取人指定書」をご提出ください。
※配偶者・こどもの死亡保険金受取人は本人です。
【死亡保険金受取人続柄（コード）】
　配偶者…………１　　こども……………２　　父母…………３　　祖父母………４
　兄弟姉妹………５　　法定相続人………６　　その他………９
新規に加入される方で、指定代理請求人を設定される方は「指定する」に〇印を記入し、氏名をカタカナでご記入のうえ、続柄
コードをご記入ください。
続柄コードは「申込書兼告知書」の裏面の<お申込みにあたって>をご参照のうえ、数字でご記入ください。
設定されない方は「しない」に〇印をご記入ください。
すでに加入されている方で、指定代理請求人を指定（変更・取消）される場合は、「指定代理請求人指定書」をご提出ください。
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大塚グループの役員・従業員（正社員・契約社員）・顧問のみなさまへ
商品内容のご説明

＜「障がい」の表記＞　当パンフレットでは、法律、政令、規則等の法令で用いられている用語を含め、「障害」を「障がい」と表記しています。

ご相談窓口等

●お手続きや当制度の内容に関するご照会・要望・苦情につきましては、下記に記載のニッセイ団体保険コールセンターまでお問合せくださ
い。
　<日本生命お問合せ先>　ニッセイ団体保険コールセンター　　TEL　0120-339-744
　　　　　　　　　　　　　※お問合せの際には、団体名「MSD株式会社」をお申し出ください。
　　　　　　　　　　　　　【受付時間】月曜日～金曜日　9：00～17：00
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（祝日・12/31～1/3はお取扱いしておりません。）

※ご家族からいただくご照会内容によっては、個人情報保護の観点からご回答を制限させていただくことがござ
います。

〈団体お問合せ先〉　MSD株式会社  HRオペレーショングループ　TEL 03-6272-００１６
●この商品に係る指定紛争解決機関は一般社団法人生命保険協会です。
●一般社団法人生命保険協会の「生命保険相談所」では、電話・文書（電子メール・FAXは不可）・来訪により生命保険に関するさまざまなご
相談・照会・苦情をお受けしております。また、全国各地に「連絡所」を設置し、電話にてお受けしております。
（「生命保険相談所」・「連絡所」の連絡先は、ホームページアドレス http://www.seiho.or.jp/ をご覧ください。）
なお、生命保険相談所が苦情の申出を受けたことを生命保険会社に連絡し、解決を依頼した後、原則として1カ月を経過しても、保険契約者
等と生命保険会社との間で解決がつかない場合については、指定紛争解決機関として、生命保険相談所内に裁定審査会を設け、保険契約者等
の正当な利益の保護を図っております。

生命保険契約者保護機構

●引受保険会社各社は、生命保険契約者保護機構に加入しています。引受保険会社各社の業務もしくは財産の状況の変化により、保険金額・
給付金額・年金額・一時金額等が削減されることがあります。なお、生命保険契約者保護機構の会員である生命保険会社各社が経営破綻に
陥った場合には、生命保険契約者保護機構により、保険契約者保護の措置が図られることとなります。ただし、この場合にも、保険金額・給付
金額・年金額・一時金額等が削減されることがあります。
●保険契約者保護の措置の詳細については、生命保険契約者保護機構までお問合せください。
（お問合せ先）　生命保険契約者保護機構 TEL  03-3286-2820
 月曜日～金曜日（祝日、年末年始を除く）　午前9時～正午、午後1時～午後5時　
 ホームページアドレス http://www.seihohogo.jp/

制度内容の変更

●MSD株式会社の福利厚生制度の変更等により、制度内容が変更される場合があります。また、これに伴い、保険料率や付保特約、給付内容、
加入資格等が変更される場合があります。

大塚ホールディングス株式会社

団体定期保険

ル ー 保険プグＢ

総合医療保険（団体型）

保険医 療合総

【 個人情報の取扱いに関するMSD株式会社と引受保険会社からのお知らせ 】

●この保険契約は、MSD株式会社（以下、団体といいます。）を保険契約者とし、団体および団体の子会社（以下、子会社といいます。）の所属
員を加入対象とする企業保険です。そのため、この保険契約の運営にあたっては、団体および子会社（株式会社ペイロールを含みます。以下
同じ。）は加入対象者の個人情報（氏名・性別・生年月日・健康状態等）を取扱い、団体がこの保険契約を締結した引受保険会社（共同引受
会社を含みます。以下同じ。）へ提出します。
　団体および子会社は、この保険契約の運営において入手する個人情報（個人番号を除く）を、この保険契約の事務手続きのために使用します。
●引受保険会社は受領した個人情報（個人番号を除く）を各種保険の引受け・継続・維持管理、保険金等のお支払い、その他保険に関連・付
随する業務のために利用し、また、団体および子会社、他の引受保険会社等へその目的の範囲内で提供します。
●また、今後、個人情報に変更等が発生した際にも、引続き団体・子会社および引受保険会社においてそれぞれ上記に準じ個人情報が取扱わ
れます。
　なお、記載の引受保険会社は、今後、変更する場合がありますが、その場合、個人情報は変更後の引受保険会社へ提供されます。
（注）保健医療等の機微（センシティブ）情報については、保険業法施行規則により、業務の適切な運営の確保その他必要と認められる目的に

利用目的が限定されています。
個人番号については、保険取引に関する支払調書作成事務のみに使用します。

～死亡保険金受取人の個人情報の取扱いについて～
指定された死亡保険金受取人(以下、受取人といいます。)の個人情報については、上記の加入対象者(被保険者)の個人情報と同様に取扱わ
れますので、お申込みにあたっては、受取人にその旨をご説明いただき、個人情報の取扱いについての同意を取得してください。

〔グループ保険について〕
当件について同意いただくことができない場合は、HRオペレーショングループ宛に、6月30日までにお申し出ください。

3大疾病保障保険（団体型）

保険疾 病大 障保３

お申込みは年1回です。
ぜひこの機会に新規加入・増額をご検討ください。

平成30年4月1日

平成30年2月19日（月）

効力発生日

申込締切日

平成30年4月1日から 
「退職後継続加入制度」が導入されます！
Ｂ　グ　ル　ー　プ　保　険：退職後、年齢70歳6カ月まで継続加入できます。 
　　　　　　　　　（ただし、退職後は保障額500万円を上限とします。） 
総　合　医　療　保　険：退職後、年齢70歳6カ月まで継続加入できます。
３大疾病保障保険：退職後、満71歳まで継続加入できます。

CHECK!

グ
ル
ー
プ
保
険

［指定紛争解決機関］

大塚倉庫株式会社　東京保険事業部

TEL 0120-03-3754
E-MAIL sonpo@otsuka.jp
【営業時間　月曜日～金曜日　9:00～17:20（祝日・年末年始を除きます。）】

●この商品に係る指定紛争解決機関は一般社団法人生命保険協会
です。

●一般社団法人生命保険協会の「生命保険相談所」では、電話・文
書（電子メール・ＦＡＸは不可）・来訪により生命保険に関するさ
まざまなご相談・照会・苦情をお受けしております。また、全国
各地に「連絡所」を設置し、電話にてお受けしております。
なお、生命保険相談所が苦情の申出を受けたことを生命保険会
社に連絡し、解決を依頼した後、原則として１カ月を経過しても、

保険契約者等と生命保険会社との間で解決がつかない場合に
ついては、指定紛争解決機関として、生命保険相談所内に裁定
審査会を設け、保険契約者等の正当な利益の保護を図っており
ます。

お手続きや当制度
の 内 容 に 関 す る
ご照会・苦情につき
ま して は、右 記 の
団 体 窓 口 ま で
お問合せください。

〈団体お問合せ先〉

日本生命保険相互会社 法人サービスセンター

TEL 0120-563-925

〈日本生命お問合せ先〉

引受保険会社への
ご要望・苦情につき
ましては、右 記 の
日本生命窓口まで
ご連絡ください。

ご相談窓口等

※お問合せの際には、以下の記号証券番号をお申し出ください。
　Ｂグループ保険：　931－2066
　総合医療保険：　　900－95168
　３大疾病保障保険：939－20
　　　　　　 月曜日～金曜日   9：00 ～17：00　（祝日・12/31～1/3はお取扱いしておりません。）受付時間

「生命保険相談所」・「連絡所」の連絡先は、
ホームページアドレス
http://www.seiho.or.jp/　をご覧ください。
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